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場 所 第２委員会室



- 1 -

平成20年６月25日（水曜日）

午前10時０分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 県税の課税免除等の特例に関す

る条例の一部を改正する条例

○議案第５号 退職年金及び退職一時金に関す

る条例の一部を改正する条例

○議案第８号 市町の廃置分合について

○報告第２号 専決処分の承認を求めることに

ついて

○報告第３号 専決処分の承認を求めることに

ついて

○請願第４号 高鍋土木事務所存続に関する請

願

○請願第６号 保険業法の制度と運用を見直し、

自主的な共済を保険業法の適用

除外へと求める請願

○請願第７号 串間土木事務所存続に関する請

願

○請願第８号 北方領土返還要求についての意

見書提出を求める請願

○報告事項

・県が出資している法人の経営状況について

財団法人宮崎県立芸術劇場（別紙５）

財団法人宮崎県国際交流協会（別紙６）

・平成19年度宮崎県繰越明許費繰越計算書（別

紙18）

・宮崎県国民保護計画の変更について（別紙20）

○県民政策及び行財政対策に関する調査

○その他報告事項

・平成19年度宮崎県県民意識調査結果の概要に

ついて

・宮崎県中山間地域対策推進本部の設置につい

て

・集落の現状に関する調査結果（特定調査）に

ついて

・元気な集落づくりに取り組む集落に対する「新

たな呼称」の募集について

・国際定期便「宮崎～台北線」開設記念訪問団

の結果について

・宮崎県男女共同参画センターの指定管理者第

二期指定手続等について

・地上デジタル放送の現状について

・宮崎県東京学生寮の指定管理者第二期指定に

ついて

・平成19年度における行財政改革の取組状況に

ついて

・指定管理者制度の第二期指定について

出席委員（９人）

委 員 長 外 山 衛

副 委 員 長 新 見 昌 安

委 員 米 良 政 美

委 員 中 村 幸 一

委 員 黒 木 覚 市

委 員 中 野 一 則

委 員 中 野  明

委 員 鳥 飼 謙 二

委 員 井 上 紀代子

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

県民政策部

県 民 政 策 部 長 丸 山 文 民

県 民 政 策 部 次 長
渡 邊 亮 一

（ 政 策 担 当 ）
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県 民 政 策 部 次 長
宮 田 廣 志

（県民生活担当）

部参事兼総合政策課長 土 持 正 弘

部参事兼秘書広報課長 緒 方 哲

統 計 調 査 課 長 橋 本 江里子

総 合 交 通 課 長 渋 谷 弘 二

生活・協働・男女参画課長 髙 原 みゆき

文化文教・国際課長 福 村 英 明

人権同和対策課長 酒 井 勇

情 報 政 策 課 長 渡 邉 靖 之

中山間・地域対策室長 後 沢 彰 宏

広 報 企 画 監 亀 田 博 昭

交通・地域安全対策監 黒 木 典 明

総 務 部

総 務 部 長 山 下 健 次

総 務 部 次 長
吉 瀬 和 明

（総務・職員担当）

総 務 部 次 長
稲 用 博 美

（財務・市町村担当）

危 機 管 理 局 長 後 藤 厚 一

部参事兼総務課長 馬 原 日出人

部参事兼人事課長 岡 村 巌

行 政 経 営 課 長 加 藤 裕 彦

財 政 課 長 西 野 博 之

税 務 課 長 後 藤 文 雄

市 町 村 課 長 四 本 孝

市町村合併支援室長 坂 本 義 弘

総務事務センター課長 柄 本 寛

危 機 管 理 課 長 武 田 久 雄

消 防 保 安 課 長 川 野 直 記

事務局職員出席者

総 務 課 主 幹 黒 田 渉

議 事 課 主 査 湯 地 正 仁

○外山委員長 ただいまから総務政策常任委員

会を開会いたします。

まず、きょうの委員会の日程でございますけ

れども、今回、議案及び報告事項がない部局に

つきましては待機ということで考えております。

日程案につきましては、お手元に配付のとお

りでありますが、御異議ございませんでしょう

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○外山委員長 では、そのように決定をいたし

ます。

執行部入室のため、暫時休憩をいたします。

午前10時１分休憩

午前10時３分再開

○外山委員長 委員会を再開いたします。

報告事項等の説明を求めます。なお、委員の

質疑は、執行部の説明がすべて終了した後にお

願いをいたします。

○丸山県民政策部長 まず、説明に入ります前

に一言お礼を申し上げます。外山委員長、新見

副委員長を初め、各委員の皆様におかれまして

は、５月に県南・県北地域の視察をしていただ

きました。貴重な御意見等を賜りました。あり

がとうございました。この場をおかりしてお礼

を申し上げます。

それでは、まず初めに、県が出資している法

人の経営状況についてであります。お手元の県

議会提出報告書をごらんください。県民政策部

からの報告は、別紙５、青いインデックス、ペー

ジで言いますと25ページ、財団法人宮崎県立芸

術劇場、同じく41ページの別紙６になりますけ

れども、財団法人宮崎県国際交流協会の２つの

法人についてであります。詳細につきましては、
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後ほど担当課長から説明させていただきます。

次に、同じく報告書の187ページ、別紙18とい

うインデックスですけれども、ここを見ていた

だきたいと思います。繰越明許費についてであ

ります。我が部は、（款）総務費（項）企画費の

ケーブルテレビ施設整備支援事業の2, 2 1 4

万3,000円であります。これは、国富町における

ケーブルテレビ網の整備につきまして、国の交

付金事業とあわせて実施するものでありますけ

れども、国の交付決定が平成20年２月となりま

して、平成19年度内に事業が完了しないことか

ら、繰り越しとなったものであります。

次に、お手元の総務政策常任委員会資料をご

らんいただきたいと思います。報告事項が７件

ございます。まず、平成19年度宮崎県県民意識

調査結果についてであります。この調査は、県

の施策や活動について、例年２月から３月にか

けまして、県民アンケート調査を行っているも

のでありまして、その結果がまとまりましたの

で、今回御報告をさせていただきます。

次に、中山間地域に係るものが３件でありま

す。まず、中山間地域対策推進本部の設置につ

いてであります。中山間地域の活性化に向けた

全庁的な取り組みを進めるため、先日、知事を

本部長とする中山間地域対策推進本部を設置い

たしましたので、御報告をさせていただきます。

次に、集落の現状に関する調査、これは特定

調査と申しておりますけれども、その結果につ

いてであります。この調査は、県内の過疎地域

等市町村の集落の実態を把握いたしまして、今

後の集落整備のあり方に関する基礎資料を得る

ことを目的に実施したものでありまして、市町

村に対してアンケート調査を行う基本調査と、

集落の代表者あるいは住民に対して行う特定調

査を行ったところであります。このたび、特定

調査の結果がまとまりましたので、御報告をさ

せていただきます。また、中山間地域において

元気な集落づくりに取り組む集落に対する新た

な呼称の募集を行うことといたしましたので、

あわせてその内容について説明をさせていただ

きます。

続きまして、宮崎―台北間の国際定期便の開

設についてであります。本県の国際線といたし

ましては、宮崎―ソウル線に次いで２路線目と

なる宮崎―台北線が去る６月１日に開設をいた

しました。外山委員長さんにおかれましては、

開設を記念した台湾訪問団に御参加をいただき

ました。本当にありがとうございました。本日

は、この訪問団の結果につきまして、報告をさ

せていただきます。

次に、宮崎県男女共同参画センターの指定管

理者第二期指定手続等についてであります。県

民政策部で所管いたしております宮崎県男女共

同参画センターにつきましては、現在、指定管

理者による管理運営を行っているところであり

ます。20年度をもちまして第一期の指定期間が

終了することとなっております。このため、今

年度中におきまして、第二期目となります来年

度以降の指定管理者を指定する手続を行うこと

としております。先般、１回目の指定管理者候

補者選定委員会を開催しまして、第二期指定管

理者の募集方針（案）等について御審議をいた

だきましたので、その内容について報告をさせ

ていただきます。

報告事項の最後ですけれども、地上デジタル

放送の現状についてであります。これについて

は詳細な説明が必要かと思いますので、今回、

報告をさせていただきます。

以上の報告事項につきましては、担当課長か

ら説明をさせていただきます。
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最後に、資料はございませんけれども、第13

回宮崎国際音楽祭についてであります。去る５

月５日から24日までの期間中、１万1,000人、ス

トリート音楽祭等の関連事業を含めますと、約

５万人を超えるたくさんの方に御来場いただき、

無事終了することができました。委員の皆様に

は大変な御理解と御支援をいただきまして、あ

りがとうございました。今後とも、より一層県

民の皆様に親しまれる音楽祭となるよう工夫を

してまいりたいと考えております。

私からの説明は以上であります。よろしくお

願いします。

○土持総合政策課長 平成19年度の県民意識調

査の結果につきまして御説明をいたします。

委員会資料の１ページでございます。先ほど

部長も申し上げましたけれども、この調査は、

県民の皆さんの県の施策に対する考えや日ごろ

の活動等につきまして、アンケート調査を実施

いたしまして、県政の運営に資することを目的

といたしております。平成16年度から毎年実施

をしているものでございます。調査時期は本年

の２月から３月でございまして、県内各地から

無作為に抽出いたしました20歳以上の方、3,500

名に対しまして発送いたしまして、2,050人から

回答を得たところでございます。回答率は58.6

％となっております。調査の内容といいますか、

どういうアンケート内容であったかということ

でございますけれども、別冊で資料１というこ

とで宮崎県県民意識調査集計結果、資料を配付

させていただいております。この資料の９ペー

ジをお開きいただきたいと思います。まず、上

の表でございますが、県が推進いたします政策

につきまして、昨年策定いたしました新みやざ

き創造計画の分野別施策として、12の基本方向

を掲げておりますけれども、これにつきまして

重要だと思うものを尋ねております。そして、

下の表から14ページまででございますけれども、

その12の基本方向それぞれにつきまして、優先

的に取り組むべきと思う具体的な施策について

尋ねたものでございます。

次に、同じ資料の20ページをお開きいただき

たいと思います。回答者の方の日ごろの活動と

か、子育てとか、青少年の育成に関する意識、

そういったことを、40ページまでになりますけ

れども、35の項目について尋ねたものでござい

ます。

この調査結果の概要につきましては、また委

員会資料のほうに戻っていただきたいと思いま

すけれども、こちらで御説明をいたします。１

ページでございます。まず、結果の概要、１の

政策に関する結果についてでございますけれど

も、グラフの縦軸、そこにございますとおり、12

の政策につきまして、重要だと思うものを尋ね

たところ、選択割合が高い政策の第１位から第

３位につきましては、上のほうに掲げておりま

すが、ごらんのとおりでございます。特に３番

目の「未来を拓く子どもが育つ社会づくり」で

ございますけれども、これは前年度の結果を10.5

％上回っておりまして、少子化が進行する中で、

子育てや教育に対します県民ニーズの高まりが

あらわれているのではないかというふうに思っ

ております。

次に、２ページをお開きいただきたいと思い

ます。２の施策に関する結果についてでござい

ますけれども、これは、先ほど申し上げました

ように、１の質問で重要だと思う政策のうち優

先的に取り組むべき施策について尋ねた結果で

ございます。回答の割合が高かったものは、ご

らんのとおりでございますけれども、昨年との

比較で特に特徴的なものを申し上げますと、「未
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来を拓く子どもが育つ社会づくり」でございま

すが、その中で、１の「命を大切にする教育の

推進」が70.8％と、極めて高い割合を示してお

りまして、これは、全国的な青少年の犯罪の低

年齢化とか自殺といった事象に対する危機感を

反映しているのではないかというふうに思って

おります。「安全で安心な暮らしの確保」のとこ

ろでございますが、「食の安全・安心の確保」が

前年度の32.3％から56.7％と、大幅にアップし

ておりまして、これは、たび重なる食に関する

偽装事件とか毒物混入事件、こういったものに

対しまして、食の安全に対する関心が高まった

あらわれではないかというふうに思います。次

に、「農林水産業の振興」でございますが、「地

産地消の推進」が前年度と比較いたしまして高

くなっておりまして、地産地消の機運が高まっ

ているところで、「みやざきブランドの展開」が

前年度42％から21％と、大きくダウンしている

わけでございますけれども、これは、まさに知

事のＰＲ効果を県民が十分に感じていることの

逆のあらわれではないかというふうに思ってお

ります。その下の「活力のある地域づくり」で

ございますけれども、「高速道路の整備促進、航

空路線・海上航路・鉄道の充実」という項目で

聞いておりますけれども、前年度の45.4％か

ら61.4％、大幅にアップしておりますけれども、

これは、道路特定財源をめぐります一連の動き

の中で、東九州自動車道の整備を初めといたし

まして、これからの地域づくりの基盤となりま

す交通網の充実に対する県民の認識が強まった

ことのあらわれではないかというふうに考えて

おります。

続いて、３ページでございますけれども、そ

うした今までの結果を地域別に見てみますと、

北諸県地域では農業の担い手づくり、西諸県地

域では命の教育、児湯地域では医療体制の充実、

東臼杵・西臼杵地域では地域交通や高速道路の

整備促進などが、県全体の数値と比べまして、

それを大きく上回っておりまして、地域の特徴

があらわれた結果になっているのではないかと

いうふうに考えております。その下の年代別で

ございますが、これは見ていただくとわかりま

すように、20～39歳、40～59歳というところで

は就労環境とか医療体制の充実というものが高

い割合を示しておりまして、働く世代ならでは

のニーズをあらわしているというふうに考えて

おります。そして、60歳以上では、高齢者に対

する福祉保健サービスの充実とか安全で安心な

まちづくりなどが高くなっておりまして、年代

間でのニーズの違いが端的にあらわれた結果で

はないかというふうに思います。

次に、３のところでございますけれども、日

ごろの活動に関する結果についてでございます

けれども、前年度と比較して特徴的なものだけ

を挙げておりますけれども、地域の治安状況で

ございますが、「よくなっている」「どちらかと

いうとよくなっている」と回答された方が10％

ほどアップいたしております。また、食材、こ

れは農畜産物、水産物でございますけれども、

「地元産を意識するか」という問いに対しまし

ては、「常に意識」「時々意識して購入」が、前

年も高かったんですけれども、さらに増加いた

しまして80％超となっておりまして、地産地消

の機運の高まりがうかがわれる結果というふう

になっております。

以上、特徴的なものについて御説明いたしま

したが、調査結果の詳細につきましては、先ほ

ど御説明いたしました資料１ということでお配

りしておりますので、また後ほどごらんいただ

ければというふうに考えております。県のほう
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では、この調査結果を今後の県政運営に生かし

まして、県民ニーズに沿った県民目線での施策

展開を一層進めてまいりたいというふうに考え

ております。

県民意識調査の結果につきましては、以上で

ございます。

○後沢中山間・地域対策室長 中山間地域対策

に関連いたしまして、３点、私のほうから続け

て説明をさせていただきます。

まず、第１点目でございますけれども、宮崎

県中山間地域対策推進本部の設置についてでご

ざいます。常任委員会資料の５ページとなって

ございます。今年度の重点施策の筆頭にも位置

づけられてございます中山間地域対策につきま

しては、非常に幅広い施策分野に対応していく

必要があることから、県庁が一丸となって取り

組む必要があると認識しております。したがい

まして、中山間地域について総合的な支援施策

を講じていくということと、関係部局間の連絡

調整や意思の決定の効率的な実施を行うため、

先ごろ、県庁全部局から成る宮崎県中山間地域

対策推進本部を設置しまして、６月12日に第１

回を開催したところでございます。

５ページの資料に沿って中身を御説明いたし

ますが、まず、どんなことを所掌していくのか

ということでございますが、資料２でございま

すが、中山間地域対策の推進に係る総合調整や

情報収集、情報交換といったことを行うという

ことで設置してございます。

構成についてでございますけれども、資料３

のところでございますが、本部は、知事が本部

長、副知事を副本部長としまして、全部長ほか

記載してございます計14名のメンバーで構成し

てございます。本部の下に、各部局で業務上中

山間地域対策に関連の深い課の課長計21名で構

成する幹事会を設けるとともに、各地方連絡協

議会の会長で組織をする地域委員会、さらにそ

の下に地域幹事会を設けてございます。このほ

か、ペーパーのほうには記載してございません

けれども、必要に応じて、主幹クラスで構成す

るワーキングチームというものを設置すること

を考えておりまして、課題に応じた実務的な検

討もできる体制を構築してまいりたいと思って

おります。

本部で具体的にどんなことをやっていくのか

というのを、資料で言いますと６ページにまと

めてございます。中山間地域対策室におきまし

て、現在、この後、御説明します過疎地域等の

集落調査ですとか、市町村との意見交換といっ

たものを通じて、課題の整理をしているところ

でございまして、並行して、庁内各部局との意

見交換ですとか、各部局所管の事業の整理といっ

たことを通じて、県庁が持っている中山間地域

対策の施策の整理というものをしているところ

でございます。本部では、これらの作業を踏ま

えて、中山間地域対策として解決すべき課題と、

それに対応する施策の体系化を行って、中山間

地域対策の全体設計図をつくりたいというふう

に考えております。この全体設計図を前にしな

がら、全部局協働によって分野横断的な視点で

既存施策の整理改善、新規施策の立案というこ

とをやることで、施策の総合化、すなわち各部

施策の整合性がきちんと確保された、全体とし

て過不足のない総合的な政策体系というものを

構築することで、県庁総力戦で中山間地域対策、

集落対策を実施してまいりたいというふうに考

えてございます。その検討結果は当然21年度予

算に反映してまいりたいというふうに考えてご

ざいます。また、中山間地域対策について、視

野を県内に限ることなく、国全体で地域の振興
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というものを政策課題として挙げているという

こともございますので、図の左側に書いてござ

いますけれども、現在、総務省で取りまとめら

れている定住自立圏構想ですとか、国交省が主

体になって進めている21世紀生活圏研究会の検

討結果などとも連携しながら、本県の中山間地

域対策について検討してまいりたいと思ってお

りますし、その結果につきましては、中山間地

域も含めたこれからの県土構造のあり方の検討、

こちらを今後進めていくことになりますが、こ

ちらにも反映してまいりたいというふうに考え

ているところでございます。

資料を１点修正をさせていただきたいと思い

ます。５ページでございますが、設置日を平成20

年６月12日としておりますが、正確には、設置

は６月９日にしておりまして、第１回の会議を

６月12日に開催ということでございますので、

訂正をさせていただきたいと思います。

中山間地域対策推進本部の設置については以

上でございます。

続きまして、集落の現状に関する調査につい

て御説明をさせていただきます。資料、７ペー

ジとなってございます。昨年度実施いたしまし

た集落の現状に関する調査のうち、特定調査と

して実施しました集落代表者へのアンケートと

集落住民へのアンケートの２つのアンケート調

査の結果について、今般取りまとめましたので、

御説明をいたします。なお、調査の本体につき

ましては、別冊となっている資料２及び資料３

でつけてございますけれども、集落代表者への

アンケート調査の結果が資料２、集落住民への

アンケート調査の結果が資料３という形で取り

まとめてございますが、本日は時間の都合もご

ざいますので、こちらの調査結果をさらに圧縮

して整理した概要版で説明をさせていただきた

いと思います。その概要版が委員会資料のほう

の７ページ以降のものという形になってござい

ます。

まず、過疎地域等集落の現状調査についてで

ございます。こちらは、集落代表者の皆さんへ

のアンケート調査の結果となってございます。

まず、目的につきましては、先ほど部長のほう

からも御説明いたしましたが、県内過疎地域等

市町村の集落の実態を把握することによって、

今後の集落整備のあり方に関する検討の基礎資

料を得ること、こちらを目的として実施してご

ざいます。調査対象についてでございますけれ

ども、７ページの（３）となってございますが、

条件不利地域の振興を目的とする過疎地域自立

促進特別措置法、いわゆる過疎法、山村振興法、

離島振興法、半島振興法の４法の適用対象市町

村―県内で21市町村ございますけれども―

の全集落の代表者等を調査対象としております。

調査対象者につきましては、区長ですとか、組

合長、班長といった地域の実情を最も把握され

ている方を対象として実施したところでござい

ます。アンケートの回収率などにつきましては、

（５）のところにまとめてございますけれども、

県内21市町村1,146人の集落代表者等に発送いた

しまして、回収率は74.1％となってございます。

次に、８ページをごらんください。調査結果

の概要についてでございます。まず、（１）生活

環境等の利便性の重要度についてでございます。

この質問は、道路や上下水道などのインフラ整

備や、買い物、バスなどの日常生活の利便性の

向上、福祉サービスの充実など、集落にとって

生活環境の整備や利便性向上などがどの程度必

要ですかということについて、「大変重要である」

から「全く重要でない」の５段階で調査した結

果でございます。結果は、８ページのグラフの
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とおりとなってございますが、一番左、黒くなっ

ておりますが、こちらの「大変重要である」と

しているものと、２番目の薄い網かけの「やや

重要である」としたものを合わせた、重要度が

高いとされているものの順番に並べてございま

す。一番重要度が高いものとしては、病院や診

療所等の利用が便利になることとして合計

で81.2％となってございます。続きまして、福

祉施設や福祉サービスの利用が便利になるとす

るもので合計で80.4％、３番手として、近くに

働く場所や機会が創出されることということ

で79.8％という結果になってございます。４番

手に高齢者への声かけサービスについて挙がっ

ているということからしても、医療や福祉の充

実の重要度が高いということが見てとれる結果

となってございます。

次に、９ページでございます。集落機能につ

いて質問した結果でございます。まず、①社会

的共同生活の維持についてというところでござ

いますが、集落における農地や山林の管理や集

落道の草刈り、冠婚葬祭など、社会的共同生活

の維持の状況について尋ねたところ、「支障が出

ている」と答えられた方が60.7％、「支障は出て

いない」と答えられた方が33.3％となってござ

います。別冊の本体資料のほうにはまとめてご

ざいますが、これを立地ごとに分析してみます

と、山間部ほど、また年齢構成で言うと高齢化

率が高いほど、集落機能に「支障が出ている」

と答えられた割合が高いという結果が出てござ

います。次に、下の棒グラフでございますが、

集落機能に支障が出ている内容についてでござ

います。支障が出ている機能の内容を見てみま

すと、最も多いものが集落で管理する道路の草

刈りなどの共同作業で74.6％、次いで、用水路

の清掃などの共同作業で57.7％、３番手として、

集落内での葬儀の実施ということで49.1％と

なってございます。日常生活を支えるための共

同生活の維持への危機感がここからうかがい知

ることができるというふうに受けとめてござい

ます。

次に、10ページでございます。今後の集落機

能について質問した結果でございます。今後の

集落機能の維持の状況について尋ねたところ、

「現状と変わらない」と答えられた方が19.3％

ございましたが、その一方で、「機能が低下する」

とされた方が55.7％、「機能が著しく低下する」

と答えられた方が18.6％という結果となってご

ざいまして、約４分の３の方が今後集落機能は

低下するというふうに回答してございます。こ

れも立地や年齢構成ごとに分析をしてみますと、

やはり山間部ほど、また高齢化率が高いほど、

集落機能が低下するというふうに答えられた割

合が高いという結果となってございます。

次に、集落機能を維持する方法についてでご

ざいます。先ほど集落機能の質問をしたときに、

「機能が低下する」または「著しく低下する」

と答えられた方に、今後集落機能を維持する方

法として何が最も必要かということを尋ねたと

ころ、棒グラフの結果となってございますが、

集落住民の一層の参加による集落機能の維持が

大事だというふうに答えられた方が51.0％で最

も多くなっておりまして、次いで、行政の積極

的な関与が必要だとされた方が39.9％という結

果となってございます。３番手の他の集落の住

民との合同による集落機能の維持とあわせて考

えてみますと、集落住民みずからで何とかした

いという意向が読み取れる結果となってござい

まして、これは我々もちょっと意外な結果とし

て受けとめておりますが、ＮＰＯやボランティ

アなどの手をかりるということについては消極
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的な様子が見てとれます。

以上が集落代表者へのアンケート調査の結果

でございます。

続きまして、11ページでございますが、過疎

地域等集落における住民意識調査、住民の方々

へのアンケート調査の結果でございます。まず、

調査対象でございます。（３）のところに記載し

てございますが、先ほどの区長さん方へのアン

ケートと同様、過疎法、山村振興法、離島振興

法、半島振興法の適用対象市町村の中から、人

口増減率ですとか高齢化率などに着目しまして

抽出した特徴的な集落、合計44集落につきまし

て、その全世帯の方々にアンケート調査を実施

した結果でございます。回収率につきましては、

（５）にまとめてございます。44集落の1,106世

帯に発送いたしまして、回収率は58.2％という

ことになってございます。

12ページでございます。調査結果の概要につ

いてでございます。まず、集落の生活の満足度

についてお尋ねしております。現在の集落の生

活に満足しているかどうか尋ねたところ、「満足」

が27.5％となっている一方で、「少し不満」が40.8

％、「かなり不満」が21.3％と、合計で約６割の

方が満足していないという結果となってござい

ます。次に、集落の生活の不満内容について聞

いた結果でございます。先ほどの質問で「少し

不満」または「かなり不満」と回答された方に

どの内容に不満があるのかといったことを尋ね

たところ、12ページ下の棒グラフのとおりの結

果となってございます。まず、一番不満だとす

るのが、病院や診療所などの利便性が悪いとす

るもので60.1％、次いで、日用品などの買い物

の利便性が悪いとされた方が54.8％、バスなど

の交通の利便性について悪いとする答えが46.7

％といった結果となってございます。これを年

齢構成別で分析をしたところ、こちらも別冊の

ほうでまとめてございますけれども、40歳未満

の方々ですと、道路の状況や情報通信の環境が

悪いといった不満内容が上位に見られる一方

で、85歳以上の方については、病院や診療所な

どの利便性や、銀行や郵便局など金融機関の利

便性が悪い、バスなど交通の利便性が悪いとす

る答えが他の年代に比べてかなり高いなど、年

齢層ごとに不満の内容、ニーズが異なるという

ことが見てとれる結果となってございます。

続きまして、13ページをごらんください。今

後の居住意向についてでございます。まず、①

でございますが、将来、おおむね10年後の居住

意向についてでございます。現在住んでいる集

落が仮に今の状態のままであったとして、今後10

年程度住み続けたいかどうかということをお聞

きしたところ、「住み続けたい」とされた方が70.6

％と圧倒的に多く、「わからない」とされる方

が14.8％、「住み続けたくない」が11.1％、「子

供たちに呼ばれたら転出したい」とされた方

が6.9％という結果になってございます。集落の

状態が維持されているという前提ではあるもの

の、大多数の方が今の集落に住み続けたいとい

う意向をお持ちだという結果がはっきりとあら

われてございます。

次に、住み続けたい理由についてでございま

す。先ほどの質問で「住み続けたい」と答えら

れた方につきまして、住み続けたい理由を尋ね

た結果でございます。最も多いのは、山や川な

どの自然環境がよいとされた方で68.4％、次い

で、先祖から引き継いだ家や土地を守る必要が

あるとされた方が60.2％、３番手として、住ん

でいる人の人情や気風がよいとする答えが49.2

％という結果となってございます。ふるさとへ

の積極的な評価と、先祖や家への義務感とか責
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任感という理由が相半ばするという様子が見て

とれる結果となってございます。

次に、14ページでございます。「住み続けたく

ない」と答えられた方について、なぜ住み続け

たくないのかと聞いた結果でございます。まず、

１番手としては、日常生活が不便だからと答え

られたのが76.7％で圧倒的に多いという結果に

なってございます。次いで、地形的に災害発生

のおそれがある、仕事など将来の見通しが不安

であるといった結果となってございます。

続きまして、15ページをごらんください。定

住促進のための改善点についてでございます。

地域に若者や後継者が定住するためには地域の

どのような点が便利になればいいと思うかとい

うことを尋ねたところ、グラフのとおりの結果

となってございます。一番高かったのが、近く

に働く場所や機会が創出されることだとする答

えでして、57.9％という結果となっております。

これに次いで、病院や診療所などの利便性が高

まることだとする答えが43.0％、道路の状況が

改善されることだとする答えが32.0％という結

果となってございます。ここでも病院や医療の

問題というのが出てきておりますが、若者や後

継者が定住をしてもらうためには、まずは食べ

ていけることが重要だという認識を持たれてい

るということがはっきりとあらわれている結果

となってございます。

以上が調査結果の概要でございます。

なお、これら２つの調査の中で自由意見とし

て、集落が住みやすくなるため、また活性化す

るために、今後、県や市町村に取り組んでもら

いたいことですとか、日ごろ感じておられるこ

となどについて記述してもらったところがござ

いまして、その中から主な意見を先ほど御紹介

した資料２、資料３の別冊のほうに分野別に整

理して記載しております。内容の説明について

は量も多いので省略させていただきますが、道

路の整備や災害対策が必要、働く場所や機会が

必要、医療・福祉、交通の利便性、情報通信、

鳥獣被害対策など幅広い分野についてさまざま

な課題や要望が出されているところでございま

す。後ほどごらんいただければと思います。

以上、２つの調査結果を御説明いたしました

が、今後、この調査結果も踏まえながら、関係

部局や関係市町村と連携しながら、中山間地域

対策を進めてまいりたいというふうに考えてご

ざいます。調査結果の説明は以上でございます。

続きまして、私のほうから最後になりますが

元気な集落づくりに取り組む集落に対する新た

な呼称の募集について御説明いたします。資料

で17ページとなってございます。本県の中山間

地域、本県には限りませんが、過疎化、高齢化

などが進行して非常に厳しい状況にあるという

のは周知のところでございます。これら高齢化

が進行し、集落機能が低下した集落というのは

一部で、学術上の用語としてではございますが、

限界集落と呼ばれていたりもしますが、この限

界という言葉は、地域に残って地域を守り、ま

た地域みずからの活性化に一生懸命取り組んで

おられる住民の方々の意欲や活気を奪うという

ばかりではなく、都市住民に中山間地域に対す

る誤ったマイナスの意識、イメージを与えると

いうことが危惧されるというふうに考えてござ

います。

そこで、今般、地域の活気と地域住民の意欲

を高めて、新たな希望を持っていただくという

ことと、都市住民に中山間地域への理解と関心

を高めていただくために、中山間地域において

元気な集落づくりに取り組む集落に対する新た

な呼称を募集することとしたというものでござ
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います。６月12日に知事より発表をいたしまし

て募集を開始したところでございますが、新聞

などメディアに幅広く取り上げていただきまし

て、そのこと自体は非常にありがたいのですが、

今回募集する新たな呼称は、一部報道で、限界

集落という言葉の言いかえだという趣旨の報道

もされているところでございますが、我々の意

図しているところは正確にはそういうことでは

ございませんで、限界であるとかないとかいう

議論ではなくて、中山間地域で元気な集落づく

りに取り組んでいる集落に新しい名前をつけて

あげて、元気な集落づくりを全県的に展開して

いく取り組みの第一歩と、この後の展開の第一

歩というふうに位置づけているものでございま

す。確かに、集落機能が低下した集落をどう維

持していく、存続させていく、さらには活性化

させていくのかという困難な課題から目をそら

すべきではありませんが、今回の募集は、これ

まで限界集落という言葉に代表される中山間地

域に対するマイナスイメージとは決別をして、

前向きな明るい新たな概念で中山間地域をとら

え直して、限界集落の有無や、その数が幾つだ

とかいう議論が先行してきた中山間地域につい

て、今後は、元気な集落づくりに取り組む集落

の数とか、そういうことで議論していこうとい

う試みでございます。中山間地域で元気な集落

づくりに取り組む集落をふやしていくことに

よって、本県の中山間地域の活性化を図ってい

きたい、そういう取り組みの一環ということで

考えてございます。募集資格は、本県を愛する

方ならだれでもいいですということにしており

まして、８月末日まで募集してございます。そ

の他詳細は17ページの資料に記載しているとお

りでございます。

私のほうからの説明は以上でございます。

○渋谷総合交通課長 国際定期便宮崎―台北線

開設記念訪問団の結果についてであります。

資料、19ページをごらんください。本県の国

際線といたしましては、宮崎―ソウル線に次い

で２路線目となります宮崎―台北線の就航を記

念いたしまして、本県と台湾との一層の交流拡

大を図るため、知事を初め、県議会、関係団体

の代表者等から成る訪問団が６月１日から４日

までの日程で台湾を訪問いたしました。

概要につきましては、３のとおりであります。

（１）に示しておりますとおり、訪問団は、台

湾の政府関係機関、エバー航空を表敬訪問いた

しまして、定期便開設のお礼を伝えるとともに、

台湾との交流促進と定期便の定着、発展に向け

た協力を依頼しました。具体的な訪問先につき

ましては、表のとおりでありますけれども、い

ずれでも、宮崎のマンゴーとか知事のトップセー

ルスが話題に上りまして、宮崎―台北線の成功

と相互交流の促進について期待する御意見をい

ただいたところであります。また、（２）の特別

企画といたしまして、独身男女各18名による「台

北出会いの旅」を実施いたしまして、一定の成

果を得たところであります。そのほか、商工観

光労働部におきましても、知事による県産品の

トップセールスなど観光物産ＰＲを行いまして、

台湾のマスコミでも大きく取り上げられたとこ

ろであります。

なお、台北線の利用状況についてであります。

６月１日の第１便就航から６月22日まで、７往

復しておりますけれども、利用状況は63％となっ

ております。今後の予約状況はよいというふう

に聞いております。県といたしましては、宮崎

―台北線の円滑な就航と早期の定着に向け、利

用促進と相互交流に取り組んでまいりたいと考

えております。



- 12 -

説明は以上です。

○髙原生活・協働・男女参画課長 宮崎県男女

共同参画センターの指定管理者第二期指定手続

等について御説明いたします。

委員会資料の21ページをごらんください。ま

ず、指定管理者第二期指定の対象施設でござい

ます宮崎県男女共同参画センターは、１の（１）

及び（２）に記載しておりますとおり、男女共

同参画社会づくりの推進拠点として、男女共同

参画に係る情報提供及び啓発・相談事業を行う

とともに、学習・交流の場を提供し、男女共同

参画社会の形成に寄与することを目的としてお

りまして、県庁９号館に設置しております。

次に、第一期指定管理者の管理運営実績につ

いてでございます。男女共同参画センターにつ

いては、平成18年度から指定管理者制度を導入

しております。２に記載しておりますが、これ

までの管理運営実績については、（１）の指定管

理業務の概要についてでございますけれども、

現在、特定非営利活動法人みやざき男女共同参

画推進機構が指定管理者となっておりまして、

指定期間は、平成18年４月１日から平成21年３

月31日までの３年間となっております。また、

業務といたしましては、施設の利用に関する業

務、情報提供、啓発、相談、交流などの男女共

同参画社会づくり事業に関する業務、施設の維

持及び保全に関する業務等を行っております。

（２）の施設利用状況につきましては、指定管

理者制度導入前の平成17年度におけるセンター

利用者数8,128人に比べまして、平成18年度は１

万1,928人、平成19年度は１万2,870人と、50％

以上増加している状況でございます。また、（３）

の施設収支状況につきましては、平成17年度は

委託料3,733万5,000円でありましたが、平

成18・19年度は、指定管理料2,603万9,000円に

若干の自己資金を加えた額となっており、

約1,100万円の経費の削減が図られたところでご

ざいます。（４）の施設運営状況についてでござ

いますが、施設管理者による利用者の利便性や

サービス向上を図る主な取り組みといたしまし

て、開館日の増加、開館時間の延長、センター

運営評価委員会の開催、講座等への参加者にア

ンケート調査を実施するなどが挙げられます。

22ページをごらんください。（５）の評価でご

ざいますが、現在の指定管理者による管理運営

につきましては、利用促進のための広報・ＰＲ

など、利用者サービスの向上や利用者増を図る

ための積極的な取り組みにより、施設利用状況

は高い実績をおさめており、利用者の満足度も

おおむね良好で、財政面につきましても、適正

かつ安定した運営管理が行われていると認めら

れます。また、指定管理者制度の導入の効果と

いたしましては、特に財政支出の縮減、利用者

サービス向上や施設利用者の増加等において大

きな効果があらわれていると考えております。

続いて、３の第二期指定管理者の募集方針

（案）についてでございます。第一期における

管理運営実績等を踏まえまして、募集方針（案）

を定めております。業務の内容は現在と同様と

し、指定期間については、平成21年４月１日か

ら平成24年３月31日までの３年間としておりま

す。基準価格につきましては、第一期の指定管

理に係る決算の状況を踏まえまして、民間の賃

金上昇率などを加味した上で、0.8％増の年

額2,623万6,000円、３年間の指定管理期間の総

額は7,870万8,000円としております。指定管理

者の募集につきましては、募集期間を７月10日

から９月10日までの２カ月間といたします。そ

して、県公報、県庁ホームページ、新聞、テレ

ビ等の広報媒体により広く周知してまいりたい
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と考えております。また、募集要領等について

詳しく説明するために、現地説明会も開催する

予定としております。（５）の指定管理者に応募

するための資格要件といたしましては、県内に

事業所等を有する法人その他の団体であること

や、地方自治法施行令第167条の４第２項に規定

する一般競争入札の参加資格がないと認められ

る者ではないことなどの項目を設けております。

（６）の選定につきましては、第１次審査にお

きまして、申請書類に基づき資格審査を行った

上で、第２次審査といたしまして、指定管理者

候補者選定委員会においてヒアリング等を実施

した上で審査を行い、指定管理者候補者を選定

することとしております。選定委員会の委員構

成については②のとおりでございます。

23ページをごらんください。（７）の選定基準・

配点についてでございます。選定基準は、この

表の左側の欄でございますが、①住民の平等な

利用が確保されるとともに、宮崎県男女共同参

画推進条例の趣旨を踏まえ、センターの設置目

的にかなった運営が行われること、②の事業計

画書の内容がセンターの効用を最大限に発揮す

るものであることなど、４つを選定基準といた

しまして、それぞれについて審査項目を定めて

おります。右側の欄に書いてございます配点に

より審査選定を行うこととしております。なお、

この募集方針案につきましては、去る13日に第

１回目の指定管理者候補者選定委員会を開催い

たしまして、内容を御審議いただきまして、御

了解、御了承をいただいたところでございます。

最後に、４のスケジュールについてでござい

ます。先ほど申し上げましたとおり、７月から

２カ月間募集を行った上で、10月初旬に２回目

の選定委員会を開催し、指定管理者候補者を選

定いたします。その後、11月定例県議会におい

て御審議いただきまして、議決を得ることがで

きましたら、指定管理者を指定することといた

しております。

生活・協働・男女参画課からの報告は以上で

ございます。

○福村文化文教・国際課長 私のほうからは所

管する２つの財団法人について御報告いたしま

す。

資料は提出報告書の25ページをお開きくださ

い。まず、財団法人宮崎県立芸術劇場の経営状

況についてであります。

１の事業概要ですが、平成18年度から指定管

理者制度を導入しておりますが、県立芸術劇場

の指定管理者として、県立芸術劇場が県民の文

化芸術活動の振興拠点としてその役割を十分果

たしていくよう、舞台芸術を中心とした多様な

文化事業を企画、実施するとともに、県民の文

化芸術活動の場として積極的に活用されるよう、

管理運営に努めたところであります。

次に、２の事業実績の（１）県立芸術劇場の

指定管理業務をごらんください。県との協定に

基づきまして、ホール等の貸し館業務、施設設

備の維持管理を行うとともに、宮崎国際音楽祭

を実施し、多くの県民の方々に御鑑賞いただい

たところです。事業費は５億4,233万8,000円と

なっております。次に、（２）県立芸術劇場の指

定管理業務（自主文化事業）をごらんください。

劇場の３つのホールの特性を生かしながら、劇

場が主催者としてさまざまな事業を実施したと

ころですが、①招聘公演事業では、国内外の多

様な水準の高い舞台芸術を招聘し、鑑賞の機会

を提供ということで行ったところであります。

②の自主企画制作公演事業では、劇場の職員み

ずからがアイデアを出しまして、県出身の音楽

家などに公演の機会を提供したところでありま
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す。26ページですが、③教育普及事業では、初

心者等を対象としましたオルガン講習会、鑑賞

教室などを実施し、県民のための幅広い舞台芸

術の教育普及に努めたところであります。事業

費のほうは25ページですが、9,044万3,000円と

なっているところでございます。

次に、27ページ、３の貸借対照表の（１）総

括表をごらんください。劇場では、この表の一

番上の欄にありますとおり、一般会計と特別会

計に区分し、会計処理を行っているところでご

ざいます。一般会計は、劇場の管理運営並びに

宮崎国際音楽祭など、県からの委託を受けて実

施した事業の収支を処理しております。特別会

計は、劇場が主催者として実施する自主文化事

業の収支を処理する会計であります。

芸術劇場の期末の資産状況でありますが、こ

の表のⅠの事業活動収支の部をごらんください。

１の流動資産及び２の固定資産を合わせまして、

資産の合計は、２会計の合計で21億157万9,657

円となっております。主なものとしましては、

１の流動資産では、２つの会計とも支払い等の

ための現金預金、２の固定資産では、一般会計

の財団の基本財産や特別会計の特定資産として

の文化事業預金等であります。次に、Ⅱの負債

の部をごらんください。負債合計は、負債合計

欄にありますように、２会計の合計で１億7,538

万575円となっております。主なものとしまして

は、一般会計の未払い金がありますが、これは、

芸術劇場の警備や清掃業務、設備の保守点検な

どの委託料、音楽祭のための広告宣伝費などが

３月末時点で未払いとなっていることによるも

のです。また、Ⅲの正味財産の部ですが、正味

財産合計は、Ⅰの事業活動収支の部の資産合計21

億157万9,657円からⅡの負債の部の負債合計１

億7,538万575円を差し引いた19億2,619万9,082

円となっております。

28ページと29ページに、各会計ごとに前年度

と対比したものを掲載しておりますが、説明は

省略をさせていただきたいと思います。

次に、30ページをごらんください。Ⅳの正味

財産増減計算書の（１）総括表であります。正

味財産は、Ⅰの一般正味財産増減の部とⅡの指

定正味財産増減の部に分けて計上しております

が、当期一般正味財産増減額は、３つの会計合

計で1,928万1,882円の増となっております。ま

た、当期指定正味財産増減額は、３つの会計合

計でマイナス5,513万3,783円となっております。

これは、主に自主企画文化事業の財源として文

化事業預金を取り崩したことによるものでござ

います。

なお、この表では、先ほど御説明しました一

般会計と特別会計に加えまして、収益会計の部

がありますけれども、この収益会計につきまし

ては、平成17年度まで劇場のほうで施設使用料

徴収に係る収入証紙販売の手数料を得ておりま

して、その手数料などを収益会計で処理してお

りました。平成18年度に当財団が指定管理者に

なったことに伴いまして、施設使用料は財団が

直接現金で徴収できることになったために、収

益会計の区分は18年度から19年度にかけまして

廃止することとし、19年度末でこの収益会計は

完了したというところでございます。

なお、31ページから33ページに、各会計ごと

に前年度との対比で掲載しておりますが、説明

は省略をさせていただきたいと思います。

34ページの５の財産目録でございます。先ほ

ど御説明いたしました貸借対照表と数字等が重

複いたしますので、これも説明を省略させてい

ただきたいと思います。

続きまして、35ページでございます。平成20
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年度事業計画についてであります。県立芸術劇

場は20年４月１日から、ネーミングライツによ

りまして、メディキット県民文化センターと称

することとなりましたが、劇場としましても、

あらゆる機会を通じまして、その名が定着する

よう努めることとしているところです。１の基

本方針ですが、19年度と同様に、劇場の指定管

理者として財団設立の趣旨にのっとりまして、

劇場が真に県民文化の活動の拠点として機能す

るよう、舞台芸術を中心とした多様な文化事業

を企画、実施していくとともに、県民が積極的

に創作・発表活動の場として利用できるような

管理運営を行うこととしております。

次に、２の事業計画をごらんください。各業

務の項目としましては、19年度と同様でござい

ます。（１）にありますように、ホール等の貸し

館業務、施設設備の維持管理、宮崎国際音楽祭

を実施するとともに、（２）のとおりの自主文化

事業を実施することとしております。これによ

りまして、国内外の質の高い音楽や演劇などを

広く県民の皆様に鑑賞していただき、さまざま

な文化活動の発表や練習の場として積極的に利

用していただきたいと考えております。ここに

書いておりませんが、①の招聘公演の主なもの

としましては、12月にロンドン交響楽団による

演奏会などを予定しているところでございます。

次に、37ページをお願いいたします。３の収

支予算書の（１）総括表でございます。まず、

Ⅰの事業活動収支の部の１の事業活動収入につ

きましては、一般会計、特別会計の合計で８

億8,344万8,000円を計上いたしております。一

般会計の主なものとしましては、管理事業収入、

これは利用料金などでございますが、それから

宮崎国際音楽祭の受託事業収入、県補助金等収

入、これは県からの指定管理料でございますが、

そういうものでございます。特別会計では、事

業収入、これはチケットの販売でございますが、

及び当財団の基金取り崩し収入を充てておりま

す。また、これに伴う支出としましては、２の

事業活動支出の計のとおり、一般会計、特別会

計の合計で８億8,254万8,000円を計上しており

ます。一般会計の主なものとしましては、芸術

劇場職員の人件費、施設の管理事業費、音楽祭

事業費、特別会計では、財団の自主文化事業の

ための事業費などとなっております。

なお、38ページと39ページに各会計ごとに掲

載しておりますが、説明は省略をさせていただ

きたいと思います。

引き続きまして、財団法人国際交流協会の経

営状況について報告したいと思います。

資料は報告書の41ページでございます。まず、

平成19年度事業報告であります。１の事業概要

ですが、国際交流協会におきましては、本県の

国際化と地域の活性化に寄与することを目的と

しまして各種の事業を行い、本県の国際交流の

推進に努めたところであります。

次に、２の事業実績ですが、大きく分けて５

つの事業を行っております。主な事業について

説明いたします。まず、（１）の交流推進事業と

しまして、県民と在住外国人との交流会や、国

際交流ボランティア養成講座等を開催したとこ

ろであります。次に、（２）の情報提供事業とし

まして、機関誌「サウスウインド」や「国際プ

ラザニュース」の発行、インターネットによる

各種情報の提供等を行っておりまして、昨年度

は、英語版、中国語版に加えまして、韓国語版

のホームページを新設し、その充実を図ったと

ころであります。

42ページをお開きください。（３）の在住外国

人支援事業としまして、在住外国人が安心して
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暮らせることを目的とした在住外国人のための

法律相談や、５カ国語での生活相談、日本語講

座、また県民が在住外国人をより支援しやすく

するための日本語ボランティアの養成講座等を

行ったところであります。（４）の国際化推進事

業としましては、国際交流・協力活動に対する

助成や、国際協力専門家等による国際理解を深

めるための講座や、地域におきます国際化推進

の中核となるリーダーを養成するための講座を

開催したところでございます。また、ブラジル

やアメリカにある在外県人会への助成を実施し

たところであります。（５）のその他の事業です

が、旅券の作成関連業務等を受託しております。

ちなみに、平成20年４月からは旅券事務のほう

は県の直営で実施することとしたところであり

ます。

次に、43ページをごらんください。３の貸借

対照表であります。これは、19年度末現在の宮

崎県国際交流協会の資産・負債及び正味財産の

状況を表示しております。Ⅰの資産の部であり

ます。１の流動資産及び２の固定資産を合わせ

ますと、資産合計に示すとおり、５億5,649

万9,593円となっております。主なものとしまし

ては、１の流動資産では、支払い等のための現

金預金755万5,470円、２の固定資産では、（１）

基本財産としまして、投資有価証券、定期預金

の合計、５億4,360万円であります。次に、Ⅱの

負債の部であります。負債合計は、流動負債の

未払い金と預かり金を合わせました1,075万40円

であります。これは、プロパー職員の退職金や

需用費・役務費等の未払い金及び職員の社会保

険料等の預かり金であります。今御説明しまし

た資産合計から負債合計を差し引いた正味財産

合計は５億4,574万9,553円であります。

44ページをお開きください。４の正味財産増

減計算書であります。Ⅰの一般正味財産増減の

部の１の経常増減の部の（１）経常収益であり

ますが、主なものとしましては、①基本財産運

用益の624万4,144円、④の受託金収益としまし

て、旅券事務に関する県からの受託金等の6,624

万7,058円、⑥引当金取り崩し額の743万8,938円

等、①から⑥までのそれぞれの額を合わせた経

常収益計が8,573万7,188円となっております。

一方、（２）の経常費用につきましては、①事業

費、②管理費、45ページの表の③引当金繰入額

を合わせた経常費用の計は8,606万1,720円であ

ります。45ページの経常収益から経常費用を差

し引いた当期経常増減額は、マイナス32万4,532

円であります。これに経常外費用を合わせまし

た当期一般正味財産増減額は、マイナス33

万7,346円となっております。

次に、46ページの５財産目録であります。先

ほど御説明いたしました貸借対照表と重複をい

たしますので、説明は省略させていただきます。

次に、47ページをごらんください。平成20年

度の事業計画についてであります。19年度と同

様の計画となっておりますが、１の基本方針に

基づきまして、２の事業計画にありますとおり、

（１）の交流推進事業、（２）の情報提供事業、

（３）の在住外国人支援事業、48ページを開い

ていただきまして、（４）の国際化推進事業、

（５）のその他事業ということで、５つの柱を

立てまして各種事業を推進し、本県の国際化と

地域の活性化を図っていくこととしております。

49ページをお開きください。３の収支予算書

であります。①から⑦までの各収入を合わせた

事業活動収入計は4,793万3,000円であります。

主な収入としましては、①の基本財産の運用収

入と④にあります県からの事業受託に伴う収入

でありますが、平成20年度から旅券事務が県直
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営になったことに伴って、前年度に比べて2,973

万8,000円の減となっているところでございま

す。また、これに伴う２の事業活動支出であり

ますが、①事業費支出と②管理費支出の合計

は4,773万2,000円であります。

国際交流協会の経営状況につきましては、以

上であります。

なお、先ほど説明しました旅券事務について

ですけれども、お手元に黄色い紙を配付してお

りますが、パスポート窓口新設のお知らせとい

うことで、７月１日から、日南、小林、高鍋の

３カ所を増設し、宮崎パスポートセンター及び

５カ所の出先機関で発給事務を行うことにして

おります。日向の旅券の窓口につきましても、

できるだけ早い時期での開設ということで現在

検討を進めているところでございます。

私のほうからの説明は以上でございます。

○渡邉情報政策課長 地上デジタル放送の現状

について御説明いたします。

常任委員会資料の25ページをお開きください。

まず、１の概要についてであります。地上デジ

タル放送は、世界的な流れとしまして、電波資

源の有効利用などを目的として開始されたもの

であります。（１）の地上デジタル放送の特徴と

いたしましては、主なものとして、高画質・高

音質の放送、データ放送など、そこに記載の５

つの特徴が挙げられます。（２）の現在の視聴エ

リアでございますけれども、本年４月現在、県

内の約87％の世帯で視聴が可能となっておりま

す。また、現在のアナログ放送は平成23年７月24

日までに終了する予定であります。

28ページをごらんいただきたいと思います。

参考資料１、ここに現在の視聴エリアを放送エ

リアマップに示しております。また、参考資料

２に、中継局の開局状況、予定状況も含めてで

すけれども、示しております。

再度25ページにお戻りください。次に、２の

デジタル化に当たっての対応等についてであり

ます。まず、（１）の一般的な対応でございます

が、各家庭におきましては、地上デジタル放送

を視聴するためには、地上デジタル放送対応の

テレビへの買いかえ、または既存のテレビにデ

ジタル放送用のチューナーを取りつけることが

必要となってきます。また、ケーブルテレビに

加入している世帯ではデジタル放送への契約変

更が必要となります。次に、（２）の共同受信施

設で視聴している地域についてでございますが、

この地域につきましては、（１）の①の対応に加

えまして、移設または改修が必要となります。

現在県内にはＮＨＫ設置の共同受信施設が180施

設、ＮＨＫ設置以外のものが344施設ございま

す。29ページのほうに市町村ごとの受信施設の

一覧をお示ししております。

26ページをごらんください。（３）の問題点で

ございます。まず、①ですが、ＮＨＫ設置以外

の共同受信施設につきましては、その移設また

は改修に多額の自己負担が生じるということで

ございます。経費としましては、そこに示して

おります総額経費で110万から930万かかるとい

うことで想定されております。次に、②ですが、

新たな難視聴地域が発生するという問題がござ

います。これにつきましては、30ページ、参考

資料４で御説明したいと思います。まず、アの

新たな難視世帯1,780世帯についてでございます

が、この世帯は、現在、家庭用のアンテナでテ

レビを視聴できておりますが、地上デジタル放

送に変わりました場合には、より高性能なアン

テナへの交換、または、その図にも示しており

ますように、共同受信施設の新設が必要となる

ものでございます。次に、イのデジタル化困難
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共聴世帯2,010世帯についてでございますが、こ

の世帯は、現在、共同受信施設でテレビを視聴

しておりますが、地上デジタル放送に移行しま

した場合については、現在の受信点では視聴が

困難となり、図に示すように、より高い場所へ

の移設をする必要があるものでございます。な

お、今申しましたア及びイの共同受信施設の新

設・移設につきましては、ＮＨＫにおきまして

は自主改修、その他のものについては国の補助

制度等により対応することとなります。また、

ウのアナログ放送も難視世帯2,120世帯でござい

ます。これは、現在、アナログ放送についても

テレビが見れず、また当然地上デジタル放送に

ついても視聴できない世帯でございます。これ

につきましては、今、国への要望「みやざきの

提案・要望」の中で、右の図に示しております

ように、衛星放送を利用しての受信を要望いた

しておるところでございます。なお、これらア

からウの場合につきましても、各家庭におきま

しては、地上デジタル放送対応テレビへの買い

かえ、または既存のテレビにデジタル放送用

チューナーの取りつけが必要となってまいりま

す。

26ページにお戻りください。③の経済的弱者

への対応についてでございますが、これにつき

ましては、②とあわせて国へ要望いたしている

ところでございます。なお、今、新聞情報によ

りますと、総務省内において、地上デジタル放

送が視聴できる簡易チューナーとか対応アンテ

ナを生活保護世帯に無料で現物支給するなどの

ことが検討されているようでございます。

次に、３の最近の状況であります。まず、（１）

の国の補助事業につきましては、表に記載のと

おり、「みやざきの提案・要望」など、さまざま

な機会をとらえて陳情を行いました結果、本年

度は補助率が３分の１から２分の１になるなど、

事業の改善が図られたところでございます。し

かしながら、この改善につきましても、残り２

分の１については依然として多大な自己負担が

あるため、十分な対応とは言えない状況であり

ます。そのため、引き続き国に対して制度のさ

らなる改善を要望いたしております。

次の27ページをごらんください。（２）のその

他の措置についてであります。①の衛星による

セーフティーネットでありますが、これは、従

来のアナログ放送では受信できましたが、アナ

ログ放送終了の段階で地上デジタル放送が受信

できない地域に対して、衛星により在京キー局

の番組を放送することが検討されております。

また、②のとおり、国は経済弱者等への対応と

して、地上デジタル放送に対応する安価なチュー

ナーの開発についてメーカー各社に協力を要請

しております。最後に、（３）の県の対応につい

てであります。県といたしましては、①のア、

イ、ウにも示しておりますが、「みやざきの提案・

要望」の中で、十分な予算の確保や支援措置の

拡充、経済的弱者への対応などのほかに、従来

のアナログ放送の難視聴地域の方につきまして

も、その解消についてあわせてお願いしている

ところでございます。④でございますが、本年

度からＮＨＫの協力によりまして、地区住民の

組合が設置した施設につきましても、改修等を

行う上で必要な地上デジタル波が受信できるか

どうかという受信点調査を実施していただくこ

ととなりました。県といたしましても、市町村

からの要望の取りまとめを行うなどしまして、

円滑な調査の実施に向けて支援を行ってまいり

たいと思います。以上でございます。

○外山委員長 暫時休憩いたします。

午前11時21分休憩
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午前11時26分再開

○外山委員長 委員会を再開いたします。

財団法人県立芸術劇場並びに県国際交流協会

についての質疑のみを午前中にやりたいと思い

ますので、何か質疑ございましたらお願いいた

します。

○中野明委員 芸術劇場、いろいろ委託なん

かがありますけれども、最終的に県の補助金と

いうか、県から出している金は特別会計も含め

て今幾らですか。

○丸山県民政策部長 今の説明の中でございま

したように、18年度から22年度まで、指定管理

者として指定管理料を計上しています。５年間

合計で24億4,000万弱です。

○井上委員 県の芸術劇場については確かに以

前よりも、出費が勘案されたというか、考えて

出費していただいているというんだけれども、

ずっと県立芸術劇場があり続けるための方策、

これをきちんと県民の皆さんが納得していただ

けるようにしていかない限りは、国際音楽祭イ

コール県立芸術劇場だけではだんだん難しく

なっていくんではないかという気がしてならな

いわけです。今度も補修費というのが要ります

ね。先日、常任委員会の調査で説明をいただい

たとおりですけれども、私もあのときに申し上

げましたとおり、県民から愛される施設になっ

ていただくということが大事だと思うんです。

一回つくるとどんどん老朽化していくわけです

から、そのためのまた費用がかかっていくとい

うことは絶対に明らかなわけです。今回も事業

が４事業ぐらい減っているというのなんかもあ

るわけですけれども、もっと教育委員会と協力

をしていただいて、県内の子供たちが県立芸術

劇場に必ず年に何回かは、無料かもしれないけ

れども、行くという、県立芸術劇場が自分たち

のものであるという実感を持ってもらうための

何かそういう方策をこちらのほうからも求めて

いく必要というのがあるんじゃないかというふ

うに思うんです。確かに学力の向上もしないと

いかん、あれもしないといかん、これもしない

といかんというと、教育委員会も厳しいかもし

れませんけれども、もっと工夫された形で教育

委員会が県の芸術劇場を活用するということが

できないものかどうか、その議論はされている

のかどうか、そこをお尋ねしておきたいと思い

ます。

○福村文化文教・国際課長 教育委員会との連

携といいますか、音楽祭を引き合いに出します

と、子供のための音楽会ということで音楽祭の

中に一つのプログラムを入れまして、やってお

りますが、その際は、教育委員会のほうに、子

供たち1,800名の取りまとめをお願いして、劇場

のほうに連れてきてもらうというようなことは

一つやっております。それと、学校に事業を案

内するとかいうような形で、劇場のほうに来や

すくするという視点ですけれども、今回私のほ

うで私学のほうも担当することになりまして、

今後は、私学のほうだけでもせめて催しの案内

をするというようなことはやっていこうと、既

に一つ、そういう動きがありまして、私学のほ

うにお願いするとかやっておりますが、今後、

県の教育委員会のほうにも積極的に呼びかけた

いと考えておるところでございます。

○井上委員 ストリート音楽祭というのは、国

際音楽祭のときの一つの力をパワーアップする

のには大変有効だったというふうに私は思うん

です。あれは、身近に現実に音楽に触れること

ができる、そして、高い費用を負担しなくても

聞けるという、物すごいメリットというのがあ
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るんです。確かにあれを開催するのは大変かも

しれませんが、４万2,000人と言われていたのに、

議場では知事は５万人と言われたぐらい、オー

バーなぐらい言われたわけですが、もっとそこ

あたりを含めて、国際音楽祭をもっとみんなの

身近に感じられるもの、ストリート音楽祭を含

めてもっと考えていくということをやっていた

だけると、もっともっと違うんじゃないかと。

国際音楽祭に行けるような、宮崎県内の人ばか

りじゃないので、かかる費用、費用対効果とい

う観点から考えると、脆弱な県財政の中で抱え

ている施設としては大きい施設なので、やはり

内容的な工夫というのを今後し続けていかない

と、なかなか難しいのかなというふうに思いま

すので、今後の国際音楽祭のあり方については、

今議会でも質問が幾つか出ておりましたので、

その辺を勘案していただくということは必要な

のではないかと思いますが、いかがでしょうか。

○福村文化文教・国際課長 まず、ストリート

音楽祭につきましては、今回初めて野外ででき

たということですけれども、従前、劇場の中だ

けで音楽祭をやるということについて、いろい

ろ御意見等がありましたので、劇場のほうとし

ましても、野外でやりたいというようなことを

思っていたんですが、ストリート音楽祭につい

ては、実行委員会という形でまちづくりの視点

でスタートしたところもあるんですが、ストリー

ト音楽祭の実行委員会と劇場も連携をとりまし

て、今回、ストリート音楽祭の一部に、「兵士の

物語」というような、デュトワさんが指揮をし

てやるようなものを入れ込んだところでござい

ます。県民を巻き込むという意味でストリート

音楽祭は非常に意義があると思っています。従

前、ボランティアのグループもありまして、ボ

ランティアの方たちも、街角、カリーノの前と

かそういうところで一部やっておりましたが、

それは今もやっておるんですけれども、こうい

う大がかりなストリート音楽祭という形でやり

ますと、県民を巻き込むという意味合いで非常

に意義があると思っていますので、こういうス

トリート音楽祭などはぜひ劇場のほうとしても、

県としましても、盛り上げていかないかんとい

う立場です。

○鳥飼委員 関連してお伺いします。部長も来

ておられたけれども、ホルストの「惑星」を初

めて私は聞いたんですけれども、満行委員は何

回か聞いていたということなんですけれども、

感動することが大変多かったわけです。また、

ストリート音楽祭にも行って、自転車で出てき

て、うろうろして、聞いて帰ったんですけれど

も、すばらしいことだというふうに思っていま

す。今出たように、僕らの時代とするとちょっ

と違うのかもしれないんですけれども、生の音

楽に子供の時代に触れるということの感動とい

うのが、感性を磨いて、音楽や文化に対して感

動を持って、勉強もしていくということにつな

がるんではないかというふうに思っていますの

で、課長がおっしゃられましたけれども、ぜひ

一歩踏み出していただきたいということをお願

いしておきたいと思います。

そこで、都城とか、いろいろ立派なホールも

できてきたんですけれども、その辺との連携で

すね。この芸術劇場が県民に愛されるといいま

すか、言われたように、そういう施設になって

いくためには、リードをしていくといいますか、

文化行政としても当然求められていくことだろ

うと思うんですけれども、現状とその考え方を

お聞かせいただきたい。

○福村文化文教・国際課長 市町村のホールと

の連携は、劇場のほうで年１回程度、ホール担
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当者、館長も含めまして、集めまして、その年

にやるその館での催し物とか、そういうものの

情報交換をしています。劇場としても、そうい

うホールに対して積極的に情報提供をするとい

うような事業をやっております。それから、県

のほうとしましても、これは教育委員会と一緒

にやっているんですが、市町村の文化担当課長

会議を実施しまして、今回、新規事業もいろい

ろ予定しておりますけれども、そういうものを

紹介いたしまして、ぜひ市町村でやりませんか

とかいうような情報交換はやっておるところで

ございます。市町村の反応もよくて、ぜひうち

でやりたいとか、そういうところも出てきてお

ります。

○鳥飼委員 貸し館事業だけだったら、楽は楽

なんでしょうけれども、それだけではホールを

持つ意味がありませんので、自主事業をどうやっ

て運営をしていくかというのは、それぞれのホー

ルに問われていることだろうと思うんです。そ

ういう意味では、リーダーといいますか、そう

いうことで今後も、既に指定管理者としてお願

いはしてあるんですけれども、いろんな機会を

通じて、また文化の薫り高い課長が就任されま

したので、ぜひ牽引をしていっていただければ

というふうに思いますので、これは要望にかえ

ておきます。

○黒木委員 私は所管じゃなかったものですか

ら……。メディキット県民文化センター、「メディ

キット」が先についたのは何でだったんですか。

○福村文化文教・国際課長 公立施設に民間企

業の名前をつけてやるというのが、地方自治体

の財政難からそういうのがはやっているといい

ますか、そういうのが一つの手段になっている

んですが、今回は芸術劇場につきまして、ネー

ミングを売却するというか、名前をつけて企業

の宣伝に使っていいですよというスタンスで公

募をかけました。応募があったところがメディ

キット、医療関係の会社ですが、そこがうちの

会社の名前をつけてほしいということで申し込

みがありまして、年間2,000万ですけれども、県

のほうでいただきまして、あそこの施設をメディ

キット県民文化センターと呼ぶと。その愛称を

県としては定着させる義務を負っているわけで

す。現在も既に玄関とか周りの施設案内とか、

すべてメディキット県民文化センターという表

示をして、定着に努めているところです。

○黒木委員 何年とか期限はあるんですか。

○福村文化文教・国際課長 期限は、３年間と

いうことで契約しております。

○黒木委員 継続することも、それ以降もいい

ということですね。

○福村文化文教・国際課長 ３年でまた名前が

変わるということになりますと、県民のほうも

混乱しますので、できれば県としては、継続し

てその次もとっていただきたいというふうに考

えています。

○黒木委員 芸術劇場に理事会と委員会、２つ

あるようですが、委員会としてはどういうこと

を分けてしてあるんですか、人数的には。

○福村文化文教・国際課長 理事会のほうは、

普通いろいろ財団の法人にある理事会、県議の

先生からもお二人入っていただいた理事会がご

ざいます。委員会といいますのは、協議会と呼

んでいるんですけれども、劇場がことし何をす

るかとか、そういう催し物の吟味をしていただ

く機関として持っておるんですけれども、いろ

んな大学の先生とか、音楽関係者とか、そうい

う方たちに入っていただきまして、劇場の事業

についての御意見をいただくというような会は

持っているところでございます。
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○中野一則委員 国際音楽祭のことについてお

尋ねしますが、この国際音楽祭の総体の経費が

幾らかかったのかということと、うち県費が幾

ら使われているかということ、入場者数が昨年

度8,946名おられますが、市町村ごとの人数とい

うのはわからんものでしょうか。

○福村文化文教・国際課長 音楽祭の経費とい

うことでよろしいでしょうか。12回の開催経費

が１億4,572万559円、これは19年度の経費とし

てお考えいただきたいんですけれども、19年度

で12回の開催経費と13回の準備経費がございま

す。13回の準備経費のほうは5,059万5,763円か

かっておりまして、開催経費と準備経費を合わ

せまして19年度の決算として出ているんですが、

１億9,631万6,322円ということが音楽祭の経費

の決算額となっているところでございます。

県費のほうが開催経費に8,035万2,000円、準

備経費のほうに5,062万9,000円、合わせまして

１億3,098万1,000円が委託料として入っており

ます。

○中野一則委員 後で書類を下さい。

一般質問で武井議員が国際音楽祭についてい

ろいろ質問をしておりましたが、特に内容が不

透明である、いろいろと開示されていないとい

う質問でありましたが、そういうやり方という

のが一般的なんですか。他の音楽祭が各県それ

ぞれあると思うんですけれども、そういう支出

の仕方なんですか。

○福村文化文教・国際課長 大規模な音楽祭に

なりますと、いろいろ有名な音楽家等が入って

きまして、武井議員がおっしゃったような、個

人の報酬が幾らだったとか、そういうのはほか

の音楽祭でも聞いたことはございません。大体

うわさ話で幾らもらっているというようなこと

は聞くんですけれども、それが公の数字として

幾ら支出したとか、そういうのは明らかにされ

ていないと思います。ゆふいん音楽祭を引き合

いに出されましたけれども、非常に小規模で事

業規模も500万程度と、地元の方たちが実行委員

になっておりましてやっておられるというよう

なところでは、地元の人たちが幾ら払うかとか、

そういうのは公になっていると思うんですけれ

ども、こういう大規模なもので有名な音楽家た

ちが来るものについては明らかにしていないと

思うんですけれども。

○中野一則委員 情報開示がされていないとい

うことは不可解な気がいたしましたが、それが

社会通念であればいたし方ないと思います。

国際交流協会のことについてですが、プロパー

職員がやめられたということで、740万何がしか

の支出がされておりますが、プロパーの職員の

方がほかにもいらっしゃるわけですか。

○福村文化文教・国際課長 この方は、１人、

プロパーで雇っておったんですが、20年何年勤

められて、今回、県の直営ということと、本人

の定年もありまして、やめられたんですけれど

も、今、協会のほうにはそういうプロパーはい

ないところでございます。

○中野一則委員 だから、退給引当が計上され

ていないと思いますが、県立芸術劇場のほうも

プロパー職員というのはおられないわけですか。

○福村文化文教・国際課長 劇場のほうも設立

当初からプロパーは雇わないという方針で来て

おりまして、プロパーはおりません。県派遣職

員と嘱託、臨時で運営しているところでござい

ます。

○中野明委員 国際交流、ちょっと聞きたい

んですけれども、例えば台湾からでもいいんで

すけれども、宮崎の合唱団が交流する。こうい

う民間音楽交流会というのは、考え方としては
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どうですか。

○福村文化文教・国際課長 国際交流とか文化

交流の視点からも非常にいいことだと思ってい

ます。交流協会としても、そういう団体が交流

するときの一部経費とかを見て助成をしている

ところでございます。

○中野明委員 私もそうだと思うんです。やっ

と今度、台湾と定期便入ったけれども、これは

後、熊本、鹿児島等が出れば厳しくなりますが、

どこが最初に撤退するかということ、そういう

ことになると、文化交流とか……。私は前から

つなぎで―ここにおる人もおりますけれども、

台湾から合唱団が来ているんです。去年来て、

前１回、宮崎でしたですね。この中におります

けれども、またことし来るというわけです。結

局、受けるところがないから、個人で受けてやっ

ているわけです。いろいろこれだけ書いてある

から、国際交流課に相談したけれども、何にも

ならなかった。国際交流協会、そこぐらいに行

けば、例えば通訳ぐらいぱっと紹介してくれる

のかと思ったら、それもだめ。見ると、２分の

１の補助金を出しますということで、民間、個

人でしていて、一々補助金申請、計画書までは

出せないんです。今後そういうのをふやそうと

思えば、例えば看板ぐらい１万円か２万円でつ

くってあげますとか、一番困るのはやっぱり通

訳です。通訳ぐらいは派遣しますとか、そうい

うのに変えないと、半年前ぐらいに、やりましょ

うというのが来た場合、こういう計画書を出し

て補助金もらうというのは間尺に合わない。ぜ

ひ実態に合わせて―これだけあるけれども、

間尺に合わない。私の場合は何にも役に立たん。

ことしもまた来るんです。８月23日、もう２回

目。政務調査費から出すわけにはいかんものだ

から。もうちょっと実態に合わせたものにせん

と、机上論ではきれいごとだけれども、実態と

しては本当に間尺に合わん。いろいろ改善して

ほしいと思います。

○福村文化文教・国際課長 今おっしゃった、

民間団体が国際交流、文化交流する場合の助成

ということですけれども、国際交流協会のほう

でそういう場合に助成をするという制度がある

んですが、申請手続のほうは、２カ月前ぐらい

に話していただければ、手続は間に合うという

ことでございました。

それと、通訳のことでございますけれども、

協会のほうでも通訳ボランティアの登録をして

おりますので、随意そういうふうに紹介はでき

るかなと思っております。私たちの課のほうに

も、国際交流員が３人ほどおりますので、随時

そういう翻訳、通訳のサービスはやっておりま

すので、お申し出いただければ、時間の都合が

つく限りは協力をやっていけるかと思っており

ます。

○中野明委員 その場合、例えば通訳の報酬

はどうなっているんですか。

○福村文化文教・国際課長 協会のほうの翻訳

サービスについては、申請手続の中に、通訳を

頼むということで、これに経費が幾らかかると

いうことを申し出ていただければ、その半分は

補助するということは可能かと思います。

○外山委員長 そのほかございますでしょうか。

よろしいですか。

では、午前の部を終わりまして、13時、再開

をいたします。

暫時休憩いたします。

午前11時51分休憩

午後１時５分再開

○外山委員長 委員会を再開いたします。
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午前に引き続きまして、その他の報告事項に

ついての質疑をお願いいたします。

○福村文化文教・国際課長 午前中の音楽祭へ

の市町村別の入場者の数のことでございますけ

れども、劇場のほうへ早速問い合わせしました。

具体的には把握していないということですが、

毎回の演奏会ごとに来場者に対してアンケート

を実施しております。１万人強の入場者に対し

て回答数が1,973人で、約４人に１人は回答して

いただいているんですが、このアンケート用紙

の内容としまして、どちらからお越しになりま

したかという質問項目がありまして、宮崎県内、

九州とか、県外分けて、宮崎県内に丸をつけた

方にどこそこ市町村と書くことをお願いしてい

るんですけれども、そこまで回答していただけ

る方が少ないということで、実際、市町村別の

入場者数は把握していないと。ちなみに、県内、

県外という視点で見てみますと、県内のお客さ

んが1,790人で90.7％、県外が7.0％というよう

なことになっております。回答していただけな

かった方が約２％ぐらいおるんですけれど

も、90.7％が県内、７％が県外ということになっ

ております。以上でございます。

○中野一則委員 各市町村がわからないという

ことでありますが、できたら入場者のアンケー

トでもとって、その回答だけでもいいから、県

下大体どの辺から入場しているのか、今度のと

きはつかんでほしいと思うんです。というのは、

県外の方もいらっしゃいましたが、県下満遍な

く人が利用できるような音楽祭にしてほしいと

いうことから、ぜひ、アンケートでもいいです

から、とっていただくように要望をしておきま

す。

○米良委員 私は最初、中山間地の対策につい

て聞こうと思っておりますが、今、芸術劇場の

入場者のことがありましたものですから、一言、

私も考えておりましたことを披瀝したいと思う

んですが、私も国際音楽祭に２回ほど行ったこ

とがございます。それがずっと今まで何年か続

いておるわけでありますが、午前中もいろいろ

議論がありましたように、これには県費を４

億2,000～3,000万も使って実施していくという、

その過程の中において、例えば投資効果がどう

であるかという調査もまだされていないような

気もするんです。入場したときの、まず、年齢

別の構成を見ておりますと、60～70歳の人が多

いんです。その人たちが果たして参加をして、

鑑賞をして、では、次に何を伝えていくのかと

いう、そういう効果的なものに物差しを当てた

ときに、鑑賞で終わりと、そういうことをする

中で、未来に生きていく、例えば高校生あたり

をターゲットにして鑑賞させるというようなこ

ともできないでもないんじゃないかなとか、そ

ういうことを考えますと、もうちょっと入場す

る皆さん、各界各層の皆さんたちを洗っていた

だいて、将来的に嘱望される皆さんたちを幾ら

かなりとも入場させたらどうかなという気がし

ておりましたものですから、つけ加えて要望と

なりましょうか、そういう気持ちだけを披瀝し

ておきたいと思っております。

さて、今度も中山間地対策について意識調査

の結果が披瀝されましたけれども、私、考えま

すと、たしか12～13年前にこの手の調査はやっ

たはずです。県民政策部の渡邊次長も御案内と

思いますが、そのときの調査と今度の調査の内

容が、設問がほとんど変わっていないような気

がするんです。その間、10年間の間、前の10年

前の調査結果によってどう反映されたのかとい

うことを自問自答しますときに、あのときには、

集落再編についていろいろ議論しました。ある



- 25 -

地域を絞って、例えば諸塚村のある集落を絞っ

て、集落再編についてどう考えますかと、やっ

ぱりやったほうがいいんでしょうということか

ら始まったけれども、何ら一つも動きがありま

せんでした。

そういう中で、中山間地対策というのは、そ

こに住む人たちの生活の豊かさというのが享受

できなければ、これは絵にかいたもちだという

ふうに私たちは思ってきたところですけれども、

今度も、これからの検討材料として活用すると

いう披瀝もありましたけれども、皆さんたちが

そういうものの調査を受けてこれからどういう

ふうに反映をしていこうかというのは、これか

らの大きなものだと思いますけれども、それを

受けて、今、皆さんたちが各部局においてどう

対応していこうとしておるのか、今の状況から

して披瀝できることがあれば、お聞かせいただ

きたいということなんです。この点については、

そう簡単に私も解決すべきものではないと思っ

ています。いろんな厳しい調査結果が出ており

ますけれども、例えば農業の担い手の問題にし

ても、医療の問題にしても、教育の問題にして

も、とてもじゃないが単年度において解決すべ

き問題じゃないと思っておりますから、そうい

う調査をしていく前提において、何か皆さんた

ちで対応できることが前提としてあったような

気がするんです。そこあたりは何を主眼にして

調査をやられたのか、そこ辺わかっておればひ

とつ。

○中村委員 関連。おっしゃるとおり、集落再

編というのは一生懸命議論しましたね。小さい

集落があれば移転してもらって、一つの集落に

しようかという意見も出たんです。それにもか

かわらず、それもなされなかったというのは、

やっぱり長年住み続けたところから離れたくな

いということもあったんでしょうが、それは議

論のままで終わって、今まで報告もないんです。

言葉は悪いけれども、やりっ放しで、そういう

議論をやって、それはそのまま、今度はまたこ

ういうアンケート調査ということでしょう。ア

ンケート調査をどうして今おっしゃるように生

かしていくのか、前回はどうして生かされなかっ

たのかということも踏まえて、米良委員と大体

同じ意見ですが、お聞かせください。

○後沢中山間・地域対策室長 今の御質問です

けれども、まず最初にあった、過去に同じよう

なアンケートをしたのではないかというお話で

したけれども、おっしゃっているのは、平成13

年度に確かに一度過疎地域を対象にしてやって

ございます。今回また改めてやったというのは、

時間が経過しているということもありますし、

中山間地域対策というのを再度県として本腰を

入れてやっていこうという時点で、まずは客観

的なデータとして、平成13年という少し時間が

たったものに軸を置いて、そこをスタートにし

ていいのかという意識もあったものですから、

新たにやったというところでございます。

中身については、質問項目としては確かにお

聞きする内容とか重なっている部分はあります

けれども、結果として大きな差があったという

ものではないかもしれませんけれども、現時点

での最新の状況を把握するという意味はあった

かなというふうに思っております。

集落の再編についての話も、今、両委員から

御指摘がありましたとおり、過去に議論がされ

ております。例えば、現行の過疎法に基づく自

立促進方針というのを、過疎地域対策の基本的

な方針を定めているものですけれども、そこで

も集落の再編ということについても、条件が極

めて厳しいところについては空間的な再編も検
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討していく必要はあるんじゃないのかという問

題意識の提示はしております。ただ、難しいの

は、再編の必要があるといったときに、行政の

ほうから、行政の効率性とかそういう価値観で

集落の住民の方々に、ざっくばらんに言ってし

まえば、あなたのところはもうだめだから移転

しなさいとか、そういうことは少なくとも言え

ないと。そこで一番重視されるべきは住民の皆

さんの意思だと思っておりまして、移転再編と

いうときにも、住民の皆さん方がどう思うかと

いうところがスタートなんだろうと。

過去、集落の再編についての話も含めて、た

しか日之影と北郷だったと思いますけれども、

モデル的に、平成10年度から集落づくりモデル

事業ということで北郷と日之影で集落の緩やか

な再編というものをやっていくべきじゃないの

かという議論があって、日之影では集落を移転

させるとかいうことではなくて、そこで維持活

性化していくための拠点となる活動をしていき

たいという結論に至って、北郷のほうではモデ

ル的に集落再編の受け皿となる住宅を整備する

とか、そういう活動をされた経緯はありますけ

れども、その集落が全部移転したというよりも、

希望される方はぽつぽつと移転してきたという

形だったので、集落丸ごと移転再編という形に

はならなかったという過去の経緯はございます。

移転に関しては、今後どうしていくのかとい

う御質問とも関連してきますけれども、今回、

集落調査をやりまして、住民の方々から直接に

意見を伺ったのは、言ってみれば、44集落だけ

と言えばだけなわけです。集落の対策をしてい

くときには、一般論として、集落が一般的に置

かれている状況、それが今回の調査で見えたわ

けですけれども、それだけですべての集落に当

てはめて語ることはできないんだろうと思って

いまして、集落ごとに立地も違えば、歴史も違

えば、もっと個別に言ってしまえば、住んでい

る方の性格も違うわけで、個々の集落の方々が

何を考えているのか、置かれている状況がどう

なのかというのをきめ細かく見ながら、集落内

で対策を考えていく必要が出てくるんだろうと。

集落の方々と話をする中で、移転とか、そうい

う意思表示もあるのであれば、それは検討して

いくという形にはなっていくというふうには思

います。

今後の各部局も含めた見通しというか、取り

組みの方針はどうなのかという御質問だという

ふうに理解していますけれども、それにつきま

しては、各部局今までいろいろ中山間、農政も

頭を悩ませてやってきたところですけれども、

確かに今まで劇的な転換がなかなかなかったと

いうのは事実ですし、委員御指摘のとおり、非

常に難しくて、一朝一夕に解決する問題だとは

思っていません。ただ、中山間地域対策の本部

を立ち上げたということを先ほど御説明いたし

ましたが、中山間地域対策をめぐる課題は何な

のかと、県庁にいる人間も議員の皆さんもイメー

ジとしてはあるはずですけれども、今回の調査

も含めて、定量的なデータも含めて課題を再整

理することと、中山間地域対策という効果のあ

る施策を県庁としてどれぐらい持っているのか、

どの課題に対してどういう施策があって、それ

が十分なのか不十分なのか、答え切れていない

課題はあるのかないのかという検証は多分今ま

でされてなかったと思うので、まずそれをやっ

て、それが私が先ほど御説明した全体設計図と

いうことですけれども、それを前にしながら、

実はみんなやっていると思ったけれども、足り

ないところはここがあったねと、これをやるた

めには……（「簡潔に」と呼ぶ者あり）失礼しま
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した。全体設計図をもとに全庁横断的に対策を

とっていきたいというふうに考えております。

○米良委員 課長、あなたは中央からおいでに

なっている方だと私は思っていますが、この手

の調査というのはいつやられても、これが５年

先あるいは５年前にやっても、こういう結果的

なものはわかっているんです。なぜ集落機能が

維持できなくなっていったのか、なぜ支障が出

てきたのかというところからひもといていけば、

今言われたようなことは出てこないんです。結

果的にじゃあどうするのかということが前面に

来て調査をしたんでしょう。だから、ある程度

の将来にわたる、集落再編というのは例えばの

話ですよ。それ以前の根底にあるものから洗い

ざらい皆さんたちが、例えば実際に行って、中

山間地の山に踏み込んで行って、本当にどうな

のかという実態を把握した上でこれからの絵を

かいていかないと、机上論ではだめなんです。

私がさっき言ったのは、それを言いたかったん

です。

なぜなのかということをひもといていきます

と、例えば今、中央の政府においても一生懸命

ですよ。限界集落とか、後で言いますけれども、

そういうのがなぜ起こったかという根底を考え

ますと、やっぱり木材対策ですよ。いまだ、ア

メリカとか、カナダとか、外材がまだ75％も80

％も入ってくるという社会は10何年間変わらな

いんだから、それを国政の上において、国の政

府の中において解決すらできないでしょう。我々

もわかりませんよ。以前に、何十年前かに海外

と国際的な条約の中で木材を何％輸入しなきゃ

ならないという日本の立場というのはわかりま

すけれども、それをひもといていかないと、こ

の中山間地対策というのはだめです。そこあた

りを国がやろうとしないじゃないですか。木材

の輸入についても歯どめをかけましょうとか、

だれ一人言う国会議員いませんよ。生活の豊か

さを享受できなければ、幾らあなたたちがこう

いう調査をやっても―それは調査結果は出ま

すよ。結果は出ますけれども、さっき私が10何

年前の話をしましたけれども、やっぱり一緒の

ことじゃないかなと思って、じだんだ踏みたく

なるからこういう話をするんです。どうですか、

そこあたり。

○丸山県民政策部長 確かに、今、米良委員、

中村委員おっしゃいましたように、数字的なも

のを申し上げますと、最初、過疎法がたしか昭

和45年にできたと思うんですが、それから30数

年たって、この間に県内で２兆2,000億円を超す

お金をつぎ込んでいます。実態はどうかと言わ

れると、確かに委員さんたちがおっしゃったよ

うに、過疎はとまっておりません。これはその

とおりであります。何で過疎がとまっていない

かといったら、人口減少もありますけれども、

産業構造全般が30数年間に変わってきたという

こと、何でもグローバル化したということ、農

林水産物全般にわたって、昔は電話で取引して

いたのが、今は世界じゅうでインターネットで

メール決済で動くというような流れになってお

りまして、そういうグローバルな世界の中で、

宮崎県内の中山間地域も他人事ではおられない

ということが結論であろうと思います。

では、それをどうするかということになりま

すが、この調査結果については、私も一般質問

にお答えしましたように、ある程度は予測され

たところでありますけれども、一番大切なのは、

この結果を見てみますと、今住んでいる方の、

集落にお住まいの方々のいわゆる日常的な生活

者としてのネットワークをどうするか、医療、

福祉サービス、交通手段の確保等々、それをど
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うするかが第１点。第２点目は、言わずもがな

でありますが、この中にも出てきましたように、

人の定着をどうするかという問題でありまして、

これはやっぱり仕事ですね。雇用機会の創出、

確保、これが一番大事だろうと私は認識してい

ます。この調査結果にも出ておりますので、関

係各部各課それぞれ一生懸命取り組んではまい

りましたけれども、今後も、何が一番効果的な

のか、今までやってきた事業以上に、より何が

効果的なのか、そこらあたりを、中山間地対策

本部をつくりましたので、もう一回確認して、21

年度以降の予算に反映させていただきたいと考

えております。

もう一点、これは余計なことかもしれません

が、道路とか通信網を中山間地域のためと思っ

てよくすると、都会に人が流れてしまうんです

ね。そこの現実を、何でこうなるんだろうと思っ

て、いつも私は深く考えるんです。道路がよく

なれば、周辺の都市との行き来が時間的にも短

くなるわけですから、都会に住んで、そこから

自分が育った中山間地の集落に月に１回、１週

間に１回、あるいは田畑があるから帰って親の

手伝いをする、多分そういう傾向が強くなって

きたんだろうと思います。そこらあたりも、総

務省あたりで定住自立圏構想を来年度あたりか

ら本格的に取り組むとなっておりますので、国

あたりの施策も見ながら、今後の事業を構築し

ていく必要があると考えております。

○米良委員 ほかの委員もいろいろ意見があろ

うと思いますから、余り申し上げませんが、例

えば今、部長がおっしゃいますように、この調

査が無駄とは私も言っていません。いい結果が

出て、これからどう反映されていくのかという

大きな期待を込めるから、そういう話が出るの

であって、その辺は誤解をなさらないようにひ

とつお聞きいただきたいと思うんですが、例え

ば、3,500人の調査、どういう人たちかというこ

とをお聞きしたいと思うんですけれども、しか

も回収率が58％ということでありますが、単に

その調査表を送りつけて、そして回収をされた

と私は思っていますけれども、課長、実際に踏

み込んで行って、聞き取り調査をしてみるのも

いいと思うんです。さっき言った集落再編の話

も出ましょうし、あるいは医療とか道路問題の

話も、実際に聞くとそういうものが出てくると

思いますし、とどのつまりは、私が言ったよう

に、やっぱり経済的な豊かさがありますと残り

ますよ。私は、そういう生の声も調査の中に入

れてほしいということを要望申し上げておきた

いと思うんです。

もう一つは、この前から西米良の村長と日之

影の町長が限界集落で抵抗を示しましたね。そ

れによって、また皆さんたちは新しい用語を募

集しておりますけれども、これは私は、何でそ

の辺にこだわるかなと思って仕方がないんです。

限界があるから限界集落でいいんです。どうこ

れを解決していかなきゃならんかということを

真剣に村長さんや町長さんは考えてほしいと思

うんです。限界が来てどうにもならんから、国

や市町村の自治体はどう対応していかなきゃな

らんかということを考えねばいかんわけでしょ

う。恥ずかしいことでも何でもないです。それ

にまた皆さんが、それがいかんから、新しい用

語を募集しましょうかなんのというのは、いた

だけた話じゃなかったなと思って、きょうも特

に思いました。真剣に考えていない証拠だとい

うと怒られるかもわかりませんが、いいんじゃ

ないですか、限界集落で、限界だから。国の力

かりて、県の力かりて、日之影だって西米良だっ

て村長さんや町長さんが一生懸命になってやろ
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うじゃないですかという、そういう前向きなこ

とが何で出てこんかったかと思って、私は残念

に思いました。それについても一言申し上げた

かったので、今言いますけれども、もう少し真

剣さが足りないんじゃないかと思いました。ど

うですか、その辺は。

○後沢中山間・地域対策室長 まず、集落にど

んどん入っていくべきじゃないかというのは、

これからも実態をよく見ていきたいというふう

に思っております。

もう一つ、集落の名前についてですけれども、

おっしゃるとおり、名前がどうなるかというこ

とは、ある意味、本質じゃないのかもしれなく

て、実際に集落をどういうふうによくしていく

のかというのを考えるべきだというのはおっ

しゃるとおりだと思います。今回名前を募集す

るのも、それでお茶を濁そうという気は全くな

くて、まず限界集落とかいう言葉、限界集落の

言いかえではないんですけれども、そういう言

葉に代表されるマイナスイメージでとらえられ

るというところから脱却してというか、前向き

に中山間地域をとらえて、元気を出していくた

めの取り組みをしていこうという旗印にしてい

きたいという思いですので、真剣にやっていき

ますので、いろいろ御指導いただきたいと思い

ます。

○米良委員 最後にしますけれども、今度こそ

こういう調査の結果をもとにして大きな成果を、

この調査結果から宮崎県は中山間地対策、過疎

対策に一石を投じたという成果を私は期待して

いるんです。私たちが同じ選挙区を回ってみて

も悲哀を感じますから、どうしてもここらあた

りは、県政の大きな３つの柱の１つでしょうか

ら、知事にもそういう苦言を呈しながら、一生

懸命頑張ってほしいと思うものですから、やか

ましいことを言ったかもしれませんが、大きな

期待をかけていますから、よろしくお願いしま

す。

○中村委員 関連。西米良あたりのそういった

ところを通って、朽ちかかった家がありますね。

あれを見ると、あそこで何十年前に子供たちの

歓声が聞こえておったんだろうにな、学校にも

ここから通っていたんだろうになと感じるんで

す。涙が出るような気がします。うちの黒木正

一議員が淡々とこういった山村地域のことを質

問したりすると、打たれますね。

さっき米良委員もおっしゃったけれども、集

落再編というのは、あれから10年ぐらいたって

いますから、人々の意識も変わっているでしょ

う。粘り強く、金をつぎ込まないで済むんなら、

集落再編ももう一回視野に入れて考えてみたら

どうかなと思うんです。自民党で実は集落の現

状に関する調査を行おうと思ったんです。今、

一生懸命取り組んでいますから、集落のことと

市町村合併の検証、各市町村がどういうふうに

合併して思っているのか、そういったことを調

査したいと思ったんです。調べていたら、この

調査が行われたというのが耳に入ったものです

から、こっちはやめようと。どうするかといっ

たら、我々の考え方では、宮大の学生をアルバ

イトに使って、何軒に１軒か回らせて、聞き取

り調査をやろうという計画が自民党の部会で

あったんです。それをしましょうと言っていた

ら、あなた方がしたということだったから、手

を引いたんだけれども、こんなやり方をやって

いて正確につかめるはずがないと、きょう聞い

てつくづく思ったんです。回答でも、都城は特

に悪いが、最初のが60.6％と52.4％、次のが40.0

％と8.3％、これはどういう発送して、どの辺ま

で回答を促して皆さんにやったのか、その辺も
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わからない。集落再編とアンケートのとり方の

ことについてお聞きしたいと思います。

○後沢中山間・地域対策室長 まず、集落の再

編に関してですけれども、お手元の委員会資料

の概要版のほうには載せていないんですけれど

も、資料の３のほう、住民意識調査ですけれど

も、15ページと16ページにかけて、住民調査の

ほうでは行政区の見直し等というタイトルで書

いてありますけれども、幾つかの集落をまとめ

たり行政区を見直したりすることについて必要

かどうかという質問をしておりまして、「必要が

ある」と答えられた方が38.2％という結果が出

てございます。

資料の２のほうですけれども、これは区長さ

んなどへのアンケートですが、18ページ、同じ

ように行政区の見直し等の必要性ということで、

幾つかの集落をまとめたり行政区を見直したり

することについて必要と思うかどうかという質

問に対して、46.1％の方が「必要がある」とい

うふうに答えているという結果は出ております。

概要版のほうには載せなかったんですけれども、

そういう調査はしてはおります。

○中村委員 アンケートのばらつき、都城あた

りがこれだけ低かったのは。

○後沢中山間・地域対策室長 都城の……。

○中村委員 旧山之口、高崎。

○後沢中山間・地域対策室長 山之口と高崎で

ばらつきがある、そういった御趣旨……。

○中村委員 ７ページと11ページ。

○後沢中山間・地域対策室長 なぜ回収率が低

いかということですか。ちょっとお時間いただ

いてよろしいですか。

○中村委員 後でいいですが、11ページの８％

なんていうのは、合計が58.2％なのにこれだけ

少ないというのは、アンケートを送りっ放しで、

努力はされているのかなという気がします。

○後沢中山間・地域対策室長 先ほどの御質問

についてお時間いただいた分ですが、住民への

アンケートについては、基本的には役場から区

長さんや住民の方に配付をしていまして、回答

は、区長さんが回って集めていただいたり、役

場にまとめてもらったりというところもありま

す。全く地区の区長さん方とか役場を介さずに

住民の皆さんからじかに県へ送付というところ

もありまして、そういう取りまとめをされる方

がおられたかどうかとか、そういうことで回収

率の違いがございます。都城につきましては、

２地区とも住民の皆さんから県に直接回答を

送っていただいたという形でやっておりますの

で、若干ほかと比べて回収率が低いのかなとい

うふうには考えております。

○渡邊県民政策部次長 今回のアンケート調査

について、我々は、すべてというふうには思っ

ていないわけです。これは表層的な結果でござ

いますので、当然こういう結果が出るというこ

とで、ことし新規事業で、４つぐらい集落を選

んで、そこで具体的な方策を検討しようという

事業を挙げたんです。それはこれと連動して、

さらにこれを深く追求しようということが一つ

あります。当然このアンケートだけを見て今後

の新しい施策を考えていくということではない

んです。さらに、ことしそういう新規事業を考

えていますので、それに突っ込んだ分析をして、

しかも住民の人のいろいろ意見を聞きながら

やっていこうというのが一つ。それからもう一

つは、こういう調査ばかりやっていて具体的に

何をするのかと、早く結論を出せよという話な

んですが、当然でございまして、我々もそうい

うことで物すごい意識を持っております。具体

的に今度我々がやらなければいけないのは、部
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長が申し上げましたように、カンフル剤的なこ

とをまずやらねばいかん、現に困っている人が

おるでしょうから、そういう方々にどういう形

でカンフル剤的な施策をやっていくか、それを

まずやろうかと。それから、長期的には、今、

中村委員がおっしゃった集落再編、これを他動

的に任せていいのか、そろそろ行政が先導して

やっていくべきじゃないか、そのためにはどう

いう形で機能集約するのかという、具体的な場

所を特定して、ここの村の場合はこうしたらい

いんじゃないかということまで我々は突っ込ん

でやろうかということを今考えております。昔

の集落再編という議論がありました。ところが、

先ほど室長が言いましたように、モデル的な事

業展開をやったんです。でも、これがそのとき

は切実感とか危機感がなかったんだろうと思う

んです。今回は状況ががらっと変わってきてい

る。それに呼応した形で何らかの対応をやって

いかんといかん。実は室長と４月、５月、全市

町村を回りました。各役場の職員と話をしまし

て、役場の職員も、危機感を持っている役場も

あれば、危機感を持っていない―危機感を持っ

ていないというよりも、この問題が難しいもの

ですから、少し距離感を持って対応している、

そういうところもあります。市町村とはそうい

う話をしていますけれども、今度は、具体的に

集落に入って、そういう意見交換をしながら具

体的な成果を出さないと、この本部の意味合い

というのがないでしょうから、そのあたりも

我々、肝に銘じてやっていきたいというふうに

考えていますので、よろしくお願いします。

○中村委員 今、答弁いただきましたが、おっ

しゃるとおりなんです。この47.9％、同じよう

な規模の集落と合併する。10年前と意識が全く

違うんです。危機感を募らせていらっしゃると

思うんです。ここに住まれるよりかもっと大き

な集落に、整えますから、一緒に住みませんか

という、今おっしゃったように、市町村でしょ

うけれども、出かけていって手を差し伸べる

と。40何％というのは、半分近いんですから、

くどけば落ちるというようなところまで来てい

るんじゃないかと思うんです。ぜひそれをやっ

ていただきたいし、また私が先ほど申し上げた

ように、自民党で集落の意識調査をしようかと

思っていたと。ここでやっていらっしゃるから

やめたんですが、私どもこういう話をしました。

宮大あたりに頼んで、自分たちが思うところの

集落再編も含めて意識調査をしようと。こっち

でやっているよという話だったものだからやめ

たんですが、今おっしゃるように、もっときめ

の細かい調査をやっていただいて、３本柱の１

つも解決できなかったというようなことではお

かしいと思うんです。よろしくお願いします。

○鳥飼委員 この調査の位置づけについて、次

長がお答えになったからもういいかなと思うん

ですが、念のためにお聞きしておきますが、前

回の調査時点の調査事項と今回の調査時点の調

査項目、何か変わったところがありますか。

○後沢中山間・地域対策室長 先ほど御説明し

たような転居の意向とか、そういうのは前回も

聞いておるわけですけれども、今回、集落での

生活の満足度とかそういうことは新しく聞いて

おります。

○鳥飼委員 前回の調査時点と大きく変わった

ことがあると思っているんですけれども、それ

は、今、中村委員が言ったように、市町村合併

だと思うんです。特にこういう調査対象となっ

たところはそのことが物すごくボディーブロー

みたいに効いていると思うんですが、そのこと

が自由記述のところにもないんですけれども、
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これを調査項目に挙げられなかったのはどうし

てなのかと思うんですが、答えをお願いします。

○後沢中山間・地域対策室長 今の御質問の趣

旨は、市町村合併の与えた影響といいますか、

市町村を背景として何か生活が変わったかとか、

そういう質問をしなかったのかという御趣旨で

すか。市町村合併と絡めた質問がないじゃない

かということですか。今回の調査では、そこは

特に意識はしていなかったということでござい

ます。

○鳥飼委員 これは過疎市町村にとっては本当

にボディーブローなんです。役場が近くにあっ

たのがなくなるわけですから。何のために調査

をするのかというのがあれば―渡邊次長が位

置づけも言われたから余り深くは言いませんけ

れども、深刻なんです。それと、全市町村を回

られたということですけれども、諸塚村があり

ますね。あそこが合併しなかった。私ども委員

会の調査で行って、合併しなかったというのは、

その地域の集落の結びつきが物すごく強いんで

す。月１回常会というのをやって、そこで区費

を集めたりしてというようなことで、それを大

事にしたいという、都会の論理が全く逆転した

地方の論理であるということですから、勉強に

なりましたので、参考までにお話をしておきま

すが、この事業については、以前はどこでやっ

ておられたんですか。

○後沢中山間・地域対策室長 このアンケート

調査をということですか。

○鳥飼委員 アンケート調査も含めて。

○丸山県民政策部長 これは基本的には地域生

活部の地域振興課でやっておりました。

○鳥飼委員 地域振興課には17名、職員がおっ

たんですね。振興担当というのが５名、計画担

当が６名、土地対策は別かもしれませんが、３

名、管理、それから課長と補佐、合わせて17名

おったわけなんですが、鳴り物入りで中山間地

対策をやるよと言ったんだけれども、本当にそ

うなっているのかなというような気もしないで

もないんです。説明をお願いします。

○丸山県民政策部長 旧地域振興課と現在の中

山間・地域対策室を比べてみると、地域振興課

には、もちろん土地もありましたし、庶務もあっ

たわけです。一方では、二地域居住、移住対策

も持っておりました。この二地域居住が全部、

みやざきアピール課のほうに行きましたので、

その分が人数は若干減っていると思います。た

だし、今、中山間・地域対策室ができましたけ

れども、室長以下11名、これは私はかなりの人

数だと思っております。技術職員も、林務と農

政から１人ずつ来ておりますし、庶務的、管理

的なサポートは総合政策課で行うわけですから、

特に私は問題はないと考えているところであり

ます。

○鳥飼委員 土持さんところの課にあって、分

室じゃないけれども、課内室になっているんで

すね。今、部長がおっしゃられたように、例え

ば林務とかそういうところから来た職員の方も

おられるんですね。もうちょっと詳しくそこを

説明してもらえますか。林務からも来られたん

じゃないかと思っているんですけれども、中山

間地について特に頑張るということで、別組織

をつくるからと知事が言われて、今、部長も言

われたけれども、11名で遜色のない体制をつくっ

ていますということだったんですが、地域振興

課には確かにほかの仕事も入っておりましたけ

れども、本当かなというような感じもしないで

もないものですから、室として充実をした、ど

こを持ってきて充実をしたというふうに言って

おられるのか、人員的にもどこから、例えば林
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務の職員を連れてきてとかあると思いますが、

そこの説明をお願いします。

○丸山県民政策部長 農政からは、たしか稲作

の専門の職員だったと思うんですが、それから

林務は当然林業専門の職員が来ております。こ

れはなぜかというと、人事上の政策もありまし

て、事務屋だけにすると、やっぱり事務屋的な

発想しかできない。あるいは林業とか農政全般

にわたって知識が広いわけではございませんの

で、もちはもち屋といいますか、専門は専門の

知識を生かしていただく。そして、技術職員が

持っていない部分は事務屋がそこをカバーする。

また、反対のことが言えるわけでありまして、

総合的に室としての体力をつけていく、こうい

う観点で配置がされていると考えております。

○鳥飼委員 この中に出ているように、集落が

かわってもかわりたくないというのは、そこの

地域に住む人たちの悲痛な声だと思うんです。

それをただ一片のこういうものだけでという感

じも―とらんよりかとったほうがいいわけな

んですけれども、中村委員が言われるように、

実際の生の声をというのはそこにあるんだろう

と思うんです。ぜひそういう声を生かした対策

に取り組んでいっていただきたいと思います。

これは要望にしておきます。

○井上委員 県議会は昨年１年間、これに関し

ての特別委員会をつくったんです。確かに当局

も問題意識を持っているかもしれないけれども、

県議会も深い課題性というか、目的性を持って

特別委員会を設置したわけです。特別委員会で

１年間、議員が議論をしてきた経過というのは、

特別委員会の報告書を見ていただいたらわかる

と思うんです。先ほど中村委員からも出たよう

に、そこに住んでいる議員がいるわけです。そ

の地域で活動している議員というのが必ずいる

わけです。だからこそ、生活実態を知っている

がゆえに、あのときでき上がった報告書の中身

というのは、非常に価値のある、中身について

切実なものも含めて分析というのが丁寧にされ

ているわけです。

私はいつも思うんですが、県議会がやってい

ることと当局がやっていることとがなぜうまく

リンクしないのかというのが不思議でならない

わけです。県議会がやっていることじゃないか

とか、そういうふうな考え方なのかどうかがよ

くわからないんです。政策になぜこれが具体的

にちゃんと生かされていかないのか。県議会の

議論も、私も今回、中山間地域の問題を議論さ

せていただいたんですけれども、やっぱり各部

切ってから答弁持ってくるわけです。そういう

ことが繰り返し行われているわけです。

そこの昨年の委員会の中の指摘の中にも、多

額の県費、税金を投入しながら、なかなか中山

間地域というのが浮き上がってこなかったと。

その原因たるものは何だろうかということも含

めて、率直な議論というのをそこに所属してい

る議員というのはしているわけです。私は別の

委員会だったので、改めて特別委員会の報告書

というのを丁寧に読んでいくわけです。議員な

んだから読むわけです。同じことを同じように

また一に返ったかのごとくされると、今までの

長い県議会が議論してきたことの歴史みたいな

のはどこに生かされるんだろうかと思って、物

すごく違和感があるわけです。今回、未植栽地

の云々というのは、あれを目玉にしたかのごと

く言われるけれども、国会の論議もあってああ

いう予算化措置というのはされてきたわけです

ね。具体的に宮崎県として何ができるのか、何

をするのかというのがもっときちんと事業とし

て出てこないと、そこに何の意味があったのか、
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去年の特別委員会の議論も何だったのか、私も

そこに深い乖離感というのを感じるわけです。

この対策室の書き方の中に、21年度予算への

反映と書いてある。これはすごく大事なことな

んです。少なからずそれにおいての分析につい

ては、以前からも分析されたことがいっぱいあ

るわけです。知事も議場でおっしゃったけれど

も、具体的にどれが効果的な施策かどうかまだ

わからないと、それはわからないと、はっきり

おっしゃっておりましたが、対策本部ができて

も、対策本部がどう動いていき、どんなふうに

―また同じようなことを来年になって委員会

のときにそういう報告をするのか、具体的な政

策を担当するあなたたちと私たちとの側にすご

い乖離感があるというのがいつも心配するとこ

ろです。その結果がこれではないのかなと私は

思っているわけです。具体的な施策がこういう

ものと各議員も必ず、黒木正一議員も丁寧に思

いを込めて言っておられましたが、ああいう議

場での施策の提言を含めてどう生かしていくの

かというのは私は非常に疑問を感じる。今回やっ

てみても、なおさら砂に水をやるようなもので、

本当にこれを受けとめていただいているものか、

これが具体的な形の施策になって返ってくるも

のかどうか、非常に怒りを持ちながら私も今回

質問をさせてもらったんです。せっかく中山間・

地域対策室ができたけれども、答弁についても

各部ばらばらで持ってくるみたいな、だから、

こういう議論で、お互いがめいっていくわけで

す。同じですわ、同じ調査項目と調査結果を見

せられて。本当は、具体的なこういう対策を打

つ、打ったらどうだろうかという議論を私たち

には持ちかけていただかないと、委員会の議論

は全然深まらないし、説明を聞くばかりで終わっ

て、議場でまた自己満足かのごとく議論を言っ

て終わりということの繰り返しになるような気

がするんです。

この中山間地対策は国策の誤りでもあったか

もしれませんけれども、地域という、地方とい

うものの存在というものが崩壊していく一つの

きっかけでもあると私は思っています。東京は

どんどん人口がふえているんですから。日本の

国全体で同じようなことを繰り返しているわけ

です。もう一度、中山間地の問題というのを具

体的な政策とともに真剣に考えるということが

私は必要だというふうに思います。きょうのよ

うな答弁ときょうのような説明を繰り返される

おつもりなのかどうかというのは、もう一回部

長にきちんと聞きたいんです。どのくらいの腹

構えでどんなふうにやられるおつもりなのか。

議会答弁、委員会答弁、私たちは聞き飽きるぐ

らい、18年、私も聞いてきているのでわかって

いるんですが、本気でやるならやるで、どうい

う施策を具体的にやるのかということが羅列さ

れていかない限りは、効果のあるものにはなっ

ていかないというふうに思います。調査結果だ

けを、私たちに見ればわかるようなものだけを

出されるというのについては、私はいささか疑

問があります。この分析結果がこうであるとい

うものが出たんなら別ですよ。分析結果も出な

いで、調査を羅列されたものが出るというとこ

ろに、まだ県民政策部の問題点のあいまいさと

いうのが出ているのではないかというふうに思

うんです。これは怒りを持って部長に抗議をし

たいと思います。

○丸山県民政策部長 ただいまおしかりを受け

ましたけれども、今まで、先ほどもお答えしま

したように、庁内各部各課縦割りで、例えば農

政水産部が行う事業は農水省の事業を持ってき

て、それを県下で行う、あるいは県土整備部が
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中山間地に対して行う事業は国土交通省―建

設省、運輸省、そこらあたりの事業をそのまま

持ってきて宮崎県内で敷衍して行う、そういう

ことがほとんどであったと思います。私もそう

思います。しかし、今後は、中山間・地域対策

室もつくりましたし、先ほど申し上げましたよ

うに、本部もつくりました。そこで何をしてい

くかというのが一番問題、課題ですが、今申し

上げたような、例えば県民政策部以外のところ

が新しい新規事業、施策を打ち出すときにどう

するか、それについてはやっぱり中山間・地域

対策室、県民政策部も入って、それが本当に効

果的な事業なのかどうか、即効性がある事業な

のか、あるいは地域に対して本当に満足感が得

られる事業なのか、そこらあたりの調整を当然

やりますし、今申し上げたような国の事業を県

庁各部が行うときも、そういう調整も中山間・

地域対策室で当然やるべきだと思っております。

この調査結果をそういう方面に生かすことが一

番大事であると私も認識をしておりましたので、

せっかくそういう組織ができたわけですから、

しかも重点施策のトップに来たわけですから、

それはそれで精魂入れて取り組んでまいりたい

と考えております。

○井上委員 県議会議員の大半が入っていると

いう林活議連の中で、議連は議連でまた議論し

ていくわけです。森林の問題はどうしていくの

か、国土の保全はどうしていくのかという議論

をずっとしていくわけです。一つ一つのことが

皆さん方に伝わらないのかもしれないけれども、

そのときに、未植栽地の問題が出たときに、未

植栽地をただ国が、だれかが植えればいいとい

う発想だけでやるのか、それともこれを県民に

も企業にも呼びかけて企業の森としての―例

えばこの前の林活の役員会では岩手県の葛巻に

行ったわけです。企業が買い取った山があって、

そこには必ず企業の人たちが来て、地域住民も

一体となって一緒に木を植えていくとか、私た

ちが知りたいのは、私たちが当局と一緒にやり

たいのは、そういうことの具体性はどんなふう

にやっていきたいということを皆さんから聞き

たいわけです。そこをこうやるから、県議会と

両輪でここをこう推し進めていこうではないか

と。対策室ができて、調査結果はこうで、ここ

に住んでいる人たちはこうでと言われて、私た

ちは何年間かの議員生活の中で、中山間地に一

回も行ったことのない人なんていないわけです。

みんな行って、そこの痛みを聞かされてくるわ

けです。議員という仕事は、全く自分が置かれ

ている地域のことだけしか知らなくて済むなど

というような仕事ではないわけです。痛みとなっ

て、そして山の崩壊は心の崩壊につながってい

る。今の子供たちの心の崩壊になっているとい

うことは、いろんな形でのデータの中で明らか

なんです。だったら、何を今やるべきなのかと

いうことについては、私たちここにいる者はみ

んな本当に焦りにも似た思いで今度のこういう

問題について取り組んでいるわけです。その熱

さがお互い一致しないと、なかなか効果のある

ものにならない。予算の費用対効果などという

効果は出てこないというふうに思うんです。だ

から、そういうものを具体的に聞かせてほしい

んです。工夫と、そして余りお金はかかってい

ないけれども、こういうものを実際やるぞとい

うのが出てこないから、何の工夫もなく同じよ

うなものがずるずると出てくるんだったら、私

たちは国のインターネット見ていれば政策は全

部見えるわけだから、それは一緒なんです。そ

こに県民政策部としての血が入っている、汗が

入っているというのがないと、私は今後だめだ
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と思います。それについて部長はどうお考えな

んですか。

○丸山県民政策部長 おっしゃるとおり、我々

も、せっかく県民政策部ができて、中山間・地

域対策室もできて、本部もつくったわけですか

ら、県議会のほうともいろいろ議論はさせてい

ただいて、よりよい政策をつくっていくことで

その期待にこたえていきたいと考えております。

知事も言っておりますように、特効薬とか即効

薬は中山間地対策にはないわけでありまして、

地道に少しでもそこの集落、過疎地域あるいは

中山間地域に住む人が満足感とか生活感、ここ

に住んで幸せだという実感ができるような政策

を打ち出していきたいと考えておるところであ

ります。

○井上委員 私は最後にこれを要望しておきた

いわけです。知事はずっと東京暮らしです。長

い間、10幾つのときから東京暮らしです。本当

の意味での中山間地の人たちのところというの

は御存じないんです。ですから、今回の議会の

ときの答弁も、彼の話術じゃないけれども、彼

らしい答弁の仕方だったと思うんです。本当に

そこに住んでいる人たちの血だとか涙だとか汗

みたいなのは知事はやっぱりおわかりにならな

いと、私は率直にそう思いました。知事らしい

答弁であるかもしれないけれども、ああいう答

弁を県民政策部が繰り返し知事に答弁させるよ

うなことがあっては、将来、そこに住んでいる

人たちは宮崎県民として報われないと思うんで

す。同じようにあそこでいろりでみんなの気持

ちを聞くように、まずはどっちがアンケート出

さねばいかんかといったら、知事がアンケート

を出さねばいかんと、私は逆に思いました。本

当はもっとみんなが、知事が出かけていって、

中山間地のよさを本当に実感されて、そして県

民にアピールする。県民総力戦で取り組む。県

庁総力戦と書いてありましたが、県民総力戦で

取り組むという姿勢を知事に明確にもう一回議

会で言わせるぐらいのことがないと、浮いた話

になってくるというふうに私は思います。この

中山間地対策について今後言うまいと思うぐら

い私は失望しているわけですけれども、知事に

もう一度、時間があれば中山間地にお出かけに

なって、地デジなどというようなことではない

ような情報化の―何に出た、かにに出たと書

いてあるけれども、知事の番組なんか見ていな

い人が多いんです。そういうところにしばらく

おってみるぐらいの気持ちでいてもらいたいと

思います。前の林野庁長官をされていた知事と

はまた意味合いが違う。どっちがいいなどと私

は言っているつもりはないんですけれども、山

のきこりでもしたことのある人と、木を伐採し

たことのある人と、ない人では違う。私たちも

足りないんですよ。議員も足りないけれども、

そこが足りないのではないかと。もっと気合い

入れてやっていただきたい、これを要望してお

きたいと思います。

○中野明委員 今、大分井上委員が意見を言

われました。私も基本的には同じような意見か

なと思うんですけれども、過疎法ができて何年

になるのか、さっき昭和45年と言われたのです

が、２兆2,000億入れたと。そして、今の現状は

どうか。過疎対策、地域振興というのは―行

政というのはずっと続いてきているわけです。

何で今ごろこんな調査をせんといかんのかと。

今まで何をしていたかと。こんな表はほかの部

なんかでも幾らでも出ていますよ。こんなこと

をするぐらいだったら、それだけ現ナマを何か

投げたほうがましなぐらい。それと、国富も

ちょっと田舎に行くと中山間部があるんです。
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人口が減りっ放し。私は、一番頭に来るのは、

国もそうです。この表だってそうです。何で昭

和45年から２兆円つぎ込んで人口が減ったか。

いろんな要望はありますよ。そこを特化して考

えれば、おのずから出てくる。要は、中山間部、

過疎地は農業と林業で飯を食っていたわけです。

それで飯が食えんようになるから、みんな人が

おらん。それ以上の調査して何するかと。炭坑

ができれば一町できる。何もこの中に所得の話

は書いていない。難しいですよ。難しいけれど

も、そこを離れて議論したって、同じことの繰

り返しなんです。私は土地の問題もしている。

何で今、地域に人がおらんようになるか。本当

に真剣に考えて、ただネーミングを考えたりと

かそんな話じゃないと思う。今度の議会も、国

土保全だの、水源涵養だの、飽きるほど聞いて

いる。何でそこの中で人間が減っていくかとい

うことに的を絞って―室長も一生懸命やって

おるのはわかるけれども、今までこういう過疎

対策の仕事の経験はあるんですか。

○後沢中山間・地域対策室長 過疎対策という

のを直接やったことはないです。

○中野明委員 わかりました。また一からす

るような話なんです。40年、30年前からしてい

る。そんなデータはみんなあるわけだ、統計か

ら見たりしても。ある程度的を絞ってやらんと、

こんな話を聞いているとストレスがたまる。１

年生がまた１年生からやるような仕事だ。恐ら

く３カ月ぐらいたって、アンケート表をつくっ

たり、ネーミングつくって、こんなネーミング

変えたからって人が住む話じゃないでしょう。

くどいようだけれども、今、問題点はわかって

いる。所得がないから人が住めない。そこに特

化して考えて、それが難しければしようがない。

集落を移転するとか、もうちょっと現実に合わ

せた施策をぜひ今度は１年間やってほしい。こ

んな表を見ると、悪いけど、いっぱいある。こ

れはあくまでも手段だから。

○黒木委員 このことばかり言っておってもい

かんけれども、少しは思いがあるものですから、

私は日向ですが、例えば諸塚とか椎葉、こうい

うところからは子供たち、高校生は通学できま

せん。ほとんど日向のほうに住宅を構えるか、

寮に入るかということしかできません。ある程

度の方々、その方は日向にも家を構えます。職

場だけは入郷に、役場とか農協とか、そういう

ところに通う。二重に構えている人は、そうい

うこともできる人はいいほうなんです。それが

できない。非常に困っている。子供は日向で働

くけれども、親だけが残っている。いずれは出

ていきたい。やっぱり家を守りたいというんで

すね。そういうことになると、さっきから再編

ということがありますけれども、その地域、小

さい集落があるんです。何軒もないような集落、

そういうところは、地区は守っていけない。も

うちょっと大きな再編を何とかことしはめどを

つけて、どこかの特定の地域でもいいですけれ

ども、何かつくって、モデルをつくってみてく

ださい。そして、その地域はそういう再編がで

きないかどうか、これができないと、その小さ

いところはいずれなくなってしまいます。大き

な集落にすれば、例えばその人たちが住めるよ

うな住宅をその地域に、大きな集落の中に地域

の住宅政策なりをすれば、通ってでもそこは行

けるような―子供たちが土曜日曜は田んぼに

帰ったりするんです。そうすると一緒に行ける

とか、何か少し前向きに見えるものをことしは

計画の中に入れてほしいというふうに思います。

要望です。

○中野一則委員 私は総務常任委員会は初めて
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ですから、大変質の劣る質問をしたいと思いま

すけれども、資料に従って順次、２～３してい

きたいと思います。

まず、１ページから、県民意識調査の件であ

りますが、ここに書いてあるとおり、今後の県

政運営や新たな施策立案の検討材料に活用した

いということで調査がされております。3,500名

を無作為に抽出とありますが、無作為に抽出の

無作為の方法がわかりませんから、そのことを

お聞きしたい。例えば年齢別とか、性別とか、

地域別とか、職業別とか、そういうことは考慮

されなかったものかどうかも含めて説明をお願

いしたいと思います。

○土持総合政策課長 ただいまの御質問でござ

いますけれども、この3,500名の抽出でございま

すが、これは、昨年12月現在の人口で各市町村

ごとに3,500を振り分けた人数を母数としており

ます。そして、それぞれにつきましては、住民

基本台帳の中から、市町村にお願いをしまして

抽出をしているところでございます。男女は問

わずに20歳以上で抽出いたしております。

○中野一則委員 地域的な配慮はされていると

いうことですね。人口に比例してされたものだ

と思いますが、ただ、年齢とか男女別、あるい

は職業別では出ていないということですね。

○土持総合政策課長 当初に年齢で分けるとか、

男女で分けるということはやっておりません。

○中野一則委員 できたらそのあたりも含めた

もので、偏った結果が出ないようにしてもらい

たいと。前年という欄もありますから、毎年さ

れておられるんだろうと思いますので、できた

らその辺も配慮したものにしてほしい、要望し

ておきたいと思います。

５ページ、これは何人もの方がいろいろ言わ

れました。私は昨年、中山間地の特別委員であ

りましたが、あちこち現地も見ましたし、異例

だったと思うんですが、知事にも委員会に来て

いただきまして、いろいろ聞きました。その思

いがつながってこういう対策室もできたんだろ

うと思いますから、21年度予算へ向けてそのこ

とも含めて反映されるように、これも要望して

おきたいと思います。

次に、７ページでありますが、過疎集落の現

状調査、７ページは代表者の調査ということ

で74.1％の回収率でありますが、えびのの欄を

見ますと、65の発送数でありますから、集落数

なんです。すべての集落数に、その代表にこの

回答を求められたと思うんですが、できたら、

未回答が297もあるわけですから、代表に聞くと

きには、各振興局とか出先もあるわけですから、

全員のものをまとめて調査するぐらいの努力は

してほしいと思っております。ぜひそのことも、

時間がありませんから要望しておきたいと思い

ます。

次に、11ページ、これは過疎地域の住民調査

でありますが、特徴的な集落、44集落というこ

とで、さっきの代表者と同じ発送箇所が選定さ

れております。延岡には特徴的なものはなかっ

たんでしょうけれども、44集落でいろいろやっ

ているようですから、特徴的なというとらえ方、

主観もあったのか、客観的だったのかわかりま

せんが、44だけの集落ですから、どういう意味

で特徴的な集落としてとらえてアンケートされ

たのか、44集落ごとの特徴と見た特徴の内容を

説明を願いたいと思います。これは一つ一つ聞

くのは時間がありませんから、１～２、それこ

そモデルのものを、モデルというか、代表的な

ものを説明していただいて、後は資料でお願い

をしたいと思います。

○後沢中山間・地域対策室長 44集落の抽出に
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つきましては、小規模であるとか、高齢化率が

高いとか、人口が減っているとかいうもの、あ

と、人口がふえているというところもあるもの

ですから、そういうところも幾つかピックアッ

プしております。人口増と高齢化と人口の規模

ということで選んでおります。

○中野一則委員 市町村ごとに、できたら集落

名も欲しいんですが、いろいろ問題があれば、

それはＡ、Ｂという形でもいいですから、すべ

てその資料をいただきたいと思います。

それから、17ページ、先ほどだれかが質問を

されましたが、新たな呼称の募集、私も違和感

を持っているんですが、新聞報道では、限界集

落の呼び方にいろいろあるから、新たな呼び方

を募集するというような書き方でありましたが、

それではないんだということでありました。し

かし、元気な集落づくりに取り組む集落に対す

る新たな呼称ということで、限界集落であると

ころが元気な集落づくりに取り組む集落という

ことも、私に言わせればまことにおかしな話な

んです。そういう元気も出ないような集落だか

ら限界集落なのに何で―きれいごとを言われ

たんじゃないかと。限界集落という言葉が、西

米良村長とかいろいろクレームがついたから、

知事の発想か何かわからんけれども、格好いい

呼び方を募集しようと、そのぐらいの程度じゃ

なかったのかなと思うんです。新聞が書いたほ

うが当たり前、ここに書いてあるのがきれいご

とだと、このように思っているんですが、そう

ではなかったのか、お尋ねいたします。

○後沢中山間・地域対策室長 限界集落の名前

を呼びかえるというものではないというのは、

御説明したとおりです。限界だから限界なんだ

と、そういうところが元気が出ないから限界な

んじゃないのかという御指摘ですけれども、確

かにそういう一面はあると思いますので、いわ

ゆる限界集落と言われるようなところが名前を

変えただけでなくなるとは当然思っていません。

ただ、限界集落というのが中山間地域の代名詞

的に使われて、中山間地域がマイナスイメージ

でとらえられるというところから対策をスター

トするのはよくないと。それを前向きにとらえ

るために新たな呼称を募集するという取り組み

となっております。元気な集落づくりというの

は難しいことをイメージしているのではなくて、

集落の皆さんで何か目標を持って取り組んでい

ますと、例えばそれがあいさつをしますとか、

見守り運動をしますとか、何でもいいんですけ

れども、そういうことをやるという集落を全県

的に広げていきたい、その旗印にしたいという

ふうに考えております。

○中野一則委員 では、新しい呼称については、

元気な集落づくりに取り組むところ、あるいは

目的を持っていろいろ取り組む集落だけに限定

した呼び名として募集するわけですね。これか

らもそういう使い分けをされるということです

か。今言ったそうでない中山間地域には新しい

呼称の呼び方はしないと、そんなふうに理解し

ていけばいいんですね。

○後沢中山間・地域対策室長 考え方としては

そういうことになりますが、理想論かもしれま

せんけれども、それを全県的に、例えば県内に100

の市町村があれば、これはあくまで理想論です

けれども、100の集落が何か目標を持って取り組

む、それが元気集落ですという展開をしていき

たいというふうに考えております。

○中野一則委員 私は、限界集落のほうがいい

ような気がするんです。あんな厳しい集落があ

るのに、それに国ももっと力を入れてほしい、

もちろん県も力を入れてほしい、そういう切々
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たるものがあるから、黒木正一議員もとうとう

と質問をされる。そしてまた、きのうは、中山

間地域の概念はないんだ云々ということで濵砂

議員もいろいろ質問されました。彼も同期でお

るんですが、何回もああいう質問をされて、私

も東米良に５回ばかり行ったんです。それこそ

限界にどんどん行く集落の山村です。名前だっ

て厳しい名前でいいと思うんです。私は、きれ

いごとに聞こえて仕方がありません。一考を要

すると思いますので、お願いしておきます。

○外山委員長 ちなみに、今、ネーミングで何

か来ていますか。12日から受けているけれども、

何か入っていますか。

○後沢中山間・地域対策室長 名称について御

紹介する段階にはないんですけれども、県内外

含めて数百件寄せられております。

○中野一則委員 19ページ、宮崎―台湾、我が

委員長も行かれたようでいろいろと御苦労さま

でありましたが、さっき利用状況が、期間が短

いんですが、67％とありましたが、具体的に台

湾から宮崎、宮崎から台湾の利用率はどうでしょ

うか。

○渋谷総合交通課長 ６月22日までということ

で約63％となっております。宮崎から台北が58

％、台北から宮崎が67％となっております。

○中野一則委員 宮崎から台湾の搭乗率、これ

はどのくらい平均的にないとペイしないのかと

いうことと、この率を上げるためにどういう取

り組みをされるのかを２～３、例を挙げて説明

していただきたいと思います。

○丸山県民政策部長 まず、第１点目の搭乗率

の話でありますが、国際線、国内便、これは季

節によっても違いますし、機材の対象によって

も違いますから、小さな150人乗りと250人を比

べて、同じ100人が乗っても当然搭乗率は変わっ

てきます。そういうことで一概には言えないん

ですが、大体60％から70％あれば採算に乗ると

いうことを聞いております。

それから、台北線をどういうふうに安定運航

させるかという話ですが、アシアナの韓国線も

そうでありますが、こっちから向こうに行って

宮崎の魅力を伝える、あるいは向こうの魅力も

こっちに伝えるということで、誘客・送客、双

方向で高いレベルで搭乗率を上げる努力が必要

かなと思っております。具体的にどうして努力

していくんだという話になりますけれども、当

然、隣県を見据えておりまして、これはたびた

び答えておりますけれども、定期便があるのは

福岡と宮崎だけですから、我々としては、南九

州をターゲットにして送客・誘客を行っていき

たいと考えておりますし、当然、今後、鹿児島

の経済団体あるいは熊本あたりの経済団体、行

政、そこらあたりに攻勢をかけてまいりたいと

考えております。もう一つは、旅行エージェン

トさん、ここらあたりにも安くて魅力ある商品

をつくっていただいて、九州内を周遊する、例

えば宮崎に定期便で来られた方が高千穂とか阿

蘇を回って福岡から帰られてもいいわけですし、

逆に、福岡から入ってこられたお客さんが熊本

城とか阿蘇を見て、高千穂を経由して宮崎から

帰られてもいいわけですから、そこらあたりを

念頭に今後取り組んでまいりたいと考えており

ます。

○中野一則委員 この利用率は、国別に利用者

の統計がとってあるんですか。

○丸山県民政策部長 国別にはとっておりませ

ん。

○鳥飼委員 関連。特別企画で６組のカップル

が成立したと書いてあるんですが、もうちょっ

と詳しく説明をいただきたいんですけれども、
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カップルっていろいろあると思うものですから。

○渋谷総合交通課長 男女18人ずつ台湾に行っ

ていただきまして、６月１日から４日間、現地

ではほとんどバス１台で行動していただいて、

いろんなところで記念写真を撮ったりとか、夜

はパーティーをやったりといったようなことで

やってまいりました。６月３日の夜、最後の日

にお互い意気投合したというかそういった方々

が６組できたということです。具体的には、公

務員の方であるとか、農業をやっている方、一

番年齢の高い方は47歳という方で建設業をやっ

ていらっしゃる方ですが、女性のほうは県内か

らの方が１人で、福岡が２名、関東から１人と

いったような形で、女性の方は県内外というこ

とになっております。

○鳥飼委員 女性が県内１で福岡２名で、韓国

と言われたですかね。

○渋谷総合交通課長 東京都です。

○鳥飼委員 ３人ということですね。

○渋谷総合交通課長 具体的に申し上げますと、

福岡が２名、東京都が１名、広島県、鹿児島県

それぞれ１名となっております。

○鳥飼委員 男性は宮崎ということですか。

○渋谷総合交通課長 男性のほうは、町村会の

ほうにもお願いしまして、郡部の方、男性を18

名選んでいただきましたので、皆県内の者でご

ざいます。

○鳥飼委員 意気投合したということで、カッ

プルというから、結婚前提、結婚されたのかな

と思ったりしたんです。渋谷課長に文句を言っ

てもしようがないんですけれども、もうちょっ

と控え目な表現がいいのかなという感じもせん

でもなくて、確かにそういうことができていく

ことは望ましいことではありますけれども、殊

さら取り上げてというようなことでもないよう

な感じもするんです。これはいいです。そんな

感じを受けますということで、関連終わり。

○中野一則委員 男女共同参画センターの指定

管理者制度の二期の募集についてですが、今回

また３年間の募集に入って、基準価格が2,623

万6,000円でありますが、今までの委託料より

も、19万7,000円ですけれども、高くなっておる

んですが、委託料、管理料については基準を決

めるのに、いろいろと過去のデータも含めて積

み上げて基準価格にされたと思うんですが、高

くなっている理由をお聞きしたいと思います。

○髙原生活・協働・男女参画課長 中で見ます

と、上がったもの、下がったものがあるんです

が、上がったものとしましては人件費の部分、

やはり３年前とくらべまして、世の中の人件費

のベアというのがアップしておりますので、そ

の分を加味しました。それと、事業費のほうに

つきましては、実績を見まして、需用費等を下

げたということで、プラスマイナスした結果と

して若干上がったということでございます。

○中野一則委員 これは入札か何かあるんだと

思うんですが、この金額から現実の価格は下が

るわけですか。

○髙原生活・協働・男女参画課長 今後この内

容で公募いたしますけれども、価格そのものの

入札というのももちろんあるんですが、事業内

容ですとか、そういったものも確認します。先

ほどの資料の23ページに選定基準と配点という

ふうに書いてございますけれども、その３番の

ところで経費の縮減、こちらのほうが提示した

金額よりも高いのは想定できないんですが、そ

の金額よりも同額か、それ以下の部分のものと、

それ以外に事業内容というのがございますので、

そういったもの全体を確認しまして、そして委

員会のほうで配点をした結果で決めるというこ
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とで考えております。

○中野一則委員 担当部が違うから説明できな

いかもしれませんが、ほかの指定管理者制度の

部分もやはり人件費ということ等で実際は高く

なるんですか、全体を見た場合に。その辺は把

握されておられませんか。

○髙原生活・協働・男女参画課長 申しわけご

ざいません。ほかの部局のものについては存じ

ておりません。

○中野一則委員 以上です。

○鳥飼委員 関連してお尋ねします。男女共同

参画センターの第二期指定についてですけれど

も、今回の指定に当たって基本的な考え方とい

うのは総務部から示されていますか。

○髙原生活・協働・男女参画課長 総務部のほ

うから方針といった形でマニュアル的なものは

示されております。

○鳥飼委員 概略で簡単で結構ですけれども、

主なところだけ御紹介いただけますか。

○髙原生活・協働・男女参画課長 ここに書い

てございます募集方針、こういったものにつき

ましては、ほとんど行政経営課から示されたも

のを使ったものでございます。ただ、選定基準

のところで、確かに男女共同参画という事業の

個性がございますので、そこの部分は違います

けれども、それ以外の部分につきまして、選定

委員会を設けるとか、１次審査をやって、２次

審査でヒアリング等をする、そういったところ

については全庁的に同じ状況になっております。

○鳥飼委員 その際に、今受けておられるとこ

ろ、ＮＰＯ法人みやざき男女共同参画推進機構

というところが受けておられるということなん

ですが、今回も公募ということですか。非公募

ということではないんですね。公募ということ

でしょうか。

○髙原生活・協働・男女参画課長 公募いたし

ます。

○鳥飼委員 そうしますと、競合といいますか、

同じような運動をやっているＮＰＯ法人、それ

に類するものというのは県内にあるんでしょう

か。

○髙原生活・協働・男女参画課長 ＮＰＯ法人

の中にこういった男女共同参画をテーマとする

ところはございます。

○鳥飼委員 そうしますと、そこが受ける可能

性もあると思っていいんでしょうか。あるとす

れば、何カ所ぐらいあるのか。

○髙原生活・協働・男女参画課長 もちろんご

ざいますので、今回公募を始めましたら、当然

そういったところが手を挙げる可能性はあると

思います。ただ、どのぐらい出てくるかにつき

ましては、わかりません。少なくとも前回のと

きには複数出てきたというふうに聞いておりま

す。

○鳥飼委員 今期が今年度までということなん

ですが、この評価というのが当然出てくると思

うんです。第二期指定に当たっては、この評価

というところも大きな分野を占めるのではない

かと思っているんですけれども、そこはどんな

ふうに考えておられますか。

○髙原生活・協働・男女参画課長 さっきの発

言で訂正ですが、複数出てきたと申しましたけ

れども、説明会にはお出になりましたけれども、

現実に公募に応募したのは今の推進機構１カ所

でございました。訂正します。

評価につきましては、22ページの（５）で評

価欄を書いてございますけれども、とにかく指

定管理者制度で実際やってみまして、利用者に

対する利便性というのがアップした、結果、す

ごく利用者も多くなったということですので、
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そういった結果を反映した形で考えております。

○鳥飼委員 私、一番気になるのは、今回の管

理料、若干あるんですが、３年置きに、大体が

そういう方針なんですけれども、５年も国際課

のほうにはありますけれども、そうしますと、

指定が変わる場合もあると思うんですね。指定

が変わらない場合、指定の中に―そこで働い

ている人がもちろんおられるんです。働いてお

られる人たちの処遇というのが一番気になると

ころですけれども、そこはどんなふうに評価と

いうか、第二期の指定に当たって考えておられ

るのか、説明ください。

○髙原生活・協働・男女参画課長 基本的には、

もし相手が変わるということになりますときに

は、そこに雇われている方につきましては、そ

の雇用している団体の責任でもって対応すると

いうことになろうと思います。ただ、今回の募

集要項の中には、今現在雇われている方を継続

雇用するという提案も受けますという形では記

載してございます。

○鳥飼委員 髙原課長に言うのは酷かもしれな

いんですけれども、これは行政経営課のほうに

なると思うんですが、そういう基本的な考え方

を県として示すべきだと思っているんです。指

定をされた指定管理者がそこで働いている人の

雇用について責任を持つというのは当然なんで

すけれども、指定変更というのは当然予想され

るわけで、その場合に指定者の側としてまとまっ

ている県側としては、それについてこういうふ

うなことで臨んでくださいとか、指針というも

のを示していく必要があるんだと思っています。

生活・協働・男女参画課長にはなかなかそうい

うところでは難しいかと思いますけれども、行

政経営課、総務部と折衝する場合があると思う

んです。そこはそこではっきりさせていただく

ようにお願いをしたいと思います。法の趣旨と

いうのは、今までは委託でやっていたわけです

けれども、なぜ指定管理者制度というものが地

方自治法を改正されて行われてきたかというの

は、安上がりに経費を節減すればいいんだとい

う考え方じゃないと思っているんです。そうし

ますと、そこで働く人たちの労働条件も当然考

慮していく義務が指定をする側にある。そこら

辺は、論議がまだ我々としても不十分なところ

もあるし、総務部のところも不十分なところが

あるのかもしれませんけれども、ぜひそういう

議論もお願いをしておきたいと思います。答弁

は要りません。

○中野明委員 台湾定期航空便、これはみん

なで頑張らんと大変なことになると思います。

今、商工がエージェントとの絡みでいろいろやっ

ている。総合交通課は総合交通課でやっている。

誘致に対しては、エージェントに対して、同じ

県から２つ窓口があったりすると、渡邊次長が

一番詳しいわけで、そこら辺はしっかりすみ分

けをして、いいとこどりにならんようにしてお

かんとおかしくなると思うから、しっかりそこ

辺は協力しながら、きちっとすみ分けをするよ

うにお願いしておきます。

○中村委員 先ほど井上委員が、県議会が積み

重ねたものが採用されないで独立していってい

るというような意味のことをおっしゃいました。

そのとおりだと思うんです。県民政策部のほう

がいろんな窓口であろうし、いろんなことを全

部されるわけですから、部長と次長に言ってお

きますが、一般質問や代表質問でやったことが、

議会が終わればそれでいいんだと、そういう執

行部に考え方があるんじゃないかと。そうじゃ

なくて、一緒につくり上げていこうというふう

に努力していただきたいし、また、議員をやめ
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た某県議と、元県議と飲んだんですが、知事だ

け目立って、全然議会の動きがわかりませんと。

けんかになりました。何言っているかと、おれ

たちはこれだけやっているよという話をしたん

ですが、いやいや全然見えませんと。そうでしょ

うね。いかに県議会が軽んじられているかです

よ。皆さん方が採用しないんです。我々が幾ら

よい意見を言ったって、議会が終わればいいわ

と。また、特別委員会の結果を上げたって、見

て、これを取り入れようとしないというお話が

ありました。それと一緒。お互いがつくってい

かないと今からはだめだと思うんです。各部に

ひとつ、部長、皆さん、言ってください。そし

て、よりを戻していかないと、ばらばらではだ

めです。両輪といいながら両輪じゃない。その

ことをお願いしておきます。答えは要りません。

○外山委員長 よろしくお願いします。

それでは、請願の審査に移りますが、請願第

６号について執行部から説明がございますか。

○髙原生活・協働・男女参画課長 特にござい

ません。

○外山委員長 それでは、以上をもちまして、

県民政策部を終了いたします。執行部の皆様は

お疲れさまでございました。

暫時休憩いたします。

午後２時40分休憩

午後２時47分再開

○外山委員長 委員会を再開いたします。

本委員会に付託されました議案、報告事項等

の説明を求めます。なお、委員の質疑は、執行

部の説明がすべて終了した後にお願いをいたし

ます。

○山下総務部長 説明に入ります前に一言お礼

を申し上げます。去る５月25日、小林市、えび

の市、高原町において実施をいたしました宮崎

県総合防災訓練に際しましては、県議会から議

長及び当委員会の中野一則委員を初め、多くの

県議会議員の方に参観をしていただきました。

まことにありがとうございました。今後とも、

宮崎県防災対策推進条例の趣旨を踏まえまして、

県民の防災に関する意識の高揚等に努めてまい

りますので、よろしくお願いいたします。

今回御審議をいただきます議案及び報告事項

等につきまして、お手元に配付をしております

総務政策常任委員会資料によりまして、私から

まずその概要を御説明いたします。資料の目次

をごらんいただきたいと思います。

まず、１の特別議案関係、３件ございますが、

議案第１号「県税の課税免除等の特例に関する

条例の一部を改正する条例」についてでござい

ます。これは、関係省令の一部改正に伴いまし

て、県税の課税免除または不均一課税の適用期

限を延長するものであります。

次に、議案第５号「退職年金及び退職一時金

に関する条例の一部を改正する条例」について

であります。これは、株式会社日本政策金融公

庫法の成立に伴い、関係する条文の一部を改正

するものであります。

次に、議案第８号「市町の廃置分合について」

であります。これは、日南市、北郷町及び南郷

町を廃し、その区域をもって日南市を設置する

ことについて、１市２町から知事に申請が行わ

れたことを受け、地方自治法第７条第１項の規

定に基づき、県議会の議決に付するものであり

ます。

次に、２の報告承認、専決処分の承認を求め

ることについてであります。これは２件ござい

ます。報告第２号「平成19年度宮崎県一般会計

補正予算（第６号）」であります。これは、県税
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の増収及び地方交付税の確定並びに退職手当の

確定等に伴い、平成20年３月31日に専決により

補正を行ったものであり、その承認を求めるも

のでございます。

次に、報告第３号「宮崎県税条例の一部を改

正する条例」であります。これは、地方税法の

一部改正に伴い、平成20年４月30日に専決によ

り、不動産取得税、自動車税等に係る関係規定

の改正を行ったもので、同じくその承認を求め

るものであります。

次に、３の報告事項といたしまして、１つは、

平成19年度宮崎県一般会計繰越明許費繰越計算

書、もう一つは、宮崎県国民保護計画の変更に

ついての２件でございます。

最後に、４のその他の報告でございますが、

本日御報告いたしますのは、１つは、宮崎県東

京学生寮の指定管理者第二期指定について、こ

のほか、ごらんの２件でございます。

詳細につきましては、それぞれ担当課・室長

に説明をさせますので、御審議のほどよろしく

お願いいたします。私からは以上であります。

○馬原総務課長 総務課でございます。

平成19年度宮崎県繰越明許費繰越計算書につ

いて御報告いたします。

お手元の平成20年６月定例県議会提出報告書

の187ページをお開き願いたいと思います。これ

は、県有施設災害復旧事業のうち、昨年の台風

４号及び５号により被災した件でございまして、

総務課につきましては、県有施設災害復旧事業

でございます。総合農業試験場亜熱帯作物支場

の圃場ののり面、道路の復旧工事につきまして、

工法の検討などに日時を要したことにより繰り

越しとなったものでございます。繰越額は500万

円でございます。

続きまして、常任委員会資料の14ページをお

開きいただきたいと思います。宮崎県東京学生

寮の指定管理者第二期指定について御説明をい

たします。

まず、１の宮崎県東京学生寮の概要でござい

ますけれども、宮崎県出身者で東京都及びその

周辺の大学等に通う男子学生を対象とした施設

でございます。千代田区市ヶ谷駅近くの宮崎県

東京ビル内に設置しておりまして、１部屋２名

の部屋が50室ございまして、募集人員は毎年50

名程度、入寮期間は２年間というふうになって

おります。

次に、２の第一期の管理運営実績についてで

ございます。（１）の概要に書いておりますが、

東京を本社とする警備会社のジャパンプロテク

ション株式会社を指定管理者としまして、平成18

年度からの３年間、学生寮の寮監業務や施設管

理業務等を行っております。（２）の施設の利用

状況でございますが、入寮者数は、毎月末日の

人数を１年間の延べ人数としたものでございま

すけれども、指定管理者制度を導入いたしまし

た18年度が1,016名、19年度が856名ということ

で、稼働率は、それぞれ18年度が84.6％、19年

度が71.3％となっております。19年度の入寮者

が減少しておりますのは、申込者が例年より少

なかったことに加えまして、不合格になった学

生の辞退が多かったことなどによるものでござ

います。次に、（３）の施設の収支状況でござい

ますが、収入につきましては、17年度は県から

の委託料でございまして、指定管理制度を導入

いたしました18年度以降は、県からの指定管理

料と利用料金の合計となっております。経費で

ある支出を差し引いた収支差額は、18年度が321

万8,000円、19年度が131万3,000円となっており

ます。（４）の管理運営状況でございますけれど

も、利用者の利便性やサービスの向上、利用者
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増の方策として、ここに記載しております取り

組みを行っているところでございます。

15ページでございます。（５）の評価及び課題

についてでございますが、保護者への情報誌の

発行、パソコン等を整備したラウンジの設置、

募集受付専用フリーダイヤルの設置など、利用

者サービスの向上、利用者増を図るための取り

組みがなされておりまして、入寮者や保護者の

満足度もおおむね良好でございます。それから、

防災用品の配備や入寮者の急病時の対応など危

機管理への対応も適切に行われております。ま

た、施設の収支も安定しており、施設の管理運

営も適切に行われており、制度導入前と比較し

ますと、財政支出の縮減あるいは利用者サービ

ス向上など、効果があらわれているものと考え

ております。

次に、３の第二期の募集方針（案）について

でございます。（２）の指定期間につきまして

は、21年度からの３年間とし、（３）の基準価格、

これは指定管理料の上限額でございますけれど

も、年額994万8,000円、利用料金は、公の施設

に関する条例で規定されております１人当たり

月額１万8,600円以下としております。また、

（５）の募集につきましては、本年７月８日か

ら２カ月間の期間を設け、県公報や県庁ホーム

ページ等での広報を行うようにしております。

資格要件につきましては、ここに書いてあると

おりでございます。（７）の選定につきましては、

書類に基づく第１次審査を行いまして、その後、

指定管理者候補者選定委員会でのプレゼンテー

ション等による２次審査を行うこととしており

ます。選定委員会の委員につきましては、②の

とおりでございます。

16ページをお願いいたします。（８）の選定基

準及び審査項目・配点でございますが、選定基

準につきましては、①の住民の平等な利用が確

保されることから、⑤の環境保全への対応がな

されることまで、それぞれの基準につきまして、

右に審査項目を書いておりますが、これに基づ

きまして、審査することにしております。配点

につきましては、業務遂行に必要な体制の確保

などの管理運営能力、利用者サービスの向上な

ど施設の効用の最大発揮、こういったことに点

数を多く重点配分したところでございます。

（９）でございますけれども、東京ビルが学生

寮、職員宿舎、フロンティアオフィス等で構成

されております一つのビルでございますので、

それを一体的に管理することが合理的、効率的

ということで、学生寮以外の部分の施設の管理

につきましても、指定管理者となった事業者に

管理委託することとしております。

最後に、４のスケジュールでございますけれ

ども、６月９日に第１回の選定委員会を開催い

たしまして、募集方針等の検討を行ったところ

でありますが、今後は、７月８日から２カ月間

の募集期間を経た後、ここにあります日程で１

次審査、２次審査を実施しまして、11月定例県

議会に指定管理者指定等についてお諮りする予

定としております。

説明は以上です。

○加藤行政経営課長 行政経営課です。御説明

いたします。

委員会資料の17ページをお願いいたします。

平成19年度における行財政改革の取り組み状況

についてでございます。行財政改革につきまし

ては、19年６月に策定しました「行財政改革大

綱2007」に基づき、取り組んでいるところでご

ざいます。19年度の主な取り組みについて御報

告いたします。

まず、１の意識改革につきましては、①職員



- 47 -

の職務に係る倫理の保持を徹底するため、職員

倫理規程を制定するとともに、職員のコンプラ

イアンス意識の徹底を図る取り組みを推進する

ため、副知事を委員長とするコンプライアンス

推進委員会を設置いたしました。次に、②職員

の意欲喚起と意識改革を図るため、職員からの

政策提案を募集し、提案の中から一部を事業化

いたしました。③県職員の自主的な地域活動を

促進するため、職員力地域貢献推進指針を作成

しまして、地域活動に参加する職員の意欲を高

めるための意識啓発や環境づくりに取り組んで

いくことといたしました。

次に、２の経営改革につきましては、まず、

①スリムで効率的な組織体制の構築を図るため、

県民政策部の新設や県税・総務事務所の設置な

ど、本庁、出先機関にわたる再編を平成20年４

月１日付で行いました。②知事部局、公営企業、

教育委員会、警察本部ほかすべての部門での総

職員数を対前年比274人減といたしました。次に、

③と④ですが、適正な会計事務を確保するため、

また適正な物品調達と物品管理を行うため、体

制の強化や物品調達等の一元化を行いました。

⑤宮崎パスポートセンターでの旅券の日曜日交

付などを開始しまして、県民の方々の利便性の

向上を図りました。

18ページをお願いいたします。３の協働改革

につきましては、まず、①県民のさまざまな意

見を県政に反映させるため、知事が県民と直接

意見交換を行う県民ブレーン座談会や県民フ

ォーラムなどを実施いたしました。②県とＮＰ

Ｏとの協働による事業を50事業行いました。③

公社等改革指針に基づき、引き続き改革を推進

しまして、対前年度比、財政支出で４億円の減、

派遣職員で17名の減となりました。④住民サー

ビスの向上や事務処理の迅速化を図るため、19

年度には33法令383の事務を市町村へ移譲いたし

ました。

４の入札改革につきましては、①公共工事と

これに伴う業務委託については、電子入札を全

面導入するとともに、予定価格250万円以上の公

共工事については原則、条件付一般競争入札に

移行いたしました。②建設産業の健全な発展と

良質な社会資本の整備を進めるため、公共工事

に係る最低制限価格を引き上げるとともに、公

共工事に係る業務委託について最低制限価格を

設定することといたしました。③本庁における

予定価格1,000万円を超える物品につきまして

は、条件付一般競争入札に移行することといた

しました。

最後に、５の財政改革につきましては、①中

期財政見通しの264億円から386億円まで拡大し

た収支不足を、さらなる事務事業の見直し等に

より286億円にまで圧縮いたしました。主な取り

組みとしましては、人件費の削減により14億円、

投資的経費の縮減・重点化により６億円、事務

事業の見直し等により76億円、歳入確保対策に

より４億円の収支改善を図りました。②ゼロ予

算施策の推進や職員政策提案の事業化のほか、

不適正な事務処理に関する再発防止策として調

整事務費の導入や流用手段の簡素化を図ること

といたしました。

主な取り組みは以上ですが、その他の各種取

り組みにつきましては、別冊に取りまとめてお

ります。平成19年度における行財政改革の取り

組み状況についての説明は以上でございます。

続きまして、19ページをお願いいたします。

指定管理者制度の第二期指定についてでござい

ます。先ほど総務課長から東京学生寮の第二期

指定について御説明いたしましたけれども、私

からは第二期指定の全体について御説明いたし
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ます。

まず、１の基本的考え方ですが、21年度から

指定期間が始まる第二期指定につきましては、

第一期指定期間における実績やその評価を第二

期の募集や選定等に反映させ、さらに県民サー

ビスの向上と適正な管理運営の確保を図ること

としております。

２の対象施設ですが、第一期指定の62施設の

うち、20年度末に指定期間が満了する57の施設

と21年度から新たに制度を導入する４施設の

計61施設でございます。なお、21年度から新た

に制度を導入する施設は、川南遊学の森と高岡

土木事務所管内の県内３団地でございます。

次に、３の第一期指定期間の実績・評価につ

いてでございます。施設の利用状況につきまし

ては、利用者数が把握可能な24施設で見てみま

すと、制度導入前の17年度に比べ、利用者数が

増加している施設が16施設、減少している施設

が８施設となっています。また、収支状況につ

きましては、19年度黒字の施設が48施設、赤字

の施設が７施設、収支差なしが７施設となって

います。次に、管理運営状況につきましては、

協定書等に基づき、また県の指導監督のもと、

業務運営、施設の維持保全等が行われていると

ころですが、制度導入前に比べて、以下のよう

なサービス向上が図られています。例えば開館

日の拡大や利用時間の延長、利用料金の引き下

げや弾力化などでございます。

20ページをお願いします。第一期指定期間の

全体評価といたしましては、全体としておおむ

ね適正な管理運営が行われておりまして、また

指定管理者のノウハウや創意工夫により、県民

サービスの向上や経費削減が図られるなど制度

導入の効果が得られているものと評価していま

す。しかし、一部に、施設や設備、サービス内

容等についての利用者からの要望への対応、利

用者の確保、収支改善などの取り組みが求めら

れているものもございます。

次に、４の第二期指定への対応についてでご

ざいます。まず、（１）の公平性、透明性の確保

につきましては、民間有識者や施設利用者を半

数以上含む候補者選定委員会を設置しまして、

募集方針の審議や候補者の選定を行います。ま

た、募集・選定過程において積極的な情報公開

に努めます。（２）の募集方法、広報につきまし

ては、応募者をふやして競争力を高めるため、

募集はすべて公募とするとともに、募集期間は

約２カ月間を確保いたします。（３）の指定期間、

基準価格につきましては、企業や団体の新規参

入機会の確保や、サービスの継続性、安定性等

を勘案しながら、施設の実情に応じた指定期間

を設定いたします。また、適正な管理運営に必

要な基準価格を設定いたします。（４）の審査項

目につきましては、一層のサービスの質の向上

や適正な管理運営の確保を図るため、利用者満

足度把握や苦情・要望への対応、個人情報保護

への対応等を審査項目に新たに設定いたします。

（５）の指定管理者間の引き継ぎにつきまして

は、第一期と第二期で指定管理者が入れかわる

場合に、引き継ぎが円滑かつ確実に行われるよ

う、十分な引き継ぎ期間を確保するとともに、

引き継ぎに係る県の指導監督を徹底することと

いたします。

最後に、今後のスケジュールにつきましては、

先ほどの総務課長の説明と重複しますので、省

略させていただきます。

次のページ以降に、第一期指定期間の実績と

第二期指定についての一覧表をつけております。

行政経営課の説明は以上でございます。

○西野財政課長 財政課でございます。
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常任委員会資料の６ページをお開きください。

報告第２号「平成19年度宮崎県一般会計補正予

算（第６号）」であります。

これは、県税の増収及び地方交付税の確定並

びに退職手当の確定等に伴うものでありまして、

議会への報告、そしてその承認を求めるもので

あります。補正額は10億9,535万5,000円の増額

であり、この結果、平成19年度一般会計歳入歳

出予算の規模は5,489億9,980万8,000円となりま

す。

内容についてでありますが、まず、歳入につ

きましては、いずれも２月補正編成予算以降の

増減の補正でありまして、県税が17億500万円の

増額、地方譲与税が２億3,350万5,000円の増額、

地方交付税が７億9,328万3,000円の増額、交通

安全対策特別交付金が1,038万9,000円の増額、

国庫支出金が２億4,539万2,000円の増額、財産

収入が２億1,802万9,000円の増額、繰入金が66

億円の減額、諸収入が８億4,025万7,000円の増

額、県債が36億4,950万円の増額となっておりま

す。

次に、歳出につきましては、まず、総務費で

ありますが、11億2,760万8,000円の増額であり

まして、その内訳は、退職者の確定に伴う退職

手当が２億4,825万9,000円の減額、県債管理基

金への積み立てが13億7,586万7,000円の増額と

なっております。衛生費は1,241万9,000円の増

額でありまして、内容としては産業廃棄物基金

への積立金となっております。農林水産業費は

６万1,000円増額で、内容としては、森林環境税

基金への積立金となっております。また、警察

費は76万6,000円の増額、教育費は4,549万9,000

円の減額となっておりますが、これはいずれも

退職手当の確定によるものであります。以上で

ございます。

○後藤税務課長 ７ページをお願いいたします。

県税収入について御説明を申し上げます。

19年度の県税収入見込み額は、県税計、収入

見込額②の欄であります。1,001億8,500万円で

あります。税収が1,000億円を超えるのは初めて

でございます。専決で17億500万円の増額補正を

いたしております。その主な理由でありますが、

補正額の欄をごらんいただきたいと思います。

個人県民税につきましては、市町村の徴収努力

によりまして、徴収率が12月の見込み時より改

善が見込まれることなどによりまして、４

億7,000万円余の増。次の法人県民税と法人事業

税でありますが、合わせて６億円余ありますが、

これは、前年度、税が出なかった１企業が３月

に３億円の申告納税を行ったことによるものが

主であります。譲渡割地方消費税でありますが、

前年度に比べまして、２月、３月に３億1,000万

円余の増となったことによるものであります。

以上であります。よろしくお願いいたします。

続きまして、議案第１号を御説明申し上げま

す。１ページをお願いいたします。議案第１号

「県税の課税免除等の特例に関する条例の一部

を改正する条例」についてであります。

改正理由でありますが、農村地域工業等導入

促進法第10条の地区等を定める省令等の改正に

伴いまして、特定の農村地域と中心市街化地域

について、県税の課税免除及び不均一課税を行っ

た場合の地方交付税の減収補てん措置が延長さ

れることになったため、関連する規定の改正を

行うものであります。２の改正内容であります

が、農村地域工業等導入促進法に基づく県税の

課税免除の適用期限を平成21年12月31日まで延

長し、また中心市街地の活性化に関する法律に

基づく県税の不均一課税の適用期限を平成22年

３月31日まで延長するものであります。施行期
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日等につきましては、公布の日から施行いたし

まして、４月１日から適用することといたして

おります。

次に、８ページをお開きいただきたいと思い

ます。報告第３号「専決処分の承認を求めるこ

とについて」であります。宮崎県税条例の一部

を改正する条例であります。

改正理由でありますが、地方税法の一部を改

正する法律が４月30日に公布されまして、法人

県民税、法人事業税、不動産取得税、自動車税

につきまして、改正が行われたことによるもの

であります。いずれも賦課徴収の根拠となる規

定であり、直ちに条例の改正を行う必要があっ

たため、専決を行ったものであります。２の改

正内容でありますが、(１)従来、法人と法人で

ない社団等を含めて法人等として、法人県民税

の納税義務者としていましたが、収益事業を行

う法人でない社団等を法人とみなし、収益事業

を行わないものにつきましては納税義務者から

除外するよう、所要の規定を整備したものであ

ります。(２)につきましては、これまで国税の

法人税のみの制度となっていました租税条約に

基づく相手国との相互協議中の徴収猶予制度が、

法人県民税、法人事業税についても導入された

ため、県税条例についても対応する規定を創設

するものであります。(３)につきましては、一

定の要件を満たす住宅の用に供する土地を購入

した場合の不動産取得税の減額措置につきまし

て、２年間延長するものであります。(４)の自

動車税につきましては、低燃費や排ガス規制基

準の適合車など環境負荷の小さい自動車につい

て自動車税を軽減し、環境負荷の大きい自動車

についての自動車税を重課する措置を２年間延

長するものであります。施行期日につきまして

は、５月１日から施行いたしまして、４月１日

から適用することとしております。

以上であります。よろしくお願いします。

○柄本総務事務センター課長 総務事務セン

ターでございます。

同じく常任委員会資料の３ページをお願いし

たいと思います。議案第５号「退職年金及び退

職一時金に関する条例の一部を改正する条例」

についてであります。

まず、１の改正の理由でございますが、株式

会社日本政策金融公庫法の成立に伴いまして、

関係する条例の一部を改正する必要が生じたた

めでございます。次に、改正の内容でございま

す。本年の10月１日に、ここに書いてございま

す金融機関、国民生活金融公庫、農林漁業金融

公庫、中小企業金融公庫及び国際協力銀行が統

合されまして、株式会社日本政策金融公庫とな

りますことから、退職条例の12条に規定されて

おります国民生活金融公庫を株式会社日本政策

金融公庫に改めるものでございます。内容につ

きまして、４ページに新旧対照表がございます。

ここにございますように、年金等を担保に供す

ることのできる金融機関を定めてあるところで

ございますが、現在、国民金融公庫が行ってい

る年金等を担保とする貸付業務は、平成20年10

月１日から株式会社日本政策金融公庫に引き継

がれることになります。

説明は以上でございます。

○坂本市町村合併支援室長 議案第８号「市町

の廃置分合について」であります。

委員会資料の５ページをごらんください。概

要でありますが、日南市、北郷町及び南郷町を

廃し、その区域をもって新たに日南市を設置す

るものであります。２の合併協議の経緯であり

ますが、昨年９月28日に合併協議会が設置され

まして、その後７回にわたる協議を重ねられま
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して、本年３月７日に協定の調印に至ったとこ

ろであります。３の主な協定の内容であります

が、合併方式は新設合併、合併期日は平成21年

３月30日となっております。同じく３の(５)の

議員の取り扱いにつきましては、現在42名の議

員がいらっしゃいますが、在任特例を適用いた

しまして、合併の日から２年間、引き続き新市

の議員として在任され、２年後、定数減により30

名の議員定数となる予定であります。最後に、

今後の手続の流れでありますが、この後、県議

会の議決をいただけましたら、知事がこれを決

定し、その後、総務大臣への届け出、告知が行

われ、合併の効力が生じ、来年の３月30日に合

併ということになる予定であります。

説明は以上であります。

○武田危機管理課長 宮崎県国民保護計画の変

更についての報告でございます。

委員会資料の13ページをごらんください。詳

細は県議会報告書の197ページから209ページで

ございますけれども、13ページで説明させてい

ただきます。まず、１の計画の作成・変更の経

緯等であります。県におきましては、国民保護

法に基づきまして、平成18年３月に宮崎県国民

保護計画を作成し、翌年１月には、職員による24

時間監視体制や国や県の組織改正などについて、

国民保護協議会による審議、内閣総理大臣承認

を経て１回目の計画変更を行ったところであり

ます。今回の変更は、国の基本方針の変更を受

け、国や県の組織改正等の軽微な事項について、

本年３月25日に変更を行ったところでございま

す。

２の変更の内容について御説明いたします。

今回の変更は、前回の変更から国の基本指針の

改正された平成19年10月までの状況変化を反映

したもので、以下の３項目について変更いたし

ました。まず、(１)の国などの組織改正に伴う

変更でありますが、①から③にありますように、

防衛施設庁に関する組織改編や日本郵政公社の

民営化等に伴いまして、名称変更等の修正を行

いました。次に、(２)の県の組織改正に伴う変

更でありますが、①②にありますように、出納

長の廃止や、会計管理局、県土整備部等の設置

に伴いまして、対策本部の組織等の記載につい

て所要の変更をいたしました。最後に、(３)の

その他統計データの更新等に伴う変更としまし

て、高千穂鉄道の路線の休廃止に伴って本県の

地域特殊性に係る記載を修正するとともに、人

口その他の統計データの更新を行っております。

以上でございます。

○外山委員長 執行部の説明が終了しました。

まず、議案関係についての質疑をお願い申し

上げます。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○外山委員長 では、その他の報告事項につき

まして、何かございましたらお願いします。

○米良委員 行政経営課長、17ページで報告を

いただきましたが、職員の意識改革の件で、以

前、職員の政策提案のいろいろな取り組みがあ

りましたけれども、一昔前でしょうか、19年度

の特筆すべき職員提案の事業等について紹介を

していただければと。

それともう一つ、18ページですけれども、入

札改革についていろいろ今議会も議論がなされ

たところでありましたが、75％から85％に引き

上げていただきました。さらに、90％ぐらいに

はしてほしいという要請も非常に多いわけであ

りまして、その裏には、不落不調が特に多いと。

そういう状況の中で、建設業界も非常に苦しい

立場に立たされておるのは御案内のとおりです。

それについての動き、どういうふうな協議がな



- 52 -

されておるのか、その辺をお尋ねいたします。

○加藤行政経営課長 まず、１点目の職員提案

の件でございますけれども、報告書にもありま

すように、提案の一部を事業化したものがござ

いますので、それを紹介させていただきます。20

年度の予算で、「宮崎魅力再発見 出会い・ふれ

あい交流事業」ということで、これは276万でし

たけれども、中山間・地域対策室で取り組むこ

とといたしております。それから、「宮崎おもて

なし日本一実践事業」ということで、これは観

光推進課のほうで担当してもらうんですけれど

も、452万9,000円というもので、こういったも

のを予算化いたしております。

入札改革のほうでございますけれども、いろ

いろとその後の見直し等ございまして、先般、

知事のほうも、状況を見て見直しもということ

でございまして、まだ具体的に今の段階で申し

上げるものはございませんけれども、引き続き

関係部と協議してまいりたいというふうに思っ

ております。

○米良委員 最前も県民政策部の中でいろいろ

話が出ましたが、中山間地の対策等々でいろん

な意識調査から今後取り組むべきいろんなこと

等について議論しました。その中で、単なる机

上論の調査ということではなくて、職員みずか

ら行って、出かけていって調査をして、もう

ちょっと踏み込んでいきなさいよという話等も

したわけですけれども、職員が政策を提案する

場合の一つの根源となるものは、現場の生の実

態を踏み込んでいって調査をして、そして反映

をするというような形にならないと、机上論で

はなかなか身についたそういうものが出てきま

せんから、特にその点を要請しておきたいとい

うふうに思うんです。

入札の改革ですけれども、このまましておい

たら大変ですよ。皆さんもお気づきでしょうけ

れども、だんだん業者が減っていくその過程に

おいて、これから公共事業をやる者がおるかな

ということになっていったら大変ですよ。その

辺も実際の業界の皆さんたちの本当の声を、皆

さん、対応を前提として、もうちょっと調査研

究をしないといかんなと思うものですから、そ

の辺のこれからの改革に当たっての生の声を聞

いてほしいです。議会でも大分出ましたけれど

も、どうですか、将来、皆さんの対応していく

あれは……。

○加藤行政経営課長 私どものほうも、総務部

としてもそのあたりの実態を十分把握する必要

があると思いますので、公共三部のほうが主体

的にやっておりますから、関係部とも一緒になっ

て勉強したいと思っております。

○米良委員 ぜひひとつ。

○鳥飼委員 最初に、国民保護計画のことでお

尋ねしますが、13ページ、中身はわかったんで

すけれども、②の第１回変更、県における24時

間即応体制の強化というところが書いてあるん

ですが、ここを具体的に説明いただけますか。

○武田危機管理課長 24時間の監視体制ですけ

れども、17年の台風14号の発生等を受けて災害

監視室等も設置されておりますけれども、24時

間体制で４名の非常勤を採用しまして、本庁の

職員も土日、夜間、いわゆる執務時間外に宿泊

しまして、情報収集を図っておるという体制で

ございます。

○鳥飼委員 これは台風災害といいますか、こ

ちらも兼ねてということになっているんですか。

○武田危機管理課長 危機管理ということで、

台風災害も兼ねて、国民の保護も兼ねていろん

な事象について県として情報収集しているとい

う体制でございます。
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○鳥飼委員 非常勤職員の方が４名おられて、

そして課長以上ですか、交代で24時間の２名体

制をとっておると。それはこちらの国民保護計

画とあわせて、台風災害とかそういうものもあ

るので、そういう体制をとっているという理解

でよろしいんでしょうか。

○武田危機管理課長 台風災害もすべて県の危

機管理として事象を把握しているということで

ございます。なお、課長補佐以上の幹部でやっ

ているということでございます。

○鳥飼委員 具体的に言いますと、昼間は職員

がいますね。５時から翌日の８時半まで一つの

サイクルと見るのかどうかわからないんですけ

れども、そのときに２名体制ということになっ

て、課長補佐が何人おるかわかりませんが、大

体何回ぐらい回ってくるんでしょうか。

○武田危機管理課長 年に２回から３回という

ことで入っています。

○鳥飼委員 続けて、指定管理者について行政

経営課にお尋ねをいたしますが、19ページに基

本的な考え方とかそういうことが書いてござい

ますけれども、第二期指定に当たっての基本的

な考え方というか、それは各担当課というか、

各部に示してあるんですね。

○加藤行政経営課長 関係課全課に対して説明

してあります。

○鳥飼委員 前回と違って新たに加えたものと

か、削除したものとか、何かありますか。

○加藤行政経営課長 例えば20ページの審査項

目ですけれども、ここに利用者満足度把握や苦

情・要望への対応というのがございます。要望・

苦情の対応というのは、利用者の声とかいうの

は聞いておりましたけれども、審査の段階であ

らかじめ、きちっとどういうふうに対応するか、

考え方を聞くというのを明確にしたとか、個人

情報保護というのは当然なんですけれども、こ

ういったところをきちっと明確にしたというの

がございます。それから、県民サービスの向上

あるいは適正な管理運営というところに重点を

置きますので、16ページに配点がございますけ

れども、②と③のところが30点、40点というふ

うに高い配点になっているかと思います。管理

運営に係る経費削減のところが10点ということ

で、前回は30点とか高い配点になっておりまし

たけれども、今回はコスト面よりか管理運営の

ほうに重点を置くという形、これは施設によっ

て若干違いますけれども、おおむねそういった

ような方針で今回は考えております。

○鳥飼委員 今回の基本的な考え方を示したも

のを後ほどいただきたいと思います。

私、一番この制度で気になっておるのは、指

定管理者制度、指定されたところで働いている

人たちの労働条件です。ここが一番気になるん

です。法の目的も、経費を節減しなさいという

ことではなくて、開かれたといいますか、住民

に公正公平な形で明示しなさいということだろ

うと思うんですが、そこら辺は、労働条件、ど

んなふうに考えておられますか。例えば、マリー

ナがあるとすると、そこに10人働いていたとし

ますと、５人がそこの職員であったと、５人は

臨時職員、非常勤職員であるだろうと思うんで

すけれども、その際に、次やるときには３人を

正職員にして、残り７人を非常勤にするとか、

いろいろやり方があると思うんです。そこら辺

の働く人たちに対する配慮、そこは今回の第二

期指定に当たって、基本的な考え方の中に反映

されていますか。

○加藤行政経営課長 これは第一期も第二期も

同じだと思うんですけれども、施設管理運営を

適正にやっていただくことが一番の目的ですの
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で、それに必要な体制が整えられているかどう

か、そういう人材あるいはそれに向けた具体的

な計画があるかどうかということを審査いたし

まして、その体制の中で職員処遇といいますか、

職員それぞれの仕事、役割というのも審査する

ことになっておりますし、基準価格のほうも類

似の業種の人件費等を勘案しながら算定するこ

とになっております。

○鳥飼委員 課長が言われたように、基準価格

を決めていくわけですけれども、安ければいい

という問題ではないというのはこの法の趣旨な

んです。特に今回の場合は、指定管理者間の引

き継ぎということも想定されるわけですから、

当然、県にやれることは限られているかもしれ

ませんけれども、そういうものを契約書なりそ

ういうもので残しておく。中身についてはいろ

いろ手法はあると思うんですけれども、それは

やっていかなくちゃならないと思っているんで

すけれども、そこら辺はどうでしょうか。

○加藤行政経営課長 これはなかなか難しい問

題だというふうに思います。協議書の中で……、

これは指定管理者が変わった場合の話だと思う

んですけれども、前の指定管理者の職員を次の

指定管理者に雇用するようにといったような要

請、条件づけというのは基本的には困難だと思

います。ただ、次の指定管理者も、それなりの

能力、人材を持った指定管理者だからこそ指定

者になるんだと思うんですけれども、その中で、

こういった人材がいなくて、過去の経験がある

人がいないだろうかということになれば、県と

しても間で情報を提供したり、そういう側面的

な支援はできるかと思います。第一期のときも、

新しい指定管理者から前の職員を雇用したいと

いうような御相談があったときはいろいろ情報

を提供した経緯がございます。

○鳥飼委員 前のことは言いませんけれども、

制度導入が図られたのは、危機管理局長が担当

の課長のときだったと思いますが、結局、制度

を導入して、例えば青少年協会はそのもの自体

はなくなったんです。ずっと20年、30年、県が

お願いしてつくってきた財団法人なりそういう

ところで働いてきた人たちは、首を切られたわ

けです。公園協会も一緒です。公園協会も同じ

ように指定管理者制度をそのまま入れてしまっ

た。そして、今、具体的に仕事がない人を何人

も知っているんですけれども、それではあんま

りではないかと、県の準機関で働いていたわけ

ですから。今回の場合も、指定管理者制度が変

わったら、知りませんよと、あんたところで考

えてくださいというのは、ちょっと無責任では

ないかと思います。ここでどうこうというのは

難しいかもしれませんけれども、その辺の引き

継ぎなりがうまくいくようにとか、働き続けら

れるようにということで、それは契約の中でう

まいぐあいうたっていけば、そういうことをやっ

ているところもあるようですから、十分検討し

ていただいて、そこで働く人たちのことも考え

ておいていただきたいということを申し上げて

おきたいと思います。

関連して、東京学生寮が総務課の担当でいろ

いろ御説明があったんですけれども、14ページ。

わからないものですからお聞きをいたしますが、

２の(３)の施設収支状況というのがありまして、

収入（ａ）、18年度が2,900万、19年度が2,600万、

うち指定管理料というのが額が変わっているん

ですけれども、これはどんな算定の方法になっ

ているんでしょうか。

○馬原総務課長 指定管理料を、当初基準額を

定めたわけでございますけれども、この指定管

理者から提案がありましたのが、18、19、20年
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度で指定管理については料金収入を努力すると

いうようなことで、３カ年で指定管理料につい

ては漸次低減していくというような提案がござ

いまして、したがいまして、18、19、それから

今年度、指定管理料が減っていくような形になっ

ております。

○鳥飼委員 16ページの(９)、東京学生寮、職

員宿舎、フロンティアオフィスで構成される一

つのビルであるということで、その他の施設の

管理も指定管理者となった事業者に管理を委託

することができるとなっています。トータルで

ということになっているんですけれども、もし

わかれば、委託料、どんなふうになっているの

か、お知らせいただきたいと思います。

○馬原総務課長 19年度で申し上げますと、全

体経費、これは東京ビルの部分でございますけ

れども、総務課分として1,926万8,000円、これ

は商工のほうになりますけれども、フロンティ

アオフィスの分が280万5,000円ということで、

トータル2,207万3,000円ということになってお

ります。

○鳥飼委員 ここの分と合わせると、指定管理

料、低減をしてきているんですけれども、同じ

ような理由なんですが、そこで働く人たちのこ

とが私、いつも気になるんですけれども、です

からお聞きするんですが、トータルすると下がっ

ていないというふうに見てよろしいんでしょう

か、指定管理料と合わせて。

○馬原総務課長 東京ビル以外の分につきまし

ては、同額で契約をしております。

○鳥飼委員 東京ビル以外の分―学生寮と職

員宿舎、フロンティアオフィスというのはよそ

なんですか。

○馬原総務課長 東京ビルそのものが、学生寮

と東京事務所に勤務している職員宿舎、長期研

修者の職員寮、本県の中小企業が東京等で活動

する場合の拠点としてフロンティアオフィスと

いうことでしていますけれども、学生寮以外の

部分、その部分についての今の金額でございま

す。

○鳥飼委員 事業者は大きい事業者でしょうけ

れども、先ほど行政経営課長にも申し上げたよ

うな、そこらについての審査、それをしておら

れるんでしょうか。

○馬原総務課長 ここの事業につきましては、

事業報告書、業務報告書というのを毎月出して

いただきます。現地調査につきましても、年に

４回程度向こうのほうに出向きまして、賃金の

支払い状況とか、そういったものも確認してお

ります。労働関係等違反していないかとか、そ

ういったチェック等はやっております。

○鳥飼委員 行政経営課も一緒なんですけれど

も、ぜひそこら辺の視点も押さえておいていた

だけたらと思います。

行財政改革でお尋ねをいたします。いろいろ

とございましたけれども、時間も迫っています

ので、多く申し上げませんが、いろいろと書い

てありますけれども、私、本会議でも申し上げ

ましたけれども、職員の定数減といいますか、

削減のスピードがちょっと速いんじゃないかと

思っているんです。例えば、知事部局等を見ま

すと、別紙の資料、２ページにございますが、

平成20年で3,996人というふうになっていま

す。19年から18年、ずっと削減をしてきている

んですけれども、平成22年の目標が3,969人、こ

こには書いてありませんけれども、そして23年

が3,931人ということになっております。平成22

年の目標としても、２年間で33人ということで、

かなり前倒しで削減をしておられるようなんで

すけれども、そこら辺は予想どおりというか、
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予定どおりということなんでしょうか。

○加藤行政経営課長 この計画は「行財政改革

大綱2007」で23年度目標としておりまして、年

度ごとに同率で削減ということでは当然ござい

ませんで、やはり組織を扱ったときとか、退職

者が大量に出るときとか、そういったことによっ

てその年度年度で削減の数は変わってくると思

います。これまで、委員のおっしゃったように、

同じ数だけ割り振っていくんであれば少し速い

かなということはございますけれども、そういっ

たほかの要素もございますので、少し早目の達

成率になっていると思います。

○鳥飼委員 人事課長も一生懸命頑張ってこら

れていただいているんですけれども、現業の任

用がえとかいろんなものがあって、そのケアと

か、フォローをやっていただいているんですけ

れども、行政経営課の視点が急激過ぎるような

感じがして、本会議でも申し上げたように、部

長にも言いましたけれども、職員が仕事に追い

まくられてしまっている。ほかのところに目を

向ける余裕がないような感じを受けているんで

す。端的にあらわれているのは、そういう配慮

を人事課ではしてもらっていますけれども、現

実に職場の周りの人たちはそこまで及ばないと

いうか、そういうのが現実じゃないかと思って

いまして、そこはしっかり職場を見ていただき

たいなと私は思っているんですけれども、加藤

課長はどんなふうに思っていますか、お聞かせ

ください。

○加藤行政経営課長 確かに、今の財政事情で

組織のスリム化というのが非常に求められてい

るところでございます。仕事の効率化をすると

か、アウトソーシングだとか、あるいは組織内

でも担当制によって効率的に動けるようにする

だとか、片方で削減しながら、片方で仕事を効

率的に進めるような工夫はいたしているところ

でございます。

○鳥飼委員 余り答えになっていないような感

じがするんですが、それはそれで努力をしてい

ただくのは当然ですが、例えば本会議でも部長

にも言ったかもしれませんが、臨時職員とか嘱

託職員の通勤手当、これは支給していないです

ね。これはどんな考えなんでしょうか。通勤費

用も要るし、いろんな費用が要ると思うんです

けれども、せめて通勤手当ぐらいは支給すべき

ではないかと思っているんですけれども。

○岡村人事課長 通勤手当について御指摘いた

だいておりますけれども、通勤手当につきまし

ては、規定上、今、本県においては支給をやっ

ていないということになっております。それぞ

れ、非常勤、22条の単価の設定において、その

職務の特殊性に応じて、資格職種については少

し高かったりとかいろいろ設定しております。

そういうことで、その単価で御了解いただいた

方について、通勤手当を支給しないという条件

で来ていただいているというのが実態でござい

ます。通勤手当につきましては、これを仮に全

体に支給するとなりますと、またかなりな予算

等も伴う話になるものですから、そのあたりは、

こういう非常に厳しい状況ですから、慎重に検

討せざるを得ない状況にございます。ただ、御

指摘にございましたように、非常勤とか臨時の

方の確保について難しいような職種等もござい

ますので、そのあたりについては、人材確保の

面から、勤務時間とか業務内容とか、あるいは

また処遇とか、全体を含めて見直しということ

は今後とも必要ではないかと考えております。

○鳥飼委員 確かに、それを条件で来ていただ

いているというのは、そう言われればそのとお

りですが、しかし、だからといって、秋葉原の
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事件を持ち出すのは大げさかと思いますけれど

も、非正規雇用で来てもらっているんだからい

いじゃないかというような理屈と同じですね。

そこは、県は公的な機関ですから、公的機関が

そういうことでは困ると思っているんです。宮

崎市ですけれども、ことし４月から、嘱託職員

だけに限っていますけれども、要綱をつくられ

て、若干ですけれども、1,700円とか2,400円と

か、そういうことなんですけれども、通勤手当

を出している。そういう努力もしているわけで

すから、そこは県も考えていただきたいなと思っ

ているんですけれども、総務部長、どうですか。

○山下総務部長 話せば長くなるんですけれど

も、定数の問題にしましても、あるいは職員の

勤務条件にしましても、正規であれ、臨時職員

であれ、今の大きな行財政改革の中で我々は判

断せざるを得ないというのが基本でございます。

そういった中で、職員というのは、もちろんお

金さえあれば、きちんとそういった委員御指摘

のようなこともしたいし、満足して働いていた

だきたいというのが本当の気持ちですが、そう

いう中で本当に全員がせっぱ詰まっているかと

いうと、必ずしもそうではない、私が見ている

限りの少なくとも正規職員についてはそうでは

ないという気がしております。

臨時職員の通勤手当につきましては、先ほど

人事課長が申し上げたようなこともございます

が、今度、人事院のほうで、これは恐らく本省

庁のところが関係がある部分だろうと思うんで

すが、非常勤職員あるいは臨時職員の勤務条件

について触れるような話がございますので、そ

うなると、また新たな視点からそれを考えると

いうことは出てくるかと思います。

○鳥飼委員 確かに財政状況が厳しいというの

はあるんですけれども、だからといって、通勤

手当も支給しないで来てもらっているからそれ

でいいですよということにはならないと思うん

です。非常勤、嘱託の人たちも通勤して来るわ

けですから、それで来てもらっているから文句

は言わせませんよというようなことでは、困る

と思うんです。県が率先してワーキングプアを

つくっている。確かに御主人が働いておったり

とか、いろんな条件があるから、すべては当て

はまらないにしても、そういう状況でやって、

議場でも申し上げましたけれども、夜、皿洗い

をしているとか、２つ働いて、ダブルジョブし

ている人が実際おるんです。それは知りません

よということではやっぱり困ると思うんです。

それはどうにかしていかなくちゃならないとい

う問題意識を持って、何とかできないのかとい

うのがあってしかるべき対応だと思っているん

ですけれども、いかがでしょうか。

○山下総務部長 ワーキングプアのお話、委員

もおわかりだと思いますけれども、宮崎県の臨

時職員の場合に、例えば都会地で働く臨時なり

の方とはちょっと様相は違うというところはあ

ると思います。そういった中で、私どもが今、

臨時職員の支給単価がどの水準にあるかという

ことを見ると、少なくとも最低賃金を相当上回っ

た単価ではお願いしているということでござい

ます。全体をにらんだ中で財政的な配慮もせざ

るを得ないというのが私どもの考え方でござい

ます。

○鳥飼委員 最低賃金を上回っているから、通

勤手当の支給の必要がないということにはなら

ないと思っているんです。最低賃金というのは

本当に最低なんですから、罰せられる賃金なん

です。そういう問題意識がないこと自体がおか

しいと思っているんですけれども、問題意識を

持った上で、財政状況も勘案をしながら、対応
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を決めていくというのならわかりますよ。問題

意識もなくては決められないと思うんです。

○山下総務部長 問題意識がないわけではござ

いません。少なくとも正規職員につきましては、

通勤手当とかあるいはその他の各種の手当が、

必要な措置はされている。その水準は別にして

措置はされている。そういう中で、臨時職員に

ついては一切そういったことがないという意味

では、問題意識は十分に持つべきだと思ってお

ります。もちろんそういった中で、財政状況と

の絡みでどう考えるかということでは、先ほど

申し上げたようなことで、現時点ではこういっ

た形でやらざるを得ないというふうに申し上げ

ております。

○鳥飼委員 そうしますと、今、非常勤職員1,000

名、臨時職員250名程度ということだろうと思う

んですが、これに仮に先ほどの2,000円なり、そ

ういう低額の通勤手当を支給した場合にどれぐ

らい、財政的に余裕がないと言われていますけ

れども、計算されたことがありますか。

○山下総務部長 県職員の平均の通勤手当が１

万円ちょっとなんですけれども、仮にそれ

で1,200人何がしに支給を１年間するとなると、

年間１億5,000万以上かかるというふうに試算し

ております。

○鳥飼委員 １万幾ら出したらそうでしょう。

しかし、1,000円とか2,000円とか宮崎市が努力

をしているように―職員と同じにせよとは

言っていないんです。それなりの、バスで来た

りとかそういうことをやってきているわけです

から、そういう部門でのどれぐらいだったら出

せるんだろうかというような検討もやっていた

だきたいと思うんです。それが県という公の機

関の最低限の仕事ではないかと思っていますの

で、これ以上やると長くなりますから、きょう

はやめて、別の機会にしたいと思いますけれど

も、十分受けとめておいていただきたいと思い

ます。

○外山委員長 ここでお諮り申し上げますけれ

ども、日程が午後４時となっておりましたけれ

ども、このまま継続してもよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○外山委員長 このまま継続いたします。

暫時休憩いたします。

午後４時０分休憩

午後４時１分再開

○外山委員長 委員会を再開いたします。

○中野一則委員 総務政策常任委員会は初めて

なもので、初歩的なことを質問して申しわけあ

りませんが、よろしくお願いいたします。

まず、行政経営課長にお尋ねしますが、入札

改革ですが、③に本庁における予定価格1,000万

円を超える物品とありますが、1,000万を超える

物品は大体昨年度で何件あったのか、そして２

つ３つ、超える物品名を教えてください。

○柄本総務事務センター課長 物品調達につき

ましては、本庁分、原則として総務事務センター

でやっているところでございます。19年度に実

施した、一般競争入札はことしから実施を予定

して、今、既に数件実施しているところですが、

昨年それと同等の額という程度で見た場合、全

体合わせまして、50件程度になるんじゃないか

と思います。19年度に入札した案件で備品が相

当部分を占めるわけですが、多数を占めるのは

車両の購入が結構ございます。それから、試験

研究機関における測定機器、こういうものも見

受けられます。そういうものが中心になろうか

というふうに思っております。

○中野一則委員 公共工事は250万円以上が一般
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競争入札、こっちのほうは1,000万円を超える分

については一般競争入札になるということであ

りますが、何か不公平な感じがするんです。で

あれば、こちらを250万にせよとは言いませんが、

逆に公共工事も1,000万円ぐらいでいいんじゃな

いかと思うんです。いかがなものですか。

○柄本総務事務センター課長 今、委員がおっ

しゃいました1,000万という額についてでござい

ますけれども、もともと物品調達につきまして

は、今まで一般競争入札というルールがありま

せんで、20年度から開始することにしました。

ただ、開始するに当たりましては、額を若干段

階を踏まえてやったほうがいいんじゃないかと

いうことで、当初はまず1,000万でございますが、

物品調達につきまして、ことしの10月からは500

万、来年からは160万というふうに順次下げてい

こうという考えの1,000万ということでございま

して、最終的には指名競争入札の基準でありま

す160万という形になろうかというふうに思って

おります。

○中野一則委員 段階的に下げていくというわ

けですね。そうした場合に、本庁における予定

価格はそうですが、出先でも160万を超えるとそ

うなるんですか。

○柄本総務事務センター課長 備品につきまし

ては、基本的に200万円を超えるものにつきまし

ては、すべて本庁で調達するということにして

おります。したがいまして、200万円以下、それ

から160万円以上、ここの部分について若干出て

くる可能性はございます。また、その他の備品

以外の物品についても例はなくはありません。

ただ、一般競争入札の導入に当たりましては、

まず私どもは本庁で導入を考えておりまして、

検証した上で出先のほうにも広げていこうとい

うことで、今のところ具体的にいつからやろう

という話までは決定はしておりません。

○中野一則委員 160万になったときに、本庁で

買えば一般競争入札、出先ではそうじゃないと

いうことで出先で買おうとか、そういうことを

する出先は発生しないんでしょうね。

○柄本総務事務センター課長 基本的に、今、160

万の話が出ましたけれども、重要備品というの

が100万以上になっております。この分について

も制約があろうかと思いますので、今のような

形にはならないというふうに思っております。

○中野一則委員 印刷物は除くということです

が、1,000万を超える印刷物はあるんですか。

○柄本総務事務センター課長 毎年額が動くこ

とはございますが、1,000万を超える額というも

ので代表的な例を挙げますと、県の広報みやざ

き、ことしから県議会広報を織りまぜた広報誌

がございます。これが数千万という形になりま

す。大きな額です。そのほかにつきましては、

今のところ19年度においては実績はないようで

ございます。

○中野一則委員 一般競争入札が10月からどん

どん金額が下がっていけば、いずれ100万とか150

万となるわけですが、それぐらいの印刷物はか

なりあると思うんです。印刷物を除外した理由

は何でしょうか。

○柄本総務事務センター課長 印刷物につきま

しては、契約の形態におきまして、現在、物品

の売買という形をとっているわけでございます。

しかしながら、印刷という、普通の物を買うの

と違う要素がございまして、ほかの全国の例を

見ますと、請負の契約という形の契約書を取り

交わしてやる例が今出てきております。ただ、

うちの場合、まだそこのところの検討がおくれ

ておりまして、今現在は物品の売買ということ

でございますが、やはり請負という要素があり
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ますものですから、その辺の形を整えてやるこ

とも必要ということで延ばさせていただきまし

た。

○中野一則委員 印刷物については、日南だっ

たですか、談合情報をわざわざファクスで市役

所に出して処分をしたというのが新聞に載って

おりましたが、そういう業界の体質はないんで

すか。

○柄本総務事務センター課長 承知しておりま

せん。

○中野一則委員 委員長に聞くわけにはいきま

せんが、何かそういう事件があったという……。

○外山委員長 今のお話は、事件じゃなくて、

そういうのはないということでしょう。

○中野一則委員 そういう体質があるといかん

から、印刷物を一般競争入札から除くというこ

とが理解しがたいと思うんです。

○柄本総務事務センター課長 先ほど申し上げ

ましたように、契約の形態の見直しが必要にな

るということでございますので、その部分につ

いて時間を多少必要とする関係から１年延ばし

たということでございます。

○中野一則委員 印刷物も１年後は同じ考え方

でするということですね。

○柄本総務事務センター課長 原則同じ考え方

になると思います。

○中野一則委員 そのことは理解しました。

公共事業は250万円以上ですが、その辺の見直

しとか、あるいは先ほども出ましたが、最低制

限価格が75が85になりましたが、大変厳しいで

す。業界が冷え込まないようなことを考慮して

ほしいということを要望しておきたいと思いま

す。

次に、指定管理者制度について２～３お尋ね

しますが、15ページの一番下のところに選定委

員会がありますが、委員長の決め方というのは

どういうことで決めるわけですか。

○馬原総務課長 委員長につきましては、委員

の互選ということで、第１回目の委員会を開催

しましたときに決定をしております。

○中野一則委員 午前中のほうは職員が委員長

になっておったものだから、今度は職員外がなっ

ておるということですので、そういうことには

関係なく、互選で決めるということですね。わ

かりました。

それから、先ほど東京ビルの学生寮以外のそ

の他の施設、委託管理料が合わせて2,207万3,000

円でしたか、ジャパンプロテクションが同じく

やっているというわけでありますが、管理料は

こっちのほうは971万3,000円なのに、お願いし

ているほうが2,200万超えているということです

が、指定管理者制度として、そういう入札みた

いな対応できなかったわけですか。

○馬原総務課長 学生寮の部分につきましては、

指定管理料が19年度で971万3,000円でございま

すが、別途利用料金ということで、利用料金収

入については指定管理者が収入として上げて、

それを経費に充てるという形をとっております

ので、実際の経費につきましては、こういった

ものも含んだ形になります。その他の部分につ

いて指定管理者に一緒に委託するということで

ございますけれども、学生寮とその他の施設の

部分で廊下等で共用部分もございます。別途契

約ということになりますと、そういった部分の

経費が割高になるというようなことも考えられ

ますので、一体的に管理するほうがより経費も

削減できるという観点から、指定管理者につい

て決定しましたら、そこの部分もあわせて一緒

に委託契約するということにしております。

○中野一則委員 その他の施設は指定管理者制
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度にはなじまない施設ということですか。

○馬原総務課長 この指定管理につきましては、

公の施設の部分で県民の方が利用されるという

ことが前提でございますけれども、その他の部

分というのが、東京事務所に勤務している職員

の寮とかそういった形で、一般県民を対象とし

た施設ではないものでございますので、その分

については指定管理者制度から除外しておりま

す。

○中野一則委員 同じく指定管理者制度の件に

ついて、行政経営課長にお尋ねしますが、19ペー

ジになります。収支状況が３の②に書いてあっ

て、収支黒字、収支赤字というところで同じホ

テル業で高千穂荘は黒字、えびの高原荘は赤字

ということですが、経営状況はなぜ一方は黒字、

一方は赤字ということになっているのか、その

経営状況等を簡単に……。

○加藤行政経営課長 大きくは利用者数の減、

いろいろ燃料等のコスト増ということでござい

まして、ただ、片方の高千穂荘のほうは黒字に

なっていますが、18年は、金額を忘れましたけ

れども、赤字だったんですけれども、いろいろ

誘客の努力をいたしまして、19年度は黒字に転

換いたしております。

○中野一則委員 この２つの施設は納付金を逆

に納める方式ですね。高千穂荘が4,500万、えび

の高原荘がスポーツレクリエーション施設を含

めて3,900万、えびの高原荘はずっと赤字かどう

かわかりませんが、950万もの赤字、高千穂荘も18

年度までは赤字だったということですが、納付

金を滞納したというようなことはなかったもの

でしょうか。納付金の滞納という言葉がふさわ

しい表現かどうかわかりませんが。

○加藤行政経営課長 納付金はいただいており

ます。

○中野一則委員 遅延して納入したというよう

なことはなかったでしょうか。

○加藤行政経営課長 県の歳入ですから、それ

はなかったと思います。

○中野一則委員 できたら過去にさかのぼって

調査して御報告ください。お願いいたします。

それから、今度は、21ページ、22ページにつ

いてですが、一覧表が欲しいなと午前中に思っ

ておったところにこれが来ましたから、ありが

たかったわけですが、今までの指定料と今度二

期目の指定管理料、基準価格が示されておりま

すが、例えば番号４、５、あるいは８、９、10、

例としてはそれでいいと思いますが、実際は収

支状況は黒字なのに、管理料はかなり上がりま

すね。そんなふうに読めないんですかね。指定

管理料、基準価格が、例えば４、５のところを

見れば、今、文化コーポレーションが指定管理

者になっておりますが、平成18～20年の平均

が4,803万、これが5,424万という金額、かなり

ふえる。しかも黒字なんです。なぜこんなに急

激に高くなるのか。さっと計算すれば620万ふえ

るわけですね。

○加藤行政経営課長 第二期指定期間の額です

けれども、基本的には、この施設を運営するの

にどれほどのコストがかかるか、あるいはどれ

ほどの人件費がかかるかということをもとに算

定しておりまして、第一期の管理料の基準価格

も第二期の基準価格も、ほかの要素が変わって

いなければ、額は近い額でございます。こちら

の18年度から20年度の平均とおっしゃいました

のは、基準価格に対して複数の人が入札しまし

て、最終的に結んだ契約でございますので、基

準価格より下回った金額で指定管理料が決まっ

たということでございます。

○中野一則委員 経営の状況というのは余り加
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味せずに基準価格というのは決められるわけで

すか。

○加藤行政経営課長 基本的には、施設を管理

運営するのに幾らかかるかということでござい

まして、指定管理者の努力によりコスト削減し

た部分については、指定管理者の利益という形

になります。

○中野一則委員 21、22を見てください。収支

は536万2,000円も赤字なんですが、新しい基準

価格はさほど上がらないわけです。これで実際

の指定管理者に応募する人が出てくるのでしょ

うか。

○加藤行政経営課長 それなりに努力はいただ

いたんですけれども、結果的に赤字ということ

でございますけれども、いろいろ基準価格は見

直しはしていますけれども、やはり第二期につ

いてもこの金額が妥当であろうということでは

じいた金額になっております。

○中野一則委員 一つ一つの経営状況を具体的

に見てその基準価格というものは決めないと、

せっかくの指定管理者制度といえども、成り立っ

ていかないのじゃないかと、私はそんなふうに

懸念をいたします。15、16を見ていただきたい

と思うんですが、これは契約期間が５年だから、

今回二期ということには入らないわけですけれ

ども、現実は、これは950万も赤字が発生してお

るわけです。そこに、毎年、年額だと思うんで

すが、3,900万も納付しなきゃならないという状

況です。これが３年であったならば、見直しが

あったのかどうかわかりませんけれども、納付

金をまけてやろうとか何とかということに走っ

たのかどうかわかりませんが、私は地元として、

えびの高原荘が仮に経営ができないということ

で、えびの高原荘の経営者がいなくなったとす

れば、先に宮交の経営がリタイアしているわけ

ですので、大変寂しいえびの高原になるがなと

思っているわけです。その辺のことの配慮も欲

しいし、これはあと２年後に二期が始まるわけ

ですけれども、やはり経営状況というものを考

慮しながら、納付金とかあるいは指定管理料の

基準価格というのは決めてほしいと思います。

そういう意味で、こんなに赤字が続いているの

に、果たして納付金がまじめに期日内にされて

いるものだろうかということを思ったところで

あります。後で資料をいただきたいと思います。

前段へのコメントをお願いします。

○加藤行政経営課長 委員おっしゃいますとお

り、基本的には、指定期間、次の指定をすると

きに、それまでの利用実績等、利用状況等を踏

まえて、その納付金が適当であるかどうか、あ

るいはその指定管理料が適切であるかどうかと

いうのを見直すことになっております。その時

期時期で納付金も含めて見直したいと思ってい

ます。

○中野一則委員 高千穂荘が去年黒字というの

は、ちょっと思い出しましたが、何回となく知

事が行かれて、あの知事人気で観光宣伝が行き

渡ったという話も聞いたんです。この前の私の

一般質問で知事は、えびの高原に行ったことが

あるかと言ったら、前は行ったけれども、最近

は行っていないという話でしたが、やはり何回

となくえびの高原や京町温泉に来てもらって、

何かパフォーマンスを含めて、ああいう人だか

らパフォーマンスしてもらって宣伝してもらえ

ば、利用者もふえると思うんです。そのことを

総務部長はきちんと報告をして、毎月１回はえ

びの高原に来てもらうようにお願いしておきま

す。要望しておきます。東京に行くより近いわ

けだから。

○井上委員 東京学生寮のことについてお尋ね
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したいんですが、これは男子生徒だけなんです

けれども、女子学生がこれを希望するというこ

とは全然ないというふうになっているのでしょ

うか。

○馬原総務課長 女子学生も最近進学率も高く

なっておりますので、女子を入れることについ

てもいろいろ検討はしたんですけれども、今の

建物の構造でいきますと、共同ぶろとか共同ト

イレということになっておりまして、動線の確

保といいますか、構造上非常に難しいというこ

とがございまして、女子の分についてはなかな

か困難ということでございます。

○井上委員 これはいつ建設で、耐用年数といっ

たらおかしいんですけれども、大体どのぐらい

の……。

○馬原総務課長 建設したのが昭和47年でござ

います。耐用年数でございますが、税法上の耐

用年数ということで60年になっておりましたが、

平成10年に法改正がございまして、現在47年と

いうことでございますので、あと10年ぐらいは

あります。

○井上委員 あと10年ということからすればと

いう意味なんですが、例えば１部屋が２名とか、

最近の子供たちからすると、同室というのはよ

さそうでまた悪かったり、いろいろするわけで

す。入居基準の一つの判断基準にさせられてし

まうということがあると思うんです。例えば計

画的に建てかえとか含めて、研究できないもの

かどうか、そこについてお聞きしておきます。

○馬原総務課長 １部屋２名でございますけれ

ども、確かに保護者の方からも、ちょっと料金

を上げてもらっても個室のほうがいいというよ

うな声も聞いておりますけれども、県の公の施

設で設置しているということの目的等を考えま

すと、多くの方に利用していただきたいという

ことと、東京の大学に出ていくということで、

経済的な理由等でこういった少しでも安い施設

があると助かるという声もございますし、実際、

非常に経済的に困られている方で入寮されてい

る方もございますので、そういった観点からい

くと、それなりの施設の存在意義、そういった

ものはあるのかなとは思っております。ただ、

相部屋につきましても、宮崎から出ていって何

も知らない中で相部屋でお互いに寂しさを紛ら

す、いろいろ友達になってそういった効果もご

ざいますし、３年、４年になっていきますと、

それぞれまた東京になれたころで出ていきます

ので、そういった人生経験の面でもいいのかな

というふうに思っております。

建てかえにつきましては、現在こういう形で

学生寮をしておりますが、今後どうするかとい

うことについては、全体の東京ビルのあり方等

も含めて、改めてまた検討していく必要がある

かなというふうに思っております。

○井上委員 ぜひこれは検討していただきたい

というふうに思うんです。実際の稼働率という

のは、稼働率という言い方が正しいかどうかわ

かりませんけれども、入居率というのはそんな

に高いものではないんですね。本来は、宮崎か

ら親が考えたときに一番安心なのは、最初、１

年生、２年生でやりたいと考えたとき、県の施

設だと思うんです。私も何回かお願いした経緯

があるんですけれども、女子学生であるという

ことですぐはねられたりした経過があるわけで

すけれども、最近のニーズに合って、そして100

％入れて、東京に子供をやる人たちの親にとっ

て見たときに、一番最初はそこに入れられる可

能性が高いような状況にしていただけるといい

かなと。建てかえというのは、今の県の財政か

らというふうな言い方からされると厳しいと思
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うんですけれども、それなりの考え方を持って、

計画をまず順序よく立てていただけるといいか

なというふうに思いますので、これは要望とし

て聞いておいていただきたいと思います。

財政改革のことでお聞きしておきたいんです

が、実は事業仕分け委員会というのがあって、

いろいろな仕分けをした結果、事業の見直し等

によって76億円の収支を改善したということが

書いてあるわけですが、結局今まで76億円しな

いでいい事業をしてきたのかと言われると、こ

れはまた判断というのが難しくなるのではない

かというふうには思います。私も職員の人たち

と直接会ったときによく話をするんですが、宮

崎県がいい事業を持っていた場合、非常にいい

事業を持っているけれども、それを本来県がし

なければいけないのかどうか一考ある事業とい

うのは確かにあるんです。それをどう市町村に

つないで、市町村が財政力に合った形で引き継

ぐというか、それをずっと継続してやっていた

だけると、県内にとって効果が出るんだがなと

いう事業は現実にあるわけですね。すべてを県

がやらないといけないということにはならない

と思うんですけれども、76億円の収支を改善し

たという言い方が正しいかどうかわかりません

が、事業仕分けした事業というのは無駄な事業

だったのか、無駄な事業とは言いたくはないけ

れども、どういう事業だったのか。

○西野財政課長 事業仕分け委員会の提言を踏

まえた対応でございますが、例えば民間看護教

員養成補助事業というのがございまして、これ

につきましては、仕分け委員会では不要という

提言をいただきまして、その提言をいただいて、

必要性について再度精査した結果、補助の必要

性というのを見直しまして、廃止ということに

させていただいております。

○井上委員 先ほど言いましたように、市町村

に丁寧に引き継いでいったほうがいい事業とい

うのも多分にあると思うんです。今までの事業

の中でも、仕分け事業で没になった事業の中に

も市町村がするといいのになという事業とかも

あると思うんです。その連携というのはとれる

ような状況になっているんですか。

○西野財政課長 事業仕分けの中で、そもそも

民でやるべき、つまり行政でやる必要はないん

ではないかという観点、行政でやるにしても、

国がやるべきか、県でやるべきか、それとも市

町村でやるべきか、そういった観点から議論が

行われたところであります。市町村の観点から

いいますと、ほかに権限移譲という形で今、実

施しておりまして、そういった関係で条例に基

づいて事業を移譲しているというものもありま

すし、また、昨年、仕分け委員会の提言が出る

のが秋口と、本年度の当初予算に対応が間に合

わなかったというものもあるかと思いますので、

そういったものはこれから来年度の当初に向け

て、事業のあり方、市町村に引き続きやってい

ただくかどうかも含めまして、検討させていた

だきたいというふうに思っております。

○井上委員 私は、市町村と事業をお互いが引

き継ぐような場所というのがあるのかというこ

とを聞いたんだけれども、そこはありますか。

○西野財政課長 個々の事業をどうすべきか、

その取り扱いについてはどうすべきかというの

は、基本的に担当課で考えていただくことにし

ております。私は昨年、福祉の部署におりまし

たけれども、例えば特定の事業がありまして、

これはぜひ各市町村にお願いしたいという場は、

各市町村を回って説明して御理解を促すような、

そういった取り組みは各所属で行っていただく

ということになっていると思います。
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○井上委員 今後もまだ事業仕分け委員会とい

うのは続いて、もっともっと各事業を見直され

てカットされてくる可能性というのはあるとい

うふうに理解していいんですか。

○西野財政課長 仕分け委員会は、昨年度実施

しましたが、今年度行う予定はございません。

一度、昨年度あった事業について一定の整理を

していただくと。あくまでも、その意見は参考

として、今後、中長期的な対応も含めて、事務

事業の見直しの中でその判断というのを尊重し

ながら、あくまで参考として検討させていただ

きたいというふうに思っております。

○井上委員 各事業を各部が持ってきたときに、

それについてのヒアリングをし、それについて

決定をしていくというのは重要な過程だったと

思うんです。結局、今までは無駄な事業を認め

てきたということになるわけだけれども、どこ

かでチェックを働かせるとしたら、県政全般に

ついてどういうふうな形で金を使っていったと

きが有効なのかということについての考え方み

たいなのがきちんとしていないと、例えば各部

は絶対にこれはいいと思って事業というのは出

してくると思うんです。そのときにどうやって、

今度は逆に言ったら、こちらで仕分け委員会を

しないといけないわけだけれども、そのときの

考え方というのが明確になっていないと、仕分

け委員会が76億の収支改善ができるような状況

になったというふうな書かれ方は、私たち県議

会としてはそこのチェック機能が甘かったとい

うことにも逆になるわけだけれども、短絡的に

そうは言えないかもしれませんが、今度は、各

事業をどうチェックしていくのかという、ある

意味での一つのマニュアルとは言いたくないん

だけれども、何か考え方みたいなのをきちんと

していただかないと、来年度予算を決定していっ

たときに、また何年かしたときに仕分け委員会

が出てきて、そして何十億削減しましたみたい

な言い方を繰り返されるというのには、いささ

か、今まで何を決定してきたのかという、そう

いう思いもあるわけです。県政にとってどれが

重要課題であり、今何をやるべきなのか、どこ

に金を注ぐべきなのか、例えば入札改革の問題

が出ましたけれども、そのことも含めてここに

今、金を使ったほうがいいと考えたときに、き

ちんと金を使えるだけのそういう感覚というの

が自分たちの中にそういう場も含めてあるのか

というのが、こういうのが出てくると私たち疑

うわけです。そこは今後きちんとできるという

ふうに、議論が十分できるというふうに思って

いいということですか。

○西野財政課長 この事業仕分けのところ、76

億円の収支改善というのが、そもそも事業仕分

け委員会の提言を踏まえたものも一部には含ま

れているということでございまして、例年こち

らのほうで行っている事務事業の見直し、それ

に伴って、例えばスクラップ・アンド・ビルド

のスクラップの部分で事業を積極的に見直した

というものを含めて76億円という形になってお

ります。我々としては、毎年徹底したゼロベー

スからの事務事業見直しというのをして、そこ

で捻出した財源を今度は重点施策なり、そういっ

たものに集中的に投資していくという形で、選

択と集中の一環として、毎年積極的に事務事業

の見直しをさせていただきたいというふうに考

えております。

○井上委員 最後ですが、結局、財政改革をし

て、改革で痛みも伴いますということを言われ

ているわけで、全体的にみんなが痛みを―よ

うやく自分たちで積み上げた財政改革を、ただ

借金を返すだけと。借金を返すということは物



- 66 -

すごく大事なことですが、借金を返すと同時に、

もっと次の何かがやれるというふうにしていか

ないと、全く見直し、見直しだけで、本来積み

上げて、職員が一生懸命頑張ってそういうふう

な事業をやってきたものが実際は無駄だったみ

たいな言い方をされると、そこはモチベーショ

ンの下がる部分ではないかと思うんです。仕分

け委員会は県議会もモチベーションの下がった

一つの内容でもあったわけですが、その辺をき

ちんと議論された上で、庁内での議論と財政課

の議論もきちんとされた上で、予算査定すると

きに生かしていただきたいというふうに要望し

ておきたいと思います。

○黒木委員 東京学生寮、19年度は、稼働率、

入居率が71.3％で低かった。ことしはどうなん

ですか。

○馬原総務課長 ことしにつきましては、50名、

１年生を入れております。４月１日現在、85名

ということでございます。

○黒木委員 実際はまだ15名は枠があったわけ

ですね。募集して棄権者が出るわけですか。ど

ういうことなんですか。

○馬原総務課長 募集をして、定員オーバーし

た場合、抽せんをしていくんですが、大学に不

合格ということで辞退者がどんどん出てきます。

随時、当初申し込みをした人についてもどんど

ん入れていくわけでございますけれども、それ

でもまた、再度申し込みがあって、後期試験等

で不合格というようなことで辞退者がふえると

いう場合もございます。19年度につきましては、

若干再募集の期間が３月ぐらいにおくれまして、

追加の入寮者が少なかったということで、19年

度はちょっと少なくなっておりますが、今後十

分その辺も工夫しながら、入寮者を募集してい

く必要があるかなと思っております。

○黒木委員 15名少ないということは、例えば

２人部屋だけれども、部屋をあかしておくわけ

にはいかんから、恐らく１人しか入っていない

ところもあるんじゃないですか。そういう不公

平は出てきませんか。

○馬原総務課長 なるべく２人部屋になるとい

うように、途中で退去する人が出ましても、な

るべく寄せて、その辺は不公平感のないように、

１人が出ていったときには、１人部屋がずっと

何部屋も出ないように、そこは２人で１部屋と

いうことでやっております。

○黒木委員 それがいいのか、逆に、さっき話

が出ましたように、料金を上げて、１人で住み

たい場合にはいくらになりますと逆に上げたほ

うがいいんじゃないか、そういうことも考えら

れませんか。あけておくほうが、結局掃除もし

ないわけですから、管理人が掃除しなけりゃな

らない。かえって手間が要るんじゃないですか。

○馬原総務課長 あいている部屋を１人ずつし

て、そこの部分を料金を高くするということも

考えられますけれども、１万8,600円というのが

公の施設に関する条例の上限で決まっています

ので、その辺をする場合は条例改正等も必要に

なりますけれども、同じ料金でそこを１人部屋

というのはまた不公平感等が出てきますので、

その辺も、現行の条例の中では、仮に１人で１

部屋使う場合でも１万8,600円が限度で、それ以

上取れないということになっております。

○黒木委員 途中で入居者が募集できるならい

いんです。今言う埋めることができるんですけ

れども、結局、今年度でも15名もあいている。

入りたい方も結構おると思うんです。東京都内、

周辺の大学に行っている学生を持っている親た

ちは、途中からでも、２年が限度ですよと、何

年度までですよという募集方法もないとは思わ
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ないんですが、それは余りかたく考えたらでき

ないかもしれないけれども、柔軟に考え方を持っ

ていけば、途中からでもできると思うんですが、

余り考え方がかたいんじゃないですか。我々も

ぜひ委員会で一遍東京寮ぐらいは視察を委員長

はさせにゃいかんけれども、ぜひそういう考え

方を変えて、その辺は考え方はどうですか。

○馬原総務課長 条例、規則等の制約はござい

ますけれども、できるだけ効率よく有効に施設

を活用していただけるように、運用面でできる

ところはなるべくそういうふうにして対応して

いきたいと思っております。

○黒木委員 今、施設が古いから１万8,000いく

らですけれども、これが建てかえなんかしたと

きに、そんなにあけたら非常に非効率です。今

のうちに何とかしておいて、次のとき、その運

用ができるように、要望しておきます。

○外山委員長 今度建てかえる場合は、上を貸

して、学生寮ではやっていけません。一等地だ

から。

○米良委員 総務部長、さっき入札制度改革に

ついて僕が申し上げましたけれども、あなたか

ら一言あるかなと思って期待していたんですけ

れども、このまましていたら、大変ですよ。最

低価格を90％に上げるのか。上げなきゃならん

と思いますよ。一般競争入札はやむなし、ただ

し、地域性を、枠を決めて、そして一般競争入

札でずっとやっていくという、そういった条件

整備をしないと大変です。総務部のサイドでそ

ういう改革を推し進めていくという一つの方法

と、県土整備部の考え方と、どうなんですか、

現在の時点では。あなたたちはあなたたちの言

い分があって、土木は土木のサイドで言い分が

あって、そこ辺ではかみ合わないんじゃないで

すか。その辺はどうなんですか。

○山下総務部長 私、着任してこの問題につい

て県土整備部と直接話をしたことはございませ

ん。ただ、既に入札制度改革も盛んに言われて

おりますように、単純にというと語弊がありま

すが、公共事業の透明化、公正化という問題で

はおさまらないものがございますので、当然今、

委員御指摘のような点も踏まえて、恐らく県の

行政の進め方なり、あるいは公共事業が持って

いる本県の経済の中に占める位置、そういった

ことも含めて全体的に議論しないといけない問

題だろうと思います。そういう意味で今後、知

事も検証と言っておりますので、当然検証の過

程には私どもも議論に加わらせていただきたい

し、そういった話も県土整備部向けにしたいと

思います。

○米良委員 最近の財政的に厳しい状況の中に

おいて、昔から言われる公共投資をどんどんふ

やしていって、特に中山間地の生活の苦しい状

況においては、なおさら社会資本整備をして、

地域の経済をあおっていかねばいかんというの

はありました。しかし、ここのところに来て、

そういうことを言っちゃおれんという時代で

しょうから、しかし、公共事業というのはなく

ならんわけです。何がしかの予算でもって続行

していくわけですから、その過程において建設

業者がそこで生き延びられるか、生き延びられ

ないかという瀬戸際に立ったわけですから、当

然その辺を勘案しながら、何も建設業者側に立っ

て私たちは言うわけじゃありませんけれども、

やっぱり公共事業はあるわけですから、なくな

るわけにはいかんわけですから、その辺の両論

併記でいくと、業者も続いていかねばいかん、

なくなってはいかんわけですから、思い切った

いろんな側に立った改革をしていかないと、た

だばっさり切っていったということではだめで
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すから、そこを十分念頭に置きながら、宮崎県

の経済状態、宮崎県の建設業の状態、あるいは

公共事業の状態をうまく勘案しながら対応して

いかなきゃ大変だと思うものですから、総務部

長は余り遠慮せんでいいですよ。県土整備部に

かけ合って、あなたは一番親分だから、頑張ら

なきゃならんですよ。私は期待するんです。

○山下総務部長 私の言い方が弱そうに見えた

かもしれませんけれども、決してそういうつも

りではございませんで、公共事業が今後、本県

においてどういう形であり得るべきかという議

論は、先ほども申し上げましたように、県民生

活に広範囲に影響があるというのは十分認識し

ておりますので、そういった視点で議論をして

まいりたいと思います。

○米良委員 くどいようですけれども、果敢に

挑戦をしてください。ぜひお願いします。

○黒木委員 建設関連。建設は非常に厳しい。

建設業の中でも関連で測量関係、ここは今まで

は下限がなかったけれども、60％に下限をつけ

たんです。60％で1,000万の600万、500万のもの

は300万で、１円も違わなくてパソコンで出てく

るんです。40人、50人が同点です。６掛けぐら

いしていたら、恐らく一番先にここがことし中

にいかないだろうという話をするんです。業界

の話を聞くなり、県土整備部とその辺をどうす

るのかということをやらないと、大方の業者は

やられますよ。そういうことも頭に入れておい

てください。

○外山委員長 では、最後に請願の審査に移り

ますが、請願第４号、第７号及び請願第８号に

つきまして、執行部からの説明はございますで

しょうか。

○吉瀬総務部次長 総務部関係の３件の請願に

つきましては、今回は説明はございません。

○外山委員長 その他でどうぞ。

○中野一則委員 この前、西諸で防災訓練があ

りましたが、建設業界というか、建設業団体が

参加していなかったんですが、その辺の要請し

たときの状況を説明できませんか。

○後藤危機管理局長 防災訓練につきましては、

昨年末から関係機関と連絡し合いながら進めて

まいったところでございます。当初、建設業協

会のほうにも呼びかけて話をしておりました。

本年になりまして、１回目の総合的な連絡会議

を持ったんですけれども、その段階では来てい

らっしゃいました。その後、訓練の中身につい

て、建設業の携わる分がなかったということも

あって、御辞退といいますか、その後の参加が

なかったというような理解しているんですけれ

ども、私どもといたしましては、防災協定につ

きましては、県土整備部と建設業協会が結んで

おりますので、今後、私どもの計画します防災

訓練につきましては、参加を要請していきたい

と思っておりますので、ことし75機関参加した

んですけれども、反省事項として、今後十分調

整をしながら、協力し合っていきたいと思って

おるところでございます。

○中野一則委員 防災訓練は公共機関ばかりで

はどうにもならないということで、民間団体、

民間人がＮＰＯ含めて協力してくれないと、本

番に間に合わない場合があるんです。特に建設

業者というのは非常に機動力があるし、これか

ら台風とかいろんな災害、雨季も来るわけです

ので、災害が発生する可能性もあるわけですか

ら、ぜひ建設業界にこれから先の訓練には何か

力強い要請をして、参加させるようにしてほし

いと思うんです。今さっき建設業のことでいろ

いろ質問が出ておりますけれども、それはそれ

として、ぜひ参加させるように強い要請をする
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ようにしていただきたいと思っております。お

願いしておきます。

○後藤危機管理局長 本年度になっても呼びか

けをしているところもあったですけれども、十

分理解を得られていないという面がありました

ので、今後につきましては、参加者の確認とか、

もうちょっと具体的な面で声をかけながらやっ

ていきたいと思っております。よろしくお願い

したいと思います。

○中村委員 今の中野委員には反対。強制的み

たいに建設業に圧力をかけたらだめ。県が強制

的に入札価格もこんなことをやっているわけだ

から、反発ですよ。大体宮崎県ぐらいで一般競

争入札は要らない。もとに戻して、指名競争入

札でいいんですよ。250万なんてばかなことをや

るから、反発しているわけで、本当にもっと考

えてやらないといかん。強制的に参加させるな

んてとんでもない話だ。

○外山委員長 以上をもちまして、総務部を終

了いたします。執行部の皆様には御苦労さまで

した。

暫時休憩いたします。

午後４時57分休憩

午後５時０分再開

○外山委員長 委員会を再開いたします。

まず、採決についてですけれども、委員会日

程の最終日に行うことになっておりますので、

明日行いたいと思います。開会時刻は13時半と

したいのですが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○外山委員長 では、そのように決定をいたし

ます。

そのほか何かございますでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○外山委員長 以上をもちまして、本日の委員

会を終わります。

午後５時１分散会
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平成20年６月26日（木曜日）

午後１時30分再開

出席委員（９人）

委 員 長 外 山 衛

副 委 員 長 新 見 昌 安

委 員 米 良 政 美

委 員 中 村 幸 一

委 員 黒 木 覚 市

委 員 中 野 一 則

委 員 中 野  明

委 員 鳥 飼 謙 二

委 員 井 上 紀代子

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

総 務 課 主 幹 黒 田 渉

議 事 課 主 査 湯 地 正 仁

○外山委員長 委員会を再開いたします。

まず、議案の採決を行います。

議案につきましては、議案ごとがよろしいで

しょうか、一括がよろしいでしょうか。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○外山委員長 それでは、一括して採決をいた

します。

議案第１号、第５号及び第８号並びに報告第

２号及び第３号について、原案のとおり可決ま

たは承認することに御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○外山委員長 御異議なしと認めます。よって、

議案第１号、第５号及び第８号並びに報告第２

号及び第３号については、原案のとおり可決ま

たは承認すべきものと決定いたしました。

次に、請願の取り扱いについてであります。

まず、請願第４号「高鍋土木事務所存続に関

する請願」の取り扱いはいかがいたしましょう

か。

〔「継続」と呼ぶ者あり〕

○外山委員長 それでは、お諮りいたします。

請願第４号を継続審査とすることに賛成の方

の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○外山委員長 全会一致、よって、請願第４号

は継続審査とすることに決定いたしました。

次に、請願第６号「保険業法の制度と運用を

見直し、自主的な共済を保険業法の適用除外へ

と求める請願」の取り扱いはいかがいたしましょ

うか。

〔「継続」と呼ぶ者あり〕

○外山委員長 それでは、お諮りいたします。

請願第６号を継続審査とすることに賛成の方

の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○外山委員長 挙手多数、よって、請願第６号

は継続審査とすることに決定いたしました。

次に、請願第７号「串間土木事務所存続に関

する請願」の取り扱いはいかがいたしましょう

か。

〔「継続」と呼ぶ者あり〕

○外山委員長 それでは、お諮りいたします。

請願第７号を継続審査とすることに賛成の方

の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○外山委員長 全会一致、よって、請願第７号

は継続審査とすることに決定いたしました。

次に、請願第８号「北方領土返還要求につい

ての意見書提出を求める請願」の取り扱いはい
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かがいたしましょうか。

〔「採決」と呼ぶ者あり〕

○外山委員長 それでは、請願第８号の賛否を

お諮りいたします。

請願第８号について、採択すべきものとする

ことに賛成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○外山委員長 全会一致、よって、請願第８号

は採択とすることに決定いたしました。

ただいま請願第８号が採択となりましたが、

この請願は意見書の提出を求める請願でありま

す。お手元に配付の北方領土返還要求について

の意見書（案）について、何か御意見がござい

ますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○外山委員長 それでは、お諮りいたします。

意見書（案）につきましては、案文のとおり

とし、当委員会発議とすることに御異議ござい

ませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○外山委員長 御異議ありませんので、そのよ

うに決定をいたします。

次に、閉会中の継続審査についてお諮りいた

します。

「県民政策及び行財政対策に関する調査」に

ついては、継続審査といたしたいと思いますが、

御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○外山委員長 御異議ございませんので、この

旨、議長に申し出ることといたします。

次に、委員長報告骨子（案）についてでござ

いますけれども、委員長報告の項目として特に

御要望はございませんでしょうか。

主な質疑項目としまして、「メディキット県民

文化センターのあり方について」、同時に、「国

際音楽祭のあり方」「教育委員会、市町村ホール

との連携」「台湾合唱団の受け入れ等を例にしま

して、県の国際交流支援について」「中山間地対

策について、アンケート調査への疑問」「集落再

編を含めて、これまでの県議会の議論が政策に

生かされていない。取り組みに真剣さが欠けて

いる」「元気な集落づくりに取り組む集落に対す

る新たな呼称について、呼称を変えるだけでは

厳しい実態は変わらない。むしろ限界集落とい

う呼称で頑張るべきだ」「宮崎―台北線について、

搭乗率を上げる努力について」「旅行エージェン

トに対する総合交通課及びみやざきアピール課

の連携について」

総務部関係になります。「入札・契約制度改革

に対する総務部のスタンスについて」「県内の建

設業者の現状に配慮するよう県土整備部へ提言

を行うべき」「指定管理者の第二期指定について、

審査の際、現場のスタッフの労働条件等に配慮

すること」「臨時・非常勤職員への通勤手当の支

給について」「宮崎県東京学生寮の活用について」

「行財政改革への取り組みについて」「事業仕分

け委員会の意義」「市町村への事業の移譲」、こ

ういった意見を採用した中で委員長報告にまと

めたいと思いますが、特にこれ以外に何か。

○米良委員 その中で、我々最前議論しました

けれども、総務部の中で入札制度改革のことが

出ましたね。県土整備部が介入する分とそちら

のほうの介入する分があるわけです。その辺を

特に強調していただいて、最低価格の引き上げ

等については、その辺にも触れてもらうといい

けど。

○外山委員長 その文言を入れてよろしいです

か。

○米良委員 多分商工でも出てくると思います

ので。改革委員会のはそこもタッチしているわ
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けですね、総務部が。そこを両論併記でいくと

いいと思います。

○中野明委員 総務部は３つの窓口をまとめ

るだけだから、もうちょっと総務部で入札を決

めていって、しっかり頑張れと。

○鳥飼委員 行財政改革も出てきて、いろいろ

とうまくいっているということばかりの説明が

ありましたけれども、私、一連の財政問題を見

ていて、国のありようも問題がもちろんあるん

ですけれども、県の財政再建が成り立てば、そ

れで事足れりと、県民生活については余り考慮

しないと、今度の入札改革もそういう視点から

来ていると思うんです。ですから、実験だと言っ

てみたり、ああいう不謹慎な言葉が公式なとこ

ろで出てくるという、私は極めて遺憾だという

ふうに思うんです。県の財政というのは確かに

きついところはあるかもしれないけれども、他

県の状況からすると、相対的には10位から15位

ぐらい上位をいっているんです。そういうとこ

ろも考えると、建設業者もしかりですけれども、

そういうところがしっかり仕事をやっていく、

飯を食っていく、生活をしていけるということ

の上に財政再建というものが考えられないと、

通勤手当のことも私は言いましたけれども、１

万円、２万円の話をするけれども、たかだか宮

崎市がやっているのは1,400円とか2,000円です。

気持ちなんです。そこでやる気を出してもらう

なり、県としての姿勢を示すということが大事

だと思うんです。そういう視点で、中野委員も

おっしゃられましたけれども、ぜひ入札制度改

革についてはまとめていただく、そういう指摘

を知事とほかの部にもやってもらいたい。

○井上委員 関連してですけれども、財政再建

について私たちは反論しているわけではないし、

反対しているわけではないけれども、当局は、

入札制度改革でやるところまでやってしまった

わけです。残っているものは何なのかといった

ら、本当に限られていて、結局私たちも、言い

わけがましいことを県議会は言わないといけな

いというような状況になっていると思うんです。

つぶしてから何かをするみたいなところなんで

す。やれることというのは限られていて、少な

いと思うんです。ただ、基本的に、何を削れば

いいのかというところの視点が余りにも広過ぎ

る。議論なく、ただマスコミベースに乗ればい

いという形での財政改革をしているという点で

いえば、もっと県議会も、常任委員会レベルじゃ

なくて、県議会総体として、きちんと議長を中

心にして出さないと、業界をつぶしてしまって

からでは、今ですらやれることは少ない、県も

やれないですね。もうちょっと県議会総体とし

てやるべきことについてはきちんと知事に対し

て言わないと、調子に乗っていてだめなんです。

○鳥飼委員 歳出の改革については、知事はマ

ニフェストとして出したんですけれども、歳入

の改革については全く触れていないわけです。

例えば地方交付税がいかに宮崎県にとって大事

なのかということをほっぽりだしておいて、ふ

るさと納税制度とか、これぐらいのことをやっ

ていると。そして一方では、入札改革だといっ

て、時代に乗ったような形で非常にマスコミ受

けをする。県民の生活がつぶれていっているわ

けですから、そこら辺も含めてしっかり指摘を

しておく必要があるんじゃないかと思います。

○外山委員長 今の分は多岐にわたるから、一

回の報告では入り切れませんので、におわせな

がら、議会報告で言っていったりとかしていこ

うと思っています。前も言われたように、県民

がつぶれて県庁が残ったではいけませんので、

その辺はよく考慮しながら委員長案を……。
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○米良委員 ちょっと時間を使っても、時期が

時期だから。

○外山委員長 了解しました。

では、委員長報告につきましては、御意見等

を参考にしながら、最後は正副委員長に御一任

いただくということで御異議はございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○外山委員長 では、そのようにいたします。

暫時休憩いたします。

午後１時47分休憩

午後１時57分再開

○外山委員長 委員会を再開いたします。

７月23日の閉会中の委員会につきましては、

休憩中の協議のとおりの内容で委員会を開催す

ることに御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○外山委員長 では、そのようにいたします。

次に、県外調査でございます。県外調査につ

きましては、８月26日から28日にかけて休憩中

の協議などについて実施することにいたします

が、詳細につきましては、正副委員長に一任い

ただくということで御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○外山委員長 それでは、そのように決定をい

たします。

なお、具体的な行程等につきましては、後日

御連絡をいたしますので、よろしくお願いいた

します。

そのほか何かございますでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○外山委員長 以上で委員会を終了いたします。

午後１時58分閉会


